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通信新時代の幕開け、民営化スタート 

1985年(昭和60年)4月1日、資本金7,800億円、従業員数31万4,000人、総資産 
約10兆5,200億円という、日本一のマンモス企業、日本電信電話株式会社 （ NTT ) が誕 
生しました。 


| 「官」から「民」へ 

日本電信電話株式会社 （ NTT ) の誕生まで、日本 
の電話事業が官営として開始された1890年(明治23 
年)から数えれば95年、1952年(昭和27年)の電電公 
社設立からでも33年を経ています。 

実は、電話事業を「官営」にするか「民営」にする 
か、という論議は100年前にもありました。 

アメリカで発明された電話機を、世界の国々のな 
かで日本が一番早く、1877年（明治10年）に輸入し 
たにもかかわらず、1890年（明治23年）の電話事業 
創業まで13年もかかった原因の一つは、“官営か民 
営か”で論議を重ね続けたからです。 

当時、エ部省の官営論は、“民営会社では政府や 
警察の機密が民間につつ抜けになる”というもの0 

一方、太政官(現在の総理府)の民営論は、第1に 
国の財政難、第2が前に成功した日本鉄道会社の例 
にならって、電話もまた11:1武士階級の手にゆだねよ 
うというものでした。 

そこで、渋沢栄一、大倉喜八郎などの実業家が、 
東京、大阪、横浜の財界人に呼び掛けて電話会社を 
つくる運動を始めました。 

ところが、1885年(明治18年)12月に、エ部省が 
廃止され、電信、郵便、灯台、海運などの仕事をひ 
とまとめにした遞信省が発足し、一気に電話官営論 
が浮上、結局電話事業は政府が受け持つ、と決定し 
ました。1889年(明治22年) 3月のことです。 

「 NTT 」 という名称は、電信を含めた電気通信の 
事業体としては4度目の改称です。1870年（明治3 
年）1月に「エ部省」として発足、1885年(明治18年） 
には「遁信省」となり、1949年(昭和24年)に「電気通 
信省」と役所の歴史を重ねました。1952年(昭和27 
年)からは公共企業体「日本電信電話公社」となり、 
1985年（昭和60年）4月1日、 NTT 発足のこの日、 
115年の官営の歴史にピリオドが打たれました。 

この日はまた、日本の電気通信事業の独占に終止 
符が打たれ、複数の事業体が競争原理に基づく市場 
に自由に参入して、通信サービスが営めるようにな 
った記念すべき日でもあります。 



NTT 日比谷ビル正面玄関前で行われた新生 NTT の除幕式 


| 自由競争へ、通信の自由化 

民営化を契機に、これまでの『公衆電気通信法』 
は、『電気通信事業法』に改正され、電話機 や 回線利 
用制度が自由化されました。 

1985年(昭和60年）3月31日以前、さまざまな電気 
通信 サービスの 提供条件は、公衆電気通信法によっ 
て細部にわたるまで定められてきました。 

これに対し、4月1日に施行された電気通信事業 
法のもとでは 、 NTT とユーザとの 間の サービス 提 
供に関する条件(料金その他の重要な事項)について 
は、その契約約款で定められることになりました。 

1985年(昭和60年）3月以前、家庭や事務所に電話 
機を取り付ける場合、1回線に1台は旧電電公社の 
電話機をレンタルで付けることが原則となっていま 
した。これが自由化されて、好きな電話機がイ可でも 
自分のものとして使えるようになりました。 

ただし、電話機を NTT のような第1種電気通信 
事業者の保有するネットワークに接続する時は、電 
話が確実につながること、通信の秘密が保たれるこ 
と、ネットワークを損傷しないこと、といった技術 
基準を満たすという条件がつけられています。 

回線利用制度の自由化については、それまでデ ー 
夕処理を伴う場合を除いて、専用回線を他人に使用 
させることや専用回線にほかの回線を接続すること 
は原則として禁止されていましたが、大幅に自由化 
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されました。 

専用回線や電話回線自体の利用方法も原則として 
自由ということになったわけです。 

第2種電気通信事業者が第1種電気通信事業者 
から専用回線を借りて、第三者に再販売することも、 
また電話機に付加価値をつけて通話料以上の料金を 
取って他人に使用させることもできます。 

また、回線の相互接続も可能になりました。専用 
回線と専用回線、専用回線と DDX 回線、または専 
用回線と公衆電話回線を接続して、データ通信やフ 
ァクシミリ通信などに使用することが原則として自 
由になりました。 

ただし、この時点では、専用回線と公衆電話回線 
を接続して通話に使用する ことにつ いては、専用回 
線が同一の単位料金区域内に終始する場合にのみ、 
ということに なって いま した。 

|新生 NTT の“顔”と“心”、 CI と企業コンセプト 

NTT が民間企業として、新たな企業理念を確立 
し、あるべき企業イメージを形成するため 、 CI 
(Corporate Identity ) を導入しました 0 

NTT のコーポレート.シンボルマークの愛称は、 
「ダイナミック.ループ」です。 

この新しいシンボルマークは、“コミュニケーシ 
ヨンを通じ、人間社会の発展、人々の豊かな暮らし 
のお役に立ちたい。そのため、お客さまを発想の原 
点に、常に未来を考えダイナミックに自己革新を続 
け、真に世の中の役に立つヒューマンな企業を目指 
す”という NTT 全社員の決意を象徴しています0 

シンボル マーク が企業の“顔”であるとすれば、 
、!：、”は企業コンセプトです。 

当時の企業コンセプトは、「未来を考える人間企 
業」ーコミュニケーシヨンの原点である「人間」のぬ 
くもりを感じさせる企業、社員一人ひとりの人間と 
しての創造性あふれる資質を最大限発揮できる働き 
がいの ある企業、さらに社会のニーズに謙虚に耳を 
傾け、限りない未来に向け人間と技術の調和ある発 
展をダイナミックにめざす企業-です（なお、現在 
の企業理念は、1990年〈平成2年〉に新たに制定され 
たものです)。 


■行政型組織から営業型組織へ、 

I 事業部制の導入 

新生 NTT が出発するに当たって、社員が環境変 
化に対応した弾力的な行動がとれるような組織を編 
成することも課題の一つでした。 

電電公社時代は、創業以来独占体制の下で、本社 
内の組織は基本的には営業、建設、運用、保全とい 
った職能別に編成されていました。通信局、通信部、 
電話局も同様で、本社から電話局に至るまで職能別 
にラインができていました。 

しかし、このような職能別組織では、独占から競 
争へ、公共企業体から株式会社へとダイナミックに 
変革した状況下で新生 NTT の業務を遂行していく 
には限界があり、民営化を機に、行政的•官僚的公 
社体質から営業主体の NTT へ組織上の変身を図り 
ました。 

新組織の編成は、新会社の理念である「お客さま 
重視」「経営の効率化」「社員の働きがい」を実現する 
ことを基本に、①事業部制の導入②競争に対応した 
事業部の編成③戦略機能の確立と管理機関のスリム 
化④現場機関の活性化とお客さまサービス業務の一 
元的運営、を柱としています。 

また、研究開発については、 1987 年(昭和 62 年) 7 
月に基礎研究、基盤研究、実用化研究、現場業務を 
サポートする開発の4つの ジャンルに 分け、それ ぞ 
れの目的にあった組織 • 体制で研究開発をする抜本 
的な体制の見直しを実施しました。 

基礎研究、基盤研究は、技術系列別に機能分けし 
た11の研究所で重点的に行うこととしました0 

実用化研究は、事業部門の開発組織で実施。技術 
協力活動は、事業により密着した体制で積極的に取 
り組むため、これまで現場業務を複数組織でサボー 
卜していた開発機能を、1つの組織に集約すること 
としました。 

さらに電電公社は、商法 • 税法などの一般法の適 
用を受ける株式会社として生まれ変わりました。経 
営の自主性 • 機動性が十分に発揮できる新しい財務 
会計制度になりました。一方で、一般企業と同等の 
税金を負担したり、財務内容の開示などの責任も加 
わりました。 
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株式の上場 


1987年(昭和62年)、株式上場によって、「名実ともに民営化」企業としてのスタート 
をぎりました。 


| 第1回放出と株式上場 

1986年(昭和61年)度における政府保有の NTT 株式 
185万株の売却に引き続き、1987年(昭和62年）2月 
9日に、 NTT の株式は、東京.大阪.名古屋の各 
証券取引所に上場され、一部上場企業の仲間入りを 
しました。その日は NTT にとって、民営化の日に 
次ぐ記念すべき日でありました。 

この株式上場によって、初めて多数の株主や投資 
家に対して、民間企業としての責務を負う立場にな 
り、 NTT は名実ともに民営イ匕されたことになります。 

この株式上場は、折からの株式ブームを背景に新 
規個人投資家の開拓に向けた証券業界の動きと相ま 
って、 “ NTT 株式の一大フィーバー”を巻き起こし 
ました。上場初日は、終日買い人気が市場を支配し、 
値が付かず、翌2月10日、政府は上場初値形成のた 
めの値付け株として10万株を追加放出し、160万円 
で初値が決まりました。 

なお、 NTT 株式は、2月9日の東京.大阪•名 
古屋に次いで、16日には札幌 • 新潟.京都•広島. 


を繰り返しながら10月中旬には300万円前後まで回 
復しました。 

株式市場の動向を見守っていた大蔵省は 、 NTT 
株式195万株の第2回売り出しを1987年(昭和62年） 
11月に行い、完売しました。価格は1株当たり255 
万円でした。 

1988年(昭和63年)10月には、 NTT 株式の第3回売 
却が行われました。株式市場の全般的な活況が続く 
なか、 NTT 株式は1987年(昭和62年)12月以降、第2 
回の売り出し価格の255万円を一度も上回ることが 
ないという厳しい状況にありました。また、市況の 
見通しなどから、大蔵省は売り出し株数を予定より 
45万株減らして150万株とし、売り出し価格は1株 
当たり190万円として完売しました。 

その後、株式市況の低迷もあって政府保有の 
NTT 株式の売却は、1989年(平成元年）以降今日ま 
で、毎年見送られています。 

NTT 株式は、1986年(昭和61年)から1988年(昭和 
63年）の間、3回にわたり計540万株が売却され、国 
庫に入った売却代金は計10兆2,000億円に上ります。 


福岡の各取引所にも上場されました。 

| 第2回、第3回の放出と売却凍結 

NTT 株式の人気は過熱する一方で、約2力月後 
の1987年（昭和62年）4月22日には、売り出し値119 
万7,000円に対し約え7倍に当たる318万円の最高値を 
記録しました。しかし、同年7月に、株式市場は大 


| 規制緩和と海外市場への上場 

NTT は、需給関係が悪化して低迷する株価に対 
する信頼を回復するための株主対策として、1990年 
(平成2年）10月、自民党電気通信問題調査会政策小 
委員会に、①外国人などの株式所有解禁②エクイテ 
イファイナンスの実施③無償増資④政府保有株式の 


暴落となり、 NTT 株式も225万円まで下落。乱高下 


NTT 株券 


■ NTT 株価と売買高の推移 
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NTT 株式上場を伝える当時の新聞記事 


買い入れ償却による減資、の4項目を要望しました。 

これを受けて郵政省は、 NTT 株式に関する規制 
緩和に踏み切り、電気通信審議会の答申を得た後、 
1992年（平成4年）5月、『日本電信電話会社法等の 
一部を改正する法律』が成立、同年8月から施行さ 


競争社会への新しい装い 



1994年（平成6年）9月29日、ニューヨーク証券取 
引所への上場に次いで、同年10月12日にロンドン証 
券取弓断への上場を果たしました。 


れました。 

改正の主なポイントは、①禁止されていた外国人 
の NTT 株式所有を議決権の20%未満まで認めたこ 
と②外国人の役員就任を禁じたこと③ NTT がエク 
イティファイナンスを円滑に実施できるようにする 
ため、政府が保有する義務を負う株式数の算定に当 
たっては、当分の間エクイテイファイナンスなどに 
よる株式増加分は発行済株式総数に含まない、とい 
う3点でした。 

この法改正により、 NTT 株式は初めて外国人投 
資家の投資対象となり、1995年(平成7年）3月末の 
法人を含む外国人株主数は878、所有株数は30万 
9.109株となり、今後もさらに増加が見込まれていま 


| NTT データ通信 ㈱ の上場と NTT 株式の分割 

1988年(昭和63年）5月に、 NTT から分離•独立し、 
売上高4,705億円、経常利益1，838億円 （1995 年〈平成 
7年〉3月末)というわが国最大の情報サービス会社 
に成長した NTT データ通信 ㈱ は、1995年(平成7年) 
4月26日、東京証券取弓 I 所市場第二部へ上場しまし 
た0 

これに合わせて、 NTT は100%保有する同社株式 
の一部4万8,000株を市場に放出しました。 

超優良企業と目された NTT データ通信 ㈱ の株式 
に対する投資家の評価は高く、額面5万円に対し平 
均104万円で売れ、 NTT が得た売却益は約474億円 


す。 

NTT 法の改正により外資規制が緩和されたため、 
NTT 株式にも海外証券取引所への上場の道が開か 
れ、①海外投資家の利便の向上②国際的な知名度や 
信用度を向上させる( 3 拇外での寧業展開に好影響を 
及ぼす④海外での資金調達力の強化、などを狙って 


に上りました。 

NTT は、 NTT データ通信 ㈱ の株式売却に伴い、 
NTT 株主に対する還元策として、1995年(平成7年) 
11月24日、資本準備金の一部156億円 （31 万2,000株 
に相当）を資本に組み入れ、普通株式1株を 1.02 株 
に分割(無償交付）しました。 


COLUMN 

たった一人の株主総会から、マンモス株主総会へ 


1987年(昭和62年) 6月26日に、出席株主5，155人と t 、うマン 
モス株主総会が、ホテルニューオータニ(東京)で開かれま 
した。前年の株主総会は、大蔵大臣代理だけが出席した 
“たった一人の株主総会”でした。前年の11月に 、 NTT 
株式が一般向けに売り出され、約69万人とぃう大勢の株主 
が誕生したため、1年で一挙に日本最大の株主総会となっ 
たのです。 

NTT にとって事実上初めての株_主総会。最大の課題は、 
出席株主数の想定とそれに見合う総会会場の選定でした。 
一時は後楽園球場 （5 万人収容)や武道館 （17 ゾ5,000人収容） 


の使用も検言す対象となりました。 

最終的に、初総会出席株主数は、4,000人のイギリスの 
プリティッシユ.テレコム(株主数230万人)などを参考に算 
定した1，500人雛をベースに、その2倍の3,000人程度、 
さらに最大でその4倍の6,000人を想定しました。株主総 
会当日、約3,000人収容の主会場のほか、モニターテレビ 
とマイクなどの設備を講じた予備会場も満杯となり、“出 
席株主5，155人”の日本最大のマンモス株主総会となりまし 
た。 

^、まだこの記録は更新されて t 、ません。 
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世界的優良企業の格付け r 卜 1 j プル a j 

民営化と同時に、国内外で有利な資金調達を行うため国際的格付け「トリプル A 」 を取得、 
維持し続けています。 


| 「トリプル A 」 の取得大作戦 

民営化以来、 NTT は借り減らしを中心とする財 
務戦略に努力を払ってきました。民営化時に5兆 
252億円という膨大な有利子負債を電電公社から引 
き 継ぎましたが、1995 年(平成 7 年） 3 月末現在、 
有利子負債は3兆4,595億円まで減少しています。 


ランクで世界中の企業を客観的に格付けしています。 

民営化に先立つ1984年（昭和59年)10月に、 NTT 
はトリプル A 取得大作戦を開始し、全社を挙げてそ 
の準備を進めました。1985年(昭和60年）9月から 
10月にかけ、7日間にわたって格付機関へのプレゼ 
ンテーシヨンが行われました。会社幹部による事業、 
財務、技術などの詳細な説明や、 NTT 社長などへ 


その一方で、毎年2兆円近い設備投資を続けてお 
り、その資金調達を有利な条件で機動的に行うベ 
く、さまざまな取り組みを行ってきました。 

電電公社時代は、日本国の政府保証を受けること 
により国際社会で絶大な信用を得て、「トリプル A」 
の格付けを取得してきました。これにより外債の発 
行に際し、有利な資金調達を行ってきました。しか 
し、民間企業となった以上、もはやそういった国の 
庇護は期待できません。企業の格付けに敏感な海外 
市場で、電電公社時代と遜色のない資金調達を行う 
ため、何としても優良企業としての国際的なお墨付 
き、最高位格付けであるトリプル A を取得する必要 
に迫られました。 

この“格付機関”として著名なのが、アメリカの 
Standard & Poor’s 社と Moody’s 社です。両社とも最 
高のトリプル A から D (Moody’s 社では C) までの11 


■有利子負債の推移 


. ^ 2,083 . 

50,252 (▲4.1) A 2,026 

48，168 (A4,2) A 2,047 

46,141 ( ^ 4 - 4) 
44,093 


50,000 


A 4,291 

...(.本9.7.) .. A 2,056 
39,802 (A5-2) 


37,745 


▲1，506 

(▲4.0) 

36,238 





NTT 発足 1985 86 87 88 89 90 

\ m グラフ上の数値は対前年庇増減額、 （ ）内は対前年度坳減中-(%) 


のインタビュー、研究設備の見学機会の提供と、ま 
さに会社を挙げての一大イベントを展開しました。 
その結果、1985年(昭和60年)10月に Moody’s 社が、 
次いで翌1986年(昭和61年）1月には Standard & 
Poor’s 社が、 NTT に対しトリプル A を付与する旨 
を発表しました。 

このようにして、民営化の初年度に早くもトリプ 
ル A の格付けを取得できたわけですが、これによ 
り、①きわめて低コストでの資金調達が可能②企業 
イメー ジの向上（当時トリプル A の日本企業は銀行 
を除けば松下電器産業、日立製作所、三菱商事の3 
社のみ)③内外の優良企業との提携など国際的な事 
業展開面での優位性の獲得、などその後の事業運営 
にかずかずのメリットを享受することができました。 

格付機関は、毎年1回以上、経営状態のレビュ 
一（再審査)を行い、格付けの妥当性を検討します。 
そこで、トリプル A を維持するため、当初の格付 
けの過程で示された懸念事項である、①低い水準に 
ある収益性の改善②借り減らしの一層の推進③ U 資 
における内部資金の割合を高水準に維持、などに対 
して各種改善計画を提示するとともに、これらの課 


▲692 

(▲1.9) ▲1，822 * 

35,545 (12.5) 

33,722 32,890 
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NTT 日比谷ビル 


海外向けの会社案内 fAnnual Report 」 


題の解決に取り組んできました。 

その結果、1995年(平成7年）9月現在まで、一貫 
してトリプル A を維持し続けています0 

|社債発行に「プ□ポーザル方式」を導入 

1987年(昭和62年)5月、社債発行に際し、従来の 
スポット的発行（発行のつど NTT と引受幹事証券 
会社が交渉して条件を決める)をやめ、「プロポーザ 
ル方式」への転換に踏み切りました。 

プロポーザル方式とは、 社債の発行に際し、発行 
会社が いくつかの 引受幹事証券会社候補に発行条件 
についてのプロポーザル(提案)を提示させ、その 
他の事情なども加え、引受幹事証券会社を競争的 
条件の下で選定する方法です。 

この方式による第15回債は、発行総額1，000億円、 
利率4.3%、発行価額100円につき99円75銭、期限 
11年、応募者利回り 4.333 %で、同月に発行された 
政府保証債を期限で1年上回っているにもかかわら 
ず、応募者利回りで0.2%強も下回り、 NTT にとっ 
て有利な条件での発行となりました。 

NTT が日本で初めて導入したこのプロポーザル 
方式は、社債市場に新風を吹き込むものとして高 
い評価を受け、同年10月からは電力債•放送債 • 
地下鉄債 • KDD 債などの13銘柄も相次いでこの方 
式へ移行し、翌1988年(昭和63年）4月からは全銘 
柄に採用されるまでになりました。 

| 「均一価格販売方式」への転換 

プロポーザル 方式は当初、画期的な起債方式とし 
て受け入れられましたが、やがてその弊害も顕著 
になってきました。主幹事を取りたいあまりに証 


券会社から市場の実勢とはかけ離れた条件が提示さ 
れるようになり、その社債を消化するため手数料を 
吐き出しての大幅な値引き販売が恒常化し、社債 
値崩れの主因となったからです。 

新たな発行方式として1991年（平成3年）8月に、 
「均一価格販売方式」の導入検討に着手しました。 

均一価格販売方式とは、事前に幹事証券会社が国 
債とのスプレッド（値幅）を手掛かりに、投資家か 
ら希望購入条件を聞き取って仮需要を把握し、そ 
のデータをもとに発行会社と主幹事が発行条件を決 
定し、募集期間中は必ず決定された発行価額、つ 
まり“定価”で販売するというものです。社債の発行 
市場が非常に透明になる点が大きなメリットでし 
た。 

NTT は、既にアメリカ市場やユーロ市場での起 
債でこの方式を実践し、同方式による発行条件決 
定のプロセスをよく理解していたことから、第28 
回債から国内初の均一価格販売方式を採用しまし 
た。 

1991年(平成3年）12月に、発行価額100円につき 
99円85銭、発行総額500億円、7年ものとして発行 
されたこの社債は、初めての均一価格販売方式の 
ニュースバリューもあって、販売開始2時間後の 
午後3時には、販売割当がほぼ完売との報告が届く 
ほどの好調さを示しました。以降、 NTT の社債発 
行は今日まで一貫してこの方式で行われています。 

また、この均一価格販売方式でも先鞭をつける 
形となり、プロポーザル方式の時と同様、各社は相 
次いで採用に踏み切りました。均一価格販売方式 
は、いまやわが国での社債発行の一般的形式となっ 
ています。 
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個の尊重、能力本位のプロフェッショナル 団へ 

競争時代の幕開けと軌を一にした人事•給与 • 育成制度全般にわたる「総合的.抜本的 
大改革」。時代を勝ち抜くための、また、新生 NTT のアイデンティティを確立する 
ための、ソフトウェア面での大改革でした。 


| 官庁的体質の払拭と、チャレンジ精神の萌芽 

人事制度改革は、事業部制導入とともに“ NTT 
民営化の両輪”とされてきた重要命題です。 

随時、新制度を導入しながら進んだ人事革新です 
が、その大勢が明確になってきたのは1988年（昭和 
63年）のことです。この年が NTT の人事革新の歴 
史における大きなターニングポイントとなりました0 
その狙いは、人事 • 給与制度の全面的転換を基軸 
に、採用 • 人材育成制度の再構築、機動的.弾力的 
な人材配置など、育成 • 評価.配置.処遇すベての 
面を有機的に連動させた新しいシステムを構築しよ 
うというものです。 

改革論議真っ盛りのころ、社内を駆け巡ったキャ 
ツチフ レー ズが、“金太郎アメ集団からプロフエツ 
シヨナル集団へ”でした。 

どこを切っても同じ顔が出てくる安定志向、上部 
志向の金太郎ァメを過去の“官庁的体質”とするな 
ら、新生 NTT はお客さま志向でカスタ マーニーズ 
に対応していく創造的なプロフェツシヨナル集団を 
目指していくということです。制度改革は、民間企 
業として生まれ変わるための、社員一人ひとりの 
“意識改革”にほかなりませんでした。 

このような発想のもと、さまざまな改革案が打ち 


出されました。その根幹に位置するのが「職能資格 
制度」です。その骨子は次のようなものです。 

① 従来の「職務分類基準」を撤廃。代わって業績や 
能力が如実に反映される「職能資格基準」を設定 

② 「人事評価制度」を導入。複数の評価者による客 
観的かつ公平な評価の実施 

③ ポストと処遇の分離および適材適所の徹底によ 
る人材登用の活性化 

かつての人事 • 給与制度は、役職(ボスト）•職務 
を細かく分類した職務分類基準がすべてのベースと 
なり、格付けられる職種•職級が尺度となって給与 
や勤務形態が決まる仕組みになっていました。また、 
それは年功序列的色合いの強いものでした。 

それを、人中心の業績•能力に着目した職能資格 
基準に180度転換し、業績と能力を新しい“ものさ 
し”として、人と組織の活性化を図ろうというのが 
制度改革の基本概念です。 

これにより、給与体系は「総合決定給」から、職能 
給と年齢給をベースとする「併存型給与」へと移行し 
ました。まさに、企業としての人事戦略の在り方を 
根幹から変える抜本改革ですが、それだけに運用•実 
施面では越えなければならない高いハードルもあり 
ました。 

“個”を尊重し“能力”を重視する以上、それを評 


COLUMN 

マルチメディア時代、学生に人気の企業 No . l 、 NTT 


産業分野や企業に対する関心の バロメータに、 学生の 
就職希望があります。 

例年、リ クルー トリサーチが行って いる 来春卒業予定 
の大学生男子の「人気企業ランキング調査」で、民営化後 
の NTT の人気は....〇 

1986年(昭和61年)8月の新聞に、“文科系のトップは、 
民営化を順調に乗り切り、将来性のある巨大企業として 
のイメージが定着した日本電信電話 ( NTT ) 。昨年の21位 
からの大躍進。志望理由として「安定性」とともに「社会的 
貢献度の高さ」を挙げた学生が多 t ゝのが特徴”と報道され 
X \ 、ます。 

文科系の場合、変動があったとはいえ、ベスト10内に 
ランクされなかった年はありません。 

理科系も民営化直後は5位に入り、1988年(昭和63年) 


には文科系、理科系ともに人気 No . l の座に着いて I ゝます。 
さて、1996年(平成8年)3月卒業予定の大学生男子は…-。 

文科系、理科系を問わず、最も人気を集めた業種は、マ 
ルチメディア時代の到来で、“将来性”が期待される「通信」。 
ランキング では、“成長性” “安定性” “企業規模”などの要 
因から、文科系、理科系ともに NTT がトップ。 

学生が将来を託す就職先の選択に、時代の未来も見え 
てくる、というところでしょうか。 


•人気度の推移 単位：位 


年度 

1985 

86 

87 

88 

89 

90 

91 

92 

93 

94 

95 

男子文科系 

21 

1 

1 

1 

1 

8 

1 

7 

10 

1 

1 

男子理科系 

12 

5 

2 

1 

3 

5 

6 

15 

15 

2 

1 

4大女子 

33 

5 

1 

1 

2 

4 

3 

4 

3 

1 

1 


[注1リクルートリサーチ調べ 
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役 

員 

管 

理 

者 


NTT の育成体系 

( 役員研修 j 


経営者層研修 
& GPU 長研修等 




タスク畏研修 


課長研修 


係 長等研修 

STEP 
(若手社 M 能力開発研修〉 


新入社員研修 


_スキルアップ_ 
研修 

L 上級レベル研修—I 


H 業務従爭蒂」 


[ 応川レベル研修 ) 


匚 務從屯淨 1 


椹礎レベル研修 j 



資格取得の 



新入社員研修 （ 


キル 


階層別研修 


技能向上研修 


自己啓発支援研修 


価する客観性を確保し、個々の自主性を促す土壌づ 
くりが何よりも不可欠だったからです。 

そのため、新しい制度を形骸化させず“魂を入れ 
るため”の次なるステップとして、①自己申告制度 
の導入②個々人のスキル把握の実施③前①②に基 
づく育成.配置への反映（上司との話し合いを通じ 
た）④公平な評価の実施を目的とした評価者研修の 
実施⑤グループ 企業 出向への 意向 把握制度および社 
内公募制度の導人⑥研究者活性化のための特別研究 
員制度の試行実施、などを次々に新設し、導入しま 
した。 

|訓練から研修へと大きく様変わりした育成体制 

「訓練から研修へ」、このキーワードこそ育成体制 
の新たな方向性を端的に物語っています。 

改革の主だった特徴は、次の通りです。 

① 大卒の本社採用、地方採用の区分廃止と採用の一 
元化。新規採用者の戦略分野への重点配置 （1988 年 
〈 BS 和63年>4月〜） 

② 「将来、マネジメントの中核となり得る社員」の養成 
を目的とした大学部、「将来、事業活動の中堅となり 
得る人材」の養成を目的とした専門部の社員養成機関 
の廃止と、各分野における高度な専門家、いわゆるエ 
キスパー トの候補を早期に育成することを目的とした 
「エキスパー ト カレ ッジ」の創設 (1988 年 〈昭和 63年〉4 
月〜） 

③ 入社後における知識•教育を.高めたいとする高卒 
社員を対象に、大学卒業資格の取得を目的とした 
「国内特定大学への留学制度」の創設 （1988 年〈昭和 
63年〉4月〜） 

大卒採用を一本化することで社内に ヒエラルキー 
を生み出す序列主義を一掃し、能力主義の徹底を図 
りました。 

また、大学部は、遁信官吏練習所、高等部、研修 


部を経てきた伝統ある養成機関であったもので、こ 
れを廃止 (1989 年〈平成元年〉7月)することとしました。 

与えられた使命を遂行するための「訓練」から、 
事業の変革•拡大に対応するため、個人の能力を最 
大限に高めるための「研修」へ • • • *。 

その基本方針に基づく制度整備は、次の通りです。 

① スキル把握を含めた「エキスパート育成体系の構 
築」 （1989 年〈平成元年〉4月〜） 

② 戦略的人材育成のための「研修センタの再編 （13 
センタから5センタへ)」 （1991 年〈平成3年〉4月〜） 

③ 入社後5年を節目とする若手社員能力開発研修 
「 STEP 研修」の実施 (1993 年〈平成5年〉4月〜） 

④ 衛星通信を使った効率的研修 「 STARTs 」 の導入 
(1994 年〈平成6年〉4月〜） 

⑤ 支店長などマネジメント層を対象とする経営研 
修所 「 MAC 」 の開設 (1994 年〈平成6年〉4月〜） 

次世代マネジメント層の育成に向けて、年々充実 
の度を増しています。 

さらに今後、マルチメディア事業の新たな展開と、 
電話事業の一層の効率化が求められてきているなか 
で、マルチメディア時代に向けた人材の育成が課題 
となってきます。その一環として、①マルチメディ 
ア事業を推進するうえで、中核となり得る人材の育 
成を目的とした「マルチメディア研修コース」の新 
設 （1996 年〈平成8年〉4月〜)②事業推進人材の育 
成を目的に「エキスパ 
ートカレッジ」を廃止 

し、 「エキスパー トリ 
ーダコース」の 新設 
(1996 年〈平成8年〉4 
月〜）、を実施するこ 


ととしました。 



若手社員能力開発研修 
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NTT 版 QC 活動 S CS 活動の展開 

お客さまの声や情報をより早く、正確に受け止め、サービス品質の向上に役立てる 
QC 活動や CS 活動0 


| cs 活動の原点、「オレンジ活動」 

民営化以前の1982年（昭和57年)、お客さまの声を 
積極的にお聴きし、サービスの改善や事業運営に採 
り入れて いく ことを目的とした オレンジ ライ ンとい 
う広聴活動の展開が始まりました0 

NTT の営業窓口や116香はもとより、お客さま専 
用のホットラインの受付であるお客様相談センター 
(1993 年〈平成5年〉12月にオレンジセンターから改 
称）を始め、お客様懇話会やレディースモニターな 
ど、広くご意見 • ご要望を承る広聴体制を構築して 
います。そこに寄せられたさまざまな“声”は、支 
店、支社、および本社の全事業所に設置され、各事 
業所長を委員長としたオレンジ委員会で審議 • 検討 
され事業に反映しています。 

目の不自由な方にも挿入方向が分かるようにし 
たテレホンカードの切り込みや、テレホンカードに 
よる電話料金の支払い、料金明細内訳書の送付など、 
多くの改善事例がオレンジ委員会の審議から生まれ 
ています。 

お客さまに学び、サービス品質の向上を期そう 
とする NTT の CS (Customer Satisfaction ) 活動は、 
この「オレンジ活動」が原点となっています。 

|全社的な 「 ASK 活動」の展開 

1985年（昭和60年）に、それまで電気通信設備に 
関連する職場で、自主的業務改善活動として進めら 
れていた 「 ASK 活動」を、全社的に展開することに決 
めました。これは、 NTT 版の 「 QC(Quality Control : 
品質管理)」活動で、「安全」の 「 A 」、 お客さま要望 
への「即応」の 「 S 」、 作業の「効率」の 「 K 」 をとって 
「 ASK 」 と名付けました。 

ASK 活動は、6〜10人程度を1サークルとする職 
場改善活動を通じて、①職場の活性化②お客さまサ 
ービス品質の向上③個人の成長や生きがい、働きが 
いのある職場づくり、を目指そうとするものでした。 

民営化と同時に開始された ASK 活動の全社的展 
開も、 NTT の事業の本質は“サービス産業”と位置 
付け、“お客さまに学ぶ”ことによるサービス品質の 
向上を狙いとするものでした。 


全国で約2万の サークル （1995 年〈平成7年〉3月 
末現在）が活動し、活動の成果を発表する全国交流 
会が毎年開催されています。 

| 電話料金誤請求問題に学ぶサービスの質 

“お客さま第一主義”を旗印に掲げてきた NTT に、 
1990年(平成2年)、思わぬ試練が待ちうけていました。 

4月18日の朝日新聞社会面トップに、 「 NTT 横浜 
支社、料金取り過ぎ1億円」「約1万回線、最長2年 
も」「電算データ誤入力」の見出し記事が掲載され 
ました。いわゆる“電話料金誤請求問題”です。調 
ベてみると、全国でも同じような事象がみられ、誤 
請求額の全国合計が約48億円にもなりました。この 
誤請求問題は、 NTT へのお客さまの信頼を大きく 
揺るがすものでした。 

料金誤請求を引き起こした原因の大半は、民営 
化当初の事務の混乱にありました。 

電電公社時代のレンタル制度に代わって屋内配 
線や電話機などの“お買い上げ制度”を始めた際に、 
大量の買い上げ注文が一時に集中 • 殺到したため、 
本来、廃止処理がなされるはずのレンタル料金が、 
一部台帳に残ってしまったのです。 

折しも1985年（昭和60年）から1987年（昭和62年） 
にかけて、お吝さまデータ管理用の大型コンピュー 
夕が導入され、それまで使っていた手書きの台帳の 
誤ったデータがそのまま入力されたため、自動処理 
による継続的な誤請求へと発展する結果となりまし 
た。 

NTT では、事態を重視し、誤請求問題にすばや 
く対応するとともに、各支店ごとの抜本的な誤請求 
撲滅運動を展開しました。「正確な事務処理の徹底」 
「事務処理体制の見直し」「情報処理システムの改善」 
という3つの アングルから、 「誤請求防止対策」を 
進めました。 

さらに、万一の誤請求発生に備えて、第二の方 
策として「早期発見対策」も実施しました。 

具体的施策の一つに、「請求書および事前案内書 
の封書化」があります。料金の内訳を詳細に明示し、 
お客さま自身に確認していただけるよう、1990年 
(平成2年）11月から約1年かけて、全契約者に封書 




競争社会への新しい装い 


■ CS 活動のフロー図 
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で請求内容をお送りする方式に改善しました。 

情報処理 システムの 改善では、お客さま サービス 
に関する各種 データベースを 一元化した 新システム、 
顧客 サービス 統合 システム （CUSTOM : Customer 
Service TOtal systeM ) の導入があります。これは誤 
請求問題発生の有無にかかわらず、電話局 0 A 化の 
切り札と して、1987 年（昭和 62 年）からアメリカの 
CBIS 社の ノウハウを 生かし開発を進めていたもの 
です。 5,000万を超えるお客さまの契約内容、設備 
状況、料金情報などが一元的に扱える壮大な情報処 
理 システムです。 お客さま サービスの 向上だけでな 
く、正確で、かつ効率的な業務に大きく寄与するも 
のです。 1994年（平成6年）8月に、渋谷、 三 河、明 
石の3支店に導入し、1995年(平成7年）度までに全 
国の支店に導入しました。 

これらの直接的な対策のほかに、誤請求問題を 
契機に、支店全般の業務改善を本社の事務改善室が 
中心となって直接支援する「 WITH 活動」を1990年 
(平成2年）11月から開始しました。 

「 WITH 」 とは、“一人ひとりが自主的に問題をみつ 
け、その問題を全員で認識し、支店全体の取り組み 
で解決する （Watch and Improve TogetHer )” という 
意味です。支店の要望にこたえて専従スタッフが常 
駐し、業務分析から改善提案まで行うなど、本社と 
支店が一体となった取り組みにより、大きな成果を 
上げました。 

巧お客さま満足度向上 「 TOPICS 活動」の開始 

1991年（平成3年）10月からは、 NTT 版 CS 活動 
rTOPICS (TOtal Prompt Improvement for Customer 
Satisfaction ) 活動」を全社的に開始しました。その 
原点は、1989年（平成元年）度末に定めた企業理念 
「最高のサービスと信頼を提供しつづける」から出 
発しています。 

この活動は、新規参入事業者 ( NCC:New Common 
Carrier ) 各社との値下げ競争からサービス品質面で 
の競争への転換の流れのなかで、 NTT の今後の事 


業展開の最重要課題の一つとして位置付けられまし 
た。 

TOPICS 調査は、 NTT のサービスを“実際に受け 
られたお客さまグループ（毎月調査)”と“サンプル 
抽出によるグループ”に分け、全国統一のトークス 
プリクトを用いて電話で行う調査です。客観的に調 
査を行うため、質問項目により電話調査を実施、そ 
の結果を、早急に対応する必要があるもの（緊急情 
報）と、個別に対応する必要があるもの（個別情報) 
に分けて、それぞれ該当する事業所にファクシミリ 
で送付し、お客さまサービスのフォローを的確に行 
っています。また、お客さまの不満率や不満原因な 
どについては、支店別•地域別に集計•分析し、お 
客さまサービスの改善に役立たせる仕組みです。 

その成果は@覚ましいものがあります。1992年 
(平成4年）度には、当面の目標とした「不満率5%未 
満」を達成したエリアが、全エリアの約76%にもな 
り、不満率は全国平均でもついに5%を切るに至り 
ました。 

1993年(平成5年)度からは、 NCC 各社にもエン 
ド•エンド料金制度が導入され、競争は新しい段階 
に入りました0そこで、 TOPICS 活動も「サービス 
業として“守りの CS ” から“攻めの CS ” への飛躍！」 
を新スローガンとして掲げ、全エリアで不満率5% 
未満の改善目標の達成と、新たに満足度の調査も加 
え、満足率50%以上の改善目標を設定しました。 
1994年（平成6年）に、全国統一の『サービス品質の 
基本』を設定し、全国的なサービス品質の改善に取 
り組みました。 

「サービス業としての NTT 」 を基本戦略におき、 
お客さまへの限りない最高のサービスの提供を目指 
す NTT の 「 CS 活動」は、事業の大きな飛躍を期して 
います。 

さらに、1995年(平成7年) 2月には、『お客さまサ 
ービス品質向上の活動方針』を発表し、「原則故障 
修理の当日実施」「電話工事などの時間帯別予約受 
付」など、具体的展開施策を示しました。 
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通信機器の自由化に伴い、各種の新型電話機が多彩に登場 


世界に先駆け、 INS ネット(総合ディジタル通信サービス）を開始 





















1995 年 7 月に、簡易型携帯電話 ( PHS ) が新たに登場 



人と共に行動する携帯電話ムーバ 
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新たな一歩を踏み出した通信機器 

自由化の時代を迎えた通信機器は、熾烈な競争のなかで“進化”をし続け、いま、マルチメ 
ディア時代の一翼を担おうとしています。 


I 真っ先に競争時代に突入 

1985年(昭和60年) 4月に、 N 1 T の民営化に伴い 
通信機器事業も“完全自由化”され、一気に競争の時 
代を迎えました。 

電電公社時代、通信機器はネットワークと一体の 
ものととらえられ、通信の一元的コントロールとい 
う観点から、ネットワークから通信機器までを提供 
し、 エンド•エン ドで通話サービスを確保すること 
が基本とされてきました。いわゆる“本電話機”と称 
する1台目の電話は、電電公社からのレンタルを利 
用することになっていました。「届出制」によりユー 
ザが独自の端末を設置することは可能でしたが、保 
守は不可と、いわば“半自由化”の時代でした。 

民営化により、この市場が完全自111化されると、 
1年余りの間に、30社を超える家電•事務機メーカ 
などが新規に参入し、既存各社との激しいシェア争 


そして大きく変えました。 

まず、競争商品となったのが多機能電話機です。 
いままでダイヤルかブッシュボタンしか付いていな 
かった電話に、留守番機能、短縮ダイヤル機能、時 
刻表示などといったさまざまな機能が付け加えられ 
ました。 

次に、1987年(昭和62年)10月の電波法改正による 
コードレス 電話機の販売自由化に伴い、“ コードレ 
ス電話機商戦”が始まりました。1988年(昭和63年) 
3月に、 NTT は 「ハウ デイ.コードレスホン パッ 
セ」を投入しますが、いままで電話機市場とは無縁 
だった家電メーカも一斉に参入し、次々に新商品が 
登場しました。家電販売店だけでなく百貨店、スー 
パーマーヶッ トにまで電話機 コーナーが 設けられま 
した。この コードレス 電話機のヒットは、人間が電 
話機のところに行って話すという電話の常識を覆し 
ました。 


いが展開されました。 

NTT において、通信機器事業は、真っ先に“本格 
的な競争”に突入した分野といえます。 

| 自由化がもたらした電話文化の変革 


1991年(平成3年）ごろからは、家庭用ファクシミ 
リが出始め、 NTT は、 「 Mr . 伝絵文」の商品名で低価 
格ファクシミリを発売 (1991 年〈平成3年〉9月）し、 
ヒットしました0この家庭用ファクシミリの普及は、 


電話機の自由化は、電話文化そのものを急激に、 
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多彩な新サービスと新商品の提供 


コードレス電話機第1号の「ハウディ•コードレスホンパッセ」 

ビジネス需要だけでなく一般家庭においても、電話 
を音声伝達の道具からビジュアル伝達もできるッー 
ルへと発展させ、人々の電話に対するイメージを大 
きく変容させることになりました。 

こうしたパーソナル化、インテリジェント化、ビ 
ジュアル化といった社会的トレンドに加え、ディジ 
タル技術の発展は、ネットワークの高速化.大容量 
化を可能にし、サービス総合ディジタル網 （ISDN : 
Integrated Services Digital Network) に対応可能な 
ISDN 系端末が、来るべき本格的マルチメディア時 
代に先駆けて、大きな広がりを見せ始めています。 

たとえば、カメラ、モニタを内蔵したオール•イ 
ン • ワンタイプのテレビ電話 「ISDN ビジュアルホ 
ン PICSEND — R」 は、 INS ネット64に接続し、カラ 
一動画像と音声で5地点同時通信を実現し、テレビ 


PHS にも対応できるようになったデイジタルコード 
レスホン。ディジタル化により機能も充実 




いまある電話機につなぐだけの家庭用ファクシミリ 「 Mr . 伝絵文」 


テレビ電話「 ISDN ビジユアルホン PICSEND — R 」 

電話に新たな可能性を切り拓きました。技術の急速 
な進歩によって激化する競争のなかで、通信機器は、 

さまざまな方向へ進化し続けています。 

I rPBX お買い上げ方式」の提供開始で、 

システム構築の時代へ 

通信機器事業にとって、民営化とともにスタート 
した1985年(昭和60年)からが“第一創業期”とする 
なら、1993年(平成5年)からは“第二創業期”といえ 
ます。この年から、 LAN や企業通信システムの中 
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ディジタル式小容量 PBX ディジタルビジネスホン orHX 

「 EP 15 ⑴」 

枢機器として位置付けられる 「PBX のお買い上げ」が 
可能になったからです0これまで、大規模事業所が 
中心であった LAN などのプライべートネットワー 
クが、中小規模の事業所においても導入されるよう 
になり、通信機器もこれにこたえられるディジタル 
ビジネスホンのニーズが高まってきました。 

こうした需要の拡大に伴い、通信機器という単な 
る モノ を売るだけではなく、お客さまの ニーズに 沿っ 
て、ネットワークと組み合わせた通信システムとして 
提供することが'求められるようになってきました。 
システム販売へのシフト。それはお仕着せの商品 


ではなく、 ユーザ オリエンテッドな立場での商品企 
画や_発、さらには、販売だけでなく保守までを一 
貫して行う、サービス体制の確立を意味しています。 

また、保守も商品としてとらえ、従来の故障修理 
業務にシステムエンジニア的な業務を加え、付加価 
値販売の推進と提案型営業を展開しています。 

|通信機器の進化がマルチメディア時代を拓く 

自由化がもたらした技術革新のうねりは、ネット 
ワークと通信機器の関係に大きな変化をもたらしま 
した。通信機器は、いわゆる“端末”と呼ばれ、その 


COLUMN 


通信機器販売のトップ集団 「THE 3000 CLUBJ 


「 THE 3000 CLUB (ザ • スリーサウザンドクラブ)」は、 
年間粗利額3,000万円以上の全国高額販売担当者サーク 
ルとして、1990年(平成2年)度に39人でスタートしまし 
た。会員数は年々増加し、1995年-(平成7年)度会員を含 
めた延べ会員数は200人以上に達しています。 

通信機器は、お客さまに最も身近な NTT の接点とし 
て、 サービスを 具体的に提供す る 原点であり、 トラヒッ 
ク(通信量) を 生み出す道具でもあります。 NTT の通信機 
器は300種以上。この通信機器販売に従事して いる 販売 
担当者は、全国で約2,500人 (1994 年〈平成6年〉末現在)。 

通信機器は、商品が主役ではなくて、人が主役の事業 
といわれるなかで、常にトップセールスの実績を誇って 
いる“通信機器販売の鉄人たち”の集まりが 「THE 3000 


CLUB 」 です。会員は、入会基準である年間粗利額3,000 
万円以上確保の初回達成者を「ルーキー会員」、通算2回 
以上の達成者を「マスター会員」と称し、発足から5年の 
節回を迎えた1994年（平成6年）度には、通算5回以上 
の達成者に対して「ロイヤルマスター会員」という称号 
を新たに設けています。 

通信機器事業推進部は、 ISDN 機器を中心とした普及 
版 マルチメディア 商品の提供 や、 PHS サービス 対応の デ 
ィジタルコードレスシステムなど、新サービスを先取 
りした市場の開拓を積極的に進めています。 

「 THE 3000 CLUB 」 の会員は、セールスのプロフエ ツシ 
ョナルとして NTT のセールスにおける先導的役割を担 
っています。 
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多彩な新サービスと新商品の提供 



言葉の響きからも分かる通り、従来は、ネットワー 
クの端にぶら下がっている機器ととらえられがちで 
した。ところが、いまや通信機器は“端末”という従 
来の概念をはるかに超えてきています。 LSI 技術や 
マイクロプロセッサの飛躍的な進歩により、非常に 
高度な頭脳をもって、ぶら下がるというよりも、む 
しろ、ネットワークをコントロールする機能さえも 
もつようになりました。従来は、交換機で実現して 
いた機能の多くを、端末サイドで処理できるように 
なってきています。 

こうした通信機器の進化の兆しは、民営化直後の 
各種複合機器にもみられましたが、さらに INS ネッ 
卜の普及と相まって、ビジネスシーンに新しい可能 
性を切り拓きました。 NTT の ISDN 対応通信機器 
は、画像系、文書系、音声系、ターミナルアダプタ 
系などにジャンル分けされていますが、そのいずれ 
の分野でもヒット商品が続出しています。 

自由化から10年。いま、通信機器事業は、来るベ 
き本格的マルチメディア時代に向けて、新たな一歩 
を踏み出そうとしています。 

使う人の立場でつくられている福祉機器 

NTT では、電電公社時代から福祉機器の開発と 
サービスの提供に力を入れてきています。 

福祉電話の一つに、「シルバーホン（めいりよう）」 
があります。相手の声を聞き取りにくい方は、受話 
器に付いている音量調節ダイヤルにより、相手の声 
を普通の電話機の18倍程度まで大きくして聞くこと 
ができます。さらに、音を大きくしただけでは相手 
の声が聞き取りにくい方には、相手の声を頭部の骨 


に振動させて聞く、骨伝導方式の電話機「シルバー 
ホン（ひびき S)」 があります0そのほか、ベルの音 
が聞き取りにくい方には「フラッシュベル」、ベル 
の音は聞き取りにくいが低い音なら聞こえるという 
方には「シルバーベル」といった機器があります。 

また、話したり、聞くことが不自由な方に、話し 
たい内容を手で書き、相手のデイスプレイに表示し、 
目で見ながら コ ミュ ニケ ーシヨンができる「シルバ 
ー ホン（ひつだん)」 があります0 

さらに、高齢化社会の進展のなかで、一人暮らし 
のお年寄りや病人が、ボタン1つでヘルパーや身寄 
りの方に急を知らせる緊急通報装置「シルバーホン 
(あんしん S)」 や、お年寄りと地域社会を結ぶネッ 
トワーク システム 「NTT • 緊急通報 システム SR10」 
などを開発し、提供しています。 

NTT では、このほかさまざまな福祉機器の開発、 
改良を通じ、体の不自由な方や一人暮らしのお年寄 
りを守っています。 



停止 非常 


緊急通報装置「シルバーホン（あんしん s)J 
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マーケティングが創造する、新サ■ビスの世界 

進化し続ける技術を基盤に、ユーザに学び、競争のなかでより便利に多彩に開花する新 
ネツトワークサービス。 


I 量的充足から質的拡大へ 

NTT では、電話網などのネットワークを活用し 
て新たな付加価値を提供するサービスを総称して 
「ネットワークサービス」と呼んでいます。 

電電公社時代の課題であった“すぐつく電話、す 
ぐつながる電話”の達成後、社会のニーズは電気通 
信ネットワークの“量的充足”から、より便利で多 
彩なサービスの“質的拡大”へと転換しました。お 
客さまニーズの多様化•高度化を背景に、市場の拡 
大を目指し、より付加価値の高いサービスを提供す 
る、という経営の方向を実現する役割を担った新し 
いネットワークサービスは、民営化を契機にして- • 
気に多様化の道を歩み始めました0 

新しいネットワークサービスが次々と生まれたこ 
の10年、それはサービスを可能とするネットワーク 
技術とお客さまの声をサービスに反映させるマーケ 
テ イングが融合して、初めて実現したものです。 

| 新たな利用文化を創造 

新しい ネッ トワークサービスを開発、提供すると 
いうことは、電話で用事をすますという既存の概念 
を超えて、“新たな電話の利用文化を創造する”とい 
うことでした。 

発信する側が、料金を負担するのが当然というこ 
れまでの通話から、着信する側が料金を負担すると 
いう発想の転換を行ったのが「フリーダイヤル」 
(1985 年〈昭和60年〉12月）です。フリーダイヤルは、 
企業と消費者をつなぐお客さま応対の窓口や、社内 
業務用連絡手段として新たな利用形態を生み出して 
います。「伝言ダイヤル」(1986年〈昭和61年〉11月) 
は、若者たちの感性に強烈なインパクトを与え、若 
者たち自身が次々と新しいコミュニケーション形態 
をつくりだしていきました。これは、 NTT も予想し 
なかったことであり、電気通信サービスがもつ潜在 
的可能性の大きさを示すこととなりました。 

電話回線の空き時間を何とか利用できないものか 
という発想から生まれた「オフトーク通信サービス」 
(1988 年〈昭和63年〉8月）は、電話というより放送と 
の間の、いわば“通信と放送の融合”のはしりとも 


いえる利用形態を生み出しました。情報料課金回収 
代行を行う「ダイヤル Q 2 」 （1989 年〈平成元年〉7月） 
は、ネットワークを単なるお話し専用の設備基盤と 
いった性格から、広い意味での“情報”を提供する 
プラットフォームとしてとらえ、だれもが簡単に情 
報を入手できる手段を確立するという点で画期的な 
ものでした。 

さらに、電話投票サービス「テレゴング」と大量情 
報提供サービス「テレドーム」 （1993 年〈平成5年〉11 
月）は、電話とマスメディアを連動させるサービス 
であり、新たな社会システムとして注目を浴びてい 
ます。 

「メンパーズネット（仮想専用網サービス）」 （1994 
年〈平成6年〉2月）は、従来、専用回線によって構 
築してきた社内ネットワークを、公衆網を利用する 
ことで、柔軟に、安価に提供することを可能にしま 
した。 

簡易型携帯電話 (PHS : Personal Handy phone 
System) は、家庭や企業内に固定された電話の概念 

を解放して、“いつでも、どこでも、だれとでも”話 
ができる通信の夢を安価に実現させるという発想か 
ら生まれた パーソナル サービスです。いまや PHS は、 
携帯電話 • g 動車電話と並んで移動通信市場を形成 
し、成長を続けています。 

また、 NTT が中心となって開発した PHS の方式 
は、日本のみならず世界へはばたこうとしています。 

一方、従来の電話は、発信者の都合によってかけ 
られるものでした。そのため、便利になっていく半 
面、“迷惑電話”が社会的な問題となるなどの不都合 
も生み出されてきました。文字通り「迷惑電話おこ 
とわりサービス」 （1994 年〈平成6年〉8月）は、まさ 
にこの問題を解決するものでした。さらには、ネッ 
トワークのディジタル化により電話番号などの情報 
がネットワーク内を自在に飛び回ることを応用した 
「発信電話番号表示サービス」 （1996 年〈平成8年〉度 
試験提供開始予定)は、迷惑電話対策のみならず、 
コンピュータなどの情報機器とアプリケーションが 
融合して、電話市場に一段と大きな変化を生み出し、 
この延長線上に多種多様なサービスの出現が期待で 
きます。 




多彩な新サービスと新商品の提供 


■新たな電話の利用文化の創造 
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I 「サービス競争」時代の戦略商品 

ネットワークサービスは、単純な価格だけによる 
競争から、保守などのサービスの品質やサービスフ 
ロントでのお客さま応対、販売活動を含めて総合的 
に競う、いわゆる「サービス競争」上の重要な戦略 
商品として位置付けられます。付加使用料や通話料 
す义人の拡大と利便向上、料金メニューの多様化によ 
るお客さまの確保の役割を担っています0 

1987年（昭和62年）に、長距離系の新規参入事業者 
(NCC : New Common Carrier ) が、東京〜大阪間を 
手始めとして、市外電話サービス市場に参入し、低 
価格を武器に大口企業ユーザのみならず、住宅ユー 
ザにまで急速にシヱアを拡大していきました。 

NCC との競争の激化は、従来の付加的な機能系 
ネットワークサービスに加えて、利用額や利用形態 
に応じて料金メニューを選択する「料金系ネットワ 
ークサービス」の開発を促しました。料金系ネット 
ワークサービスの提供に際しては、通話頻度、曜日 
や時間帯、通話先、回線数などを分析し、ユーザご 
とに、最適な割 W 料金パターンを提供しているのが 
特徴です。 

フリーダイヤルの割引サービス （1990 年〈平成2 
年〉6月）、住宅向けオフピーク時割引サービス「テ 
レジョーズ」 （1992 年〈平成4年〉4月）を始めとした 
料金系ネットワークサービスは、1993年（平成5年） 
11月に、 NCC がエンド•エンド料金制度導入以降、 
競争が本格化していきました。 

全時間帯での市外通話料金割引サービス「テレワ 
ィズ」 （1993 年〈平成5年〉11月）、多彩なネットワー 
ク機能と大口料金割引を組み合わせた「メンパーズ 
ネット」 （1994 年〈平成6年〉2月）、テレワイズを複 


数回線割引に拡大した「テレワイズ•ワイド」 （1994 
年〈平成6年>7月）、市外局香を選択して 割 51を受け 
られる「テレチョイス」 （1995 年〈平成7年〉3月）、パ 
ソコ ン通信向けの定額料金サービス「テ レホー ダイ」 
(1995 年〈平成7年〉8月）、フリーダイヤル通話料を 
企業単位で 割 り引く「フリーダイヤルスーパー 割引 
サービス」 （1995 年〈平成7年〉11月）など、立て続け 
に新サービスを提供し、現在では多彩な料金メニュ 
一のラインアップをそろえるに至っています。 

| お客さまに学び成長する 

ネットワークサービスは、より多くのお客さまに 
共通の基本的なニーズから先に提供するため、当初 
から個々の要望を完全に満足させることはなかなか 
できません。また、ニーズも時代とともに変化して 
いきます。収集した“お客さまの声”などをもとに 
して、サービスの改善•高度化を積み重ね、やっと 
一人前のサービスとして成長していきます。 

たとえば、フリーダイヤルは、サービス開始以降 
も、1つのフリーダイヤル番号にかかってくる電話 
を地域によって別の受付先に接続する全国共通番号 
サービスを始めとして、発信地域案内、カスタマー 
コントロール 機能、通話量設定サービスなど、1995 
年（平成7年）11月までに10の付加機能を追加し、 
引き続き機能の高度化に取り組んでいます。 

民営化前にサービスを開始したキャッチホンは、 
プッシュ回線と並ぶ大黒柱のサービスです。“話し 
中にかかってきた電話に出られない時がある”とい 
う声におこたえし、ネットワークが代わって応答、 
用件を録音 • 再生するキャッチホン II (1995 年〈平成 
7年〉7月）へと進化しました。 

また、ダイヤル Q 2 は、サービス開始後急成長し、 
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■ INS ネットのチャネル数の推移 


チャネル数 
1，000,000 


800,000 

600,000 


400,000 

200,000 


1989.3 90.3 91.3 92.3 93.3 94.3 95.3 95.10 

世の中の話題を呼びましたが、番組内容が青少年に 
与える影響や高額利用が問題となり、改善に取り組 
みました。高額利坩時の事前のお知らせや、ジャン 
ル別利用規制などの機能面での改善に加えて、審査 
基準の強化や一部番組の打ち切りなど運用面での改 
善も図りました。 

また、サービスが広域化•高度化されると、それ 
を提供•維持するために、専門のサービスマネジメ 
ントやネットワークオペレーションが必要になりま 
した0そこでフリーダイヤル、ダイヤル Q 2 、 テレ 
ゴング、テレドーム、メンバーズネット、テレワイ 
ズ•ワイドなどのサービスに対しては、専門のセン 
夕を設置し、全国的な運用を図っています。 

| INS ネットの登場 


しかし、普及するまでの道のりは、決して平坦な 
ものではありませんでした。既に基盤のできあがっ 
た電話と異なり、サービス開始当初は都市部にサー 
ビス提供地域が限られ、端末価格も高価であったた 
めに利用形態は限定され、 INS ネットの潜在力を十 
分に発揮することができませんでした。 NTT では、 
INS ネットの普及のため、3つの観点から施策を展 
開しました0—つは“ネットワーク構築と全国への 
展開”、もう一つは“端末の開発と低価格化”、そし 
て最後に“ディジタル.アプリケーシヨンの開発と 
普及”です。これらの3つの施策が融合することに 
より、 INS ネットは初期の低迷から脱却し、本格的 
な普及 • 発展期へと向かい始めました。 

| 今日からできるマルチメディア 

INS ネットのサービス提供地域は、1990年(平成2 
年)度から全国展開を行い、現在ではほぼ100%を達 
成しています。 

デイジタル固有のネットワーク機能サービスでは、 
コールウェイティング、通話中転送、三者通話、お 
よび着信転送の4つの機能をもつ「フレックスホン」 
(1989 年〈平成元年〉8月)、 「 INS - P (パヶット通信モ 
ード)」 （1990 牢〈平成2年〉6月）、「グループセキュリ 


多様化*高度化を続けるネットワークサービスを 
支えているのが、ディジタル化の進展と高度インテ 
リジェントネットワークの構築といった、コンピユ 
一夕とネットワークの融合による技術の進化です0 
この技術を基盤として、電話サービスは飛躍的に発 
展してきました。しかし、こうした技術進歩の恩恵 
をフルに享受できるようにするためには、加入者線 
を含めたエンド.エンドでのディジタル通信が必要 
になってきます。これを実現する夢のネットワーク 
サービスが「サービス総合ディジタル網 （ISDN : 
Integrated Services Digital Network ) 」です。 

1988 年(昭和 63 年） 4 月に、 NTT は、世界に先駆 
けて ISDN サービス 「 INS ネット64」の提供を開始し、 
ネットワークサービスに新たな時代を切り開きまし 
た。翌年6月には 「 INS ネット1500」の提供を開始し 
ました。この INS ネットは、1995年（平成7年)10月 
には、チャネル換算で100万チャネルを超えるまで 
に至りました。ほかのサービスと比較しても速い速 
度で拡大しています。 


テイサービス （GSS : Group Security Service)J 
(1992 年〈平成 4 年〉 10 月）など次々と提供し、充実 
を図りました。 

端末機器では、 「 FD トランスファー」や「テレビ会議装 
置」などの種類も充実 、 「DSU (Digital Subscriber’s 
Unit )」 のお買い上げ制の導人 (1990 年〈平成2年〉10 
月）に加え、各種端末の低価格化も進んでいます。 

アプリケーションでは、大手コンビニエンススト 
ア による POS (Point Of Sales ) システムや 通信カラ 
オケなどに採り入れられ、企業あるいは業界そのも 
のを変化させる新たな通信インフラとして、なくて 
はならない存在となっています。 

さらに、世界的なブームを巻き起こしているイン 
ター ネットの接続サービス として、個人 ユーザへの 
拡大の兆しを見せ始めています。 

今後の本格的なマルチメディア社会へと向かう時 
代のなかで、 INS ネットは、最も現実的で有効な手 
段となり、まさしく“今日からできるマルチメデイ 
ア”として大きな発展が期待されています。 
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多彩な新サービスと新商品の提供 


企業情報通信ライン 


ーパケット通信サービス • 専用サービスー 



パケットネットワークセンタのコックピット 


_超高速 • 大容量時代へ 
ーパケット通信サービスー 

パケット通信サービスは、1980年(昭和55年)7月に、交換機 
と端末間を個別のディジタル回線で直結した 「 DDX—P (第1種 
パケット交換サービス)」の開始以来、電話回線から、パケット通 
信が利用できる 「 DDX - TP (第2種バケット交換サービス)」、 
ISDN 回線を利用した 「INS — P (パケット通信モード)」を順次サー 
ビスラインアッブに加え、高品質 • 高信頼性のデータ通信ネット 
ワークとして、リアルタイムオンラインシステムを中心に、さま 
ざまな業種 • 業態に幅広く利用されてぎました。 

その結果、1995年(平成7年)9月末現在では、3サービスの 
利用回線数が60万回線を突破するに至り、その内訳は、 DDX - 
P が約3万5,000回線、 DDX - TP が約42万3.000回線、 INS - 
P が約14万2,000回線となっています。 

企業の情報通信環境において LAN を中心とした分散処理ネッ 
トワーク(いわゆるダウンサイジング)が主流となり、それに伴い、 
バケット通信の特徴を生かした形での高速ネットワークサービス 
が注目されています。 

そこで、1994年(平成6年)11月に、フレームリレーサービス 
「スーパーリレー FR 」（1^ Mbit / s までの高速 • 大容量通信が可 
能)を、さらに1995年(平成7年）9月にはセルリレーサービス 
「スーパーリレー CR 」(6 Mbit / s までの高速 • 大容量通信が可能） 
の提供を開始しました。 

マルチメディア時代へ向けて、インターネットなどコネクション 
レス型通信へのニーズに対応し、ベストエフオート型のフレーム 
リレ _ . セルリレ _ のサービスの提供も検討しています。 



テレビジョン放送を監視する東京テレビジョン中継センタ ( TRC ) 

■ディジタル中心の新しい環境対応へ 
—専用サービス— 

専用サービスは、1906年(明治39年)に東京〜横浜間で音声 
専用回線を提供して以来、データ通信や映像伝送、ラジオ •テ レ 
ビジョン放送の中継など、社会経済活動の発展と通信ニーズの高 
度化 • 多様化に応じて、次々に新しいサービスの開発提供を行っ 
てきました。現在では、「一般専用サービス」を始めとして、「高速 
ディジタル伝送サービス」「映像伝送サービス」「テレビジョン放 
送中継サービス」「衛星通信サービス」「無線専用サービス」の6種 
類のサービスを提供しています。 

特に、1984年(昭和59年）11月の「高速ディジタル伝送サー 
ビス」の開始と、1985年(昭和6〇年 )4 月の NTT の民営化に合わ 
せた回線利用制度の自由化によって、企業内や企業間のディジタ 
ル通信ネットワーク構築の機運が高まり、毎月定額料金で利用で 
きる経済性と、阪神 • 淡路大震災でも注目された高い信頼性をも 
つ専用回線の利用が飛躍的に拡大することとなりました。この結 
果、1995年(平成7年) 9月末時点で、全国約5万社のお客さま 
に1〇0万回線以上が利用されています。 

また、 1993 年 ( 平成 5 年 )10 月に、広帯域 ISDN® - ISDN ) 時 

代の先駆けともなる1 50 Mbit / s の「超高速専用サービス」を提供 
したのに続き、ますます増大していくお客さまのディジタル化指 
向に対応するため、よりフレキシビリティの高い 「 ATM 専用サー 
ビス」の早期提供に向け、目下開発を進めています。 

専用サービスでは、こうしたディジタルメニュー中心のサービ 
ス展開と、既存サービスの、より信頼性•保守性に優れたディジ 
タル通信網への切り替えの推進によって、今後のマルチメディア 
時代の到来に向けたサービス内容の充実を目指しています。 
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“個”の時代、自分だけのホットライン移動通信 

ポケットべルや携帯電話の一大ブームに続く PHS の登場と、「移動通信サービス」は、人と 
電話の“関係”を大きく変貌させました。 


I 小さなホットライン、 

ポケットべルが生み出した若者文化 

「ボケット ベル （無線呼び出しサービス)」は、1958 
年（昭和33年）にアメリカのオハイオ州コロンバス 
で始められた交換手扱い方式の 「ベルボーイ .サー 
ビス」が最初です。 

日本では、10年後の1968年(昭和43年）7月に、自 
動ダイヤル交換方式の サー ビスを700台で開始しま 
した。いまや NTT 移動通信網㈱ （NTT DoCoMo) 
グループのもの だけで も 約630万台 (1995 年〈平成7 
年〉12月末現在)に達するという大変な普及ぶりです。 

初期のポケットベルは、ビジネスシーンを中心に 
活用され、受信オ ン リーの ワン ウェイ ツールで ある 
ことから、“サラリーマンをつなぐ電波の鎖”などと 
揶揄された時代もありました。 

ところが、自由文表示タイプの販売 （1991 年〈平 
成3年〉2月）を始めとする技術の進歩や、折からの 
パーソナル化の風潮と相まって、需要は若者たちの 
間に広がり、彼ら独自の“ポケットベル•コミユニ 
ケーシヨン”という現象を生み出しました。 

伝言ダイヤルやダイヤル Q 2 とともに巻き起こっ 





いろいろな種類のそろつたポケットベル 


た、こうした通信 コミュニケーションの 新しい ムー 
ブメントは、電話中心の社会からマルチメディア時 
代へ変わろうとする過渡期の象徴的な事象といえま 
す。 

I ビジネスシーンに似合う携帯電話 

自動車電話が走り出したのは、1979年(昭和54年） 
12月。1985年(昭和60年)9月には 「ショル ダー ホン」、 
1987年(昭和62年)4月には、さらに小型 • 軽量化し 
た「携帯電話」が登場しました。1988年(昭和63年） 
から1989年(平成元年)にかけ、携帯電話の市場には 
競合各社が相次いで参入し、激しV、技術革新競争と 
価格競争が始まりました。 

このような状況の変化と市場の拡大に対応して、 
1991年(平成3年）4月、“世界最小_最軽量”を目指 
した携帯電話 rmovaj が誕生しました。 

移動通信サービスの歴史は、小型軽量化、低価格 
化、エリア拡大の歴史です。その激しい競争が新し 
い 商品を生み出し、市場の パイを 広げ、携帯電話は 
ステータスシンボルであるかのような、一部の人の 
持ち物と いうかつてのイメージ は完全に払拭されま 
した。 

NTT は1992年（平成4年）7月に、移動体通信事 
業本部を NTT 移動通信網(株）として分離独立。移 
動通信市場は一気に爆発的活性化をみることになり 
ました。 

NTT DoCoMo の CF 「課長-島耕作シリーズ」は、 
“ビジネスシーンに携帯電話”という時代性を如実に 
物語っています。 

1994年(平成6年）4月、携帯電話端末の販売自由 


■ボケットベル契約数の推移 

NCC 系 
NTT 

— NCC 系シェア 



[ 注 ] NTT DoCoMo 資料より作成 
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谁里，白釙宙 — i 壬劫的物の拋玫 
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左から、携帯電話 mova (4 機種)、携帯電話、ショルダーホン 

化の波が低価格化と相乗効果をもたらし、携帯電話 
の爆発的な需要を引き起こし、そのマーケットの伸 
びは、ついに固定電話（加入電話）の年間販売数を 
超えるまでになりました。 

I マルチメディア対応の 
“持ち歩く公衆電話、 PHS ” 

民営化後10年という一つの時代を経て、第2 ス 
テップに足を踏み入れた1995年(平成7年)、移動通 
信 サービス の世界に画期的な新 システム が登場しま 
した。それは、簡易型携帯電話 （PHS : Personal 
Handy phone system ) です。 

PHS は、 コードレス 電話の進化型といえ、家庭でも 
外出先でもオフィスでも使えます。簡便な無線基地 
局（アンテナ）設備ですむため、携帯電話と比べて通 
話料が安く、しかもディジタル方式であり、来るベ 
き マルチメディ ア時代にも携帯用 端末機 器として対 


応できるハンデイホンです。 

そのシステム概要は携帯電話とは若干異なり、電 
話回線と無線基地局を結び、送受信するというシス 
テムです。無線基地局からの電波が届く範囲が半径 
100〜300 m と限られ、高速で移動する時には使え 
ないという制約もありますが、従来の携帯電話より 
小型 • 軽量で、ディジタル方式だから音質もクリア 
です。 

郵政省「簡易携帯電話システム実用化実験研究会」 
が試算した PHS の需要予測は、2010年には約3,800 
万台となり、実に国民の3人に1人が PHS を所有 
する計算になります。同時期の携帯 • 自動車電話の 
需要予測は、 「マルチメディア 移動体通信に関する 
調査研究会」の試算によると約3,400万台。 PHS は21 
世紀には パーソナルコミユニケーシヨンの主役の座 
に着くだろうとみられているのです。 

移動通信サービスは、民営化後10年で飛躍的な成 
長を 遂げました。しかし、 PHS 、 携帯 • 自動車電話 
合わせて約7,200万台 (2010 年を予測）という市場規 
模の大きさからみれば、 PHS は1995年（平成7年） 
10月末現在で約35万台と、スタート地点に立った 
ばかり。競争を糧として移動通信サービスは、マル 
チメディア時代と技術革新のなかで大きく花開こう 
としています。 



家庭でも外出先でもオフィスでも使える PHS 


■移動通信の将来市場予測 

_| 携帯*自動車電話 
PHS 
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街角の情報ターミナル「公衆電話』 

赤電話との別れ、カード化の完了、マルチメディア時代に対応したディジタル公衆電話 
の登場と、100年にわたる公衆電話は、時代を画す転換期を迎えています。 


I 通話の扉を開くカギ、「テレホンカード」 

いまや年間発行枚数4億枚といわれる“革命的ヒ 
ット商品”「テレホンカード」。その誕生は、1982年 
(昭和57年)の100円公衆電話の“つり銭問題”がき っ 
かけでした。 

1972年(昭和47年)12月に、長電話や長距離通話を 
する場合に“10円硬貨だけでは不便”という利用者の 
声にこたえて100円砚货も使える黄電話を設置しまし 
た。ところが、今度は“つり銭が出ない”という苦情が 
多く、解決策としてテレホンカードカ澄場しました。 

欧米では、既に1980年(昭和55年)ごろからカード 
化が始まっていました〇日本のつり銭問題とは違い、 
硬貨盗難対策として、 1 C カード方式のテレホンカード 
やクレジットカードが、導入されたとレ、われています。 

しかし、これらの方式には、あらかじめ利用者と 
電話会社との間でクレジット契約を結ばなければな 
らないという煩雑さがあり、経済性という而でも問 
題がありました。日本でのテレホンカード導入に当 
たっては、独自の磁気記録式プリペイドカード方式 
を採用することにしました。テレホンカードは設定 
度数が残っている間はいつまででも使え、しかも使 
い捨て。きわめて経済的で、優れたアイデアのなか 
から生まれた商品です。 

開発に当たっては、利用者の使いやすさ、機械の 
故障対策などあらゆる角度から検討され、当時とし 
ては画期的な開発技術を多く採り入れています。 

さらに、カード専用機でいくか、コインとの併用 
機とするかでも議論があり、最終的にはお客さまの 
利便01を考慮し、併用機でのスタートとなりました。 

| ヒットはタイムリーな企画と全社員の販売参加 

テレホンカードが“革命的ヒット商品”となった 
背景には、カード社会を先取りしたその商品性に 
加え、テレホンカードを増収施策の柱としてその 
販売を通じ、民営化後の“お客さま第一”という意 
識の定着化を狙いとして、全社員が一丸となって 
取り組んだことです。 

テレホンカードの処女作品は、1982年(昭和57年) 
に岡本太郎氏（芸術家 • 故人）デサインの数字を模 



■この10年の代表的なテレホンカード 


タイトル 

発行年月日 

新会社発足記念 

1985. 

4. 

1 

TOKYO サミット 

86. 

4. 

1 

锟話事業100年記念カード 「 CONVERSATION 」 

87. 

5. 

19 

靑面トンネル開通記念 

88. 

4. 

20 

パンダ「ユウユウ」(甘えんぼう) 

89. 

1. 

19 

横浜べイブリッジ 

90. 

Z 

16 

胡蝶蘭 

91. 

2. 

15 

ちびまる子ちやん（バカンス） 

92. 

6 


J リーグ 

93. 

2 


閲西国際空港シリーズ 

94. 

5 



様化した「遊ぶ字」シリーズの標準タイプ4種類で、 
その後、「タキシードサム」「二人のヤングギャル」 
「子供と風景」「女の顔」「猫」「浮世絵」などのイラス 
卜入りテレホンカードを次々と発売しました。 

また、地方版テレホンカードの第1号として、 
1983年(昭和58年）9月に、「大阪城築城400年まつり」 
のテレホンカードを発行し、その後、地方の行事、 
祭り、街、名所、歴史などバラエティーに富んだ デ 
ザインのものを企画しています。1990年(平成2年） 
7月 に発売された「ちびまる子シリーズ」4種類は、 
発行数1，000万枚を超える大ヒットとなりました。 

さらに、自分でメッセージが書き込める「ホワイ 
トテレホンカード」も1985年(昭和60年）6月から販 
売しています0これは、テレホンカードの表面に 
油性ペンでメッセージが書けるもので、誕生日や 
成人式などにお祝いの言葉を添えてプレゼントし 
たり、サイン会などでも使われています。 

このほか、1984年（昭和59年）7月には個人や企 
業などが自由にデザインできる「デサインテレホン 
カード」の販売を開始しました。このテレホンカー 















多彩な新サービスと新商品の提供 


ドには、あらかじめ印刷されたデザインの上に、文 
字や図案、写真を刷り込むことのできる「モデルデ 
ザインカード」と、まったく自由にデザインできる 
「フリーデザインカード」の2種類があります。 

また、写真などを1枚から印刷できる 「 TCP 力一 
ド」 が1987年(昭和62年）4月、あらかじめ通話先電 
話番号を登録できる「オートダイヤルカード」が1988 
年(昭和63年)11月、同様の「フリーダイヤル」も1989 
年(平成元年) 4月から販売を開始しました。 

一方、1989年(平成元年）ごろから変造カード事件 
が相次ぎ、電話機の改造など、変造カード対策を行 
ってきました。そして、変造カードによる被害をよ 
り少なくするため、1992年 W 成4年）1月4日から 
高額テレホンカード (3, 000円券、5,000円券)の販売 
を停止しました。 

| 公衆電話の“緑色革命” 

公衆電話が、赤から緑に替わっていったその道程 
は、一方で公衆電話事業の努力の道でもありました。 

電電公社から民問会社へ。競争原理が導入され 
NTT の各事業それぞれの収支が厳しく問われるこ 
ととなりました。 

民営化1年後の公衆電話事業の年間事業収入は 
約2,000億円、年間経費約2,400億円、差し引き約400 
億円の赤字という状況でした。その主な原因の一つ 
が、利用率が低く採算の合わない公衆電話が約14万 
台（全体の15%)もあったことです。その大部分が 

國公衆電話のカード化率の推移 


% 




カード式公衆電話機 


委託公衆電話である“赤電話”でした。 

公衆電話受託者に対し、設置環境の整備などの 
コンサルティングを行うとともに、低利用場所から 
高利用場 ifr への移転などをお願いしてきました。 

また、高利用が見込める場所には、緑色のカー 
ド式公衆電話機に替えるとともに、キャビネットに 
収容し24時間利用できるようにしたり、迅速な故障 
修理によるお客さまサービスの向上と、作業の効率 
化を図るための遠隔監视システムを導入するなど改 
善努力を続けてきました。しかし、こうした企業努 
力にもかかわらず、収支の改善はなかなか進みませ 
んでした。それは、公衆電話料金のなかに、加人 
電話で支払われているような基本料や機器使用料 
に相当する費用が、見込まれないままきたからです。 
これが構造的な赤字を抱える要因となっていまし 
た。 

1969年（昭和44年）から20年以上にわたって据え 
置かれてきた3分10円（市内通話）という公衆電話 
の区域内通話料が、1993年（平成5年）10月に、90 
秒10円（さらに半年後1分10円 ） に改定され、一方 
で、 160 km を超える地域への通話料を値下げするな 
ど、通話料の バランスの 改善も同時に実施しました。 

| 使いやすい、やさしい公衆電話 

NTT は、公衆電話を利用する方の条件がさまざ 
まであることから、使用する時の障壁（バリア）を、 
①日本語を読めない方がいる、利用手順を理解で 
きない方がいる②利用層は小学校の低学年から高 
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ディジタル公衆電話機から携帯情報端末を利用し、 
情報のやりとりができる 


すいよつ にダイヤ ルの 「5」 の 上にポッチ（突起）を 
付けています。また、テレホンカードの短辺に切り 
込みを入れて、挿入方向や金額の識別をしやすくし 
ています。玎の不自由な方には、音量調整が可能な 
受話器に変更しています。 

| 新しい公衆電話の利用文化の創造 

昨今、公衆電話は、新しい競争に遭遇していま 
す。特に携帯電話や簡易型携帯電話 (PHS : Personal 
Handy phone System) など他メディアとの競争です〇 
1900年（明治33年）以来100年問、アウトドアのパー 
ソナルな通信手段として高い利便性を誇ってきた公 
衆電話も、加人電話の充 M と新 U 、通話手段の登場 
で、お客さまの通話手段の選択範囲が広がろうとし 
ています。さらに今後のマルチメディア社会におい 
ては、携帯情報端末の普及とともに、屋外において 
も、単に電話だけではなく、手軽にデータや画像な 
どを送りたいといったニーズが一層高まってくるこ 
とが想定されます。 

このような社会のトレンドを先取りし、1990年 
(平成2年）3月、利便性を向上させた多彩な機能を 
搭載し、データ通信や画像通信など他メディアとの 
接続による新しい利用を可能としたサービス総合デ 
イシ、タル網 （ISDN : Integrated Services Digital 
Network) 対応の「ディジタル公衆電話機」を開発、 
設置しました。 

全国の導入台数は、1994年(平成6年)度末で3万 
5,500台(総設置台数の約4.4%)であり、今後一層積 
極的に既設公衆電話機との取り換えや、増設を進め 
ていく ことと しています。 

社会とともに歩んできた街角の情報ターミナル「公 
衆電話」は、ほかのメディアとの“競争と協調”のなか 
で、新たな利用文化を創造していこうとしています。 



■公衆電話機のバリアフリーへの歩み 

年 公衆電話機での取り組み内容 

1900 日本で最初の公衆馄話サービス開始 

75 手動車椅子用公衆锟話ボックスを溥入 
プッシュ式公衆電話機を導入 

78 「めいりょう」の公衆電話機を導入 

82 テレホンカードとカー ド式公衆祗話機(緑色)を導入 
コインの投入口を2力所から1力所へ改 
ダイヤル数字の5にポッチ(突起)を採用 

85 テレホンカードに切り込みを採用 

86 ダイヤルボタンの大きさ.問隔.形を改善 

87 テレホンカード返却時の音声ガイダンスやカード返却音を稃入 
低スタンドと低キャビネットを導入 

88 点字でテレホンカードと硬貨の投入口を表示 

91 ディジタル公衆锟話機（グレー）に「めいりょう」と外部端子を装備 

93 電動車椅子用公衆電話ボックスを導入 

齢者 までと 幅が広しゝ③車椅子を使用している方がい 
る④視覚の不自由な方がいる⑤聴觉の不自由な方が 
V 、る⑥手の不_由な方が V 、る⑦言葉の不自由な方が 
いる、などと想定し、より使いやすい、やさしい公衆 
電話機を目指して各種の改善に取り組んでいます。 
たとえば、目の不自由な方に対して、利用しや 

COLUMN 

「赤電話」が消えた 

1953年(昭和28年）に登場して以来、公衆電話 
の代名詞のように親しまれてきた赤電話がその役 
目を終え、去っていきます 

今日の公衆頌話時代を開くきっかけとなったの 
は、1952年(昭和27年) 2月から実施された「委託 
公衆電話」の制度です。商店などの店先に電話を 
置かせてもらい、街行く人々が気軽に便利に利用 
できるようにしようという発想でした。ただし、 

当初は普通の黒色の電話機を利用していました, 

これでは目立たないうえに、個人所有の電話と 
思われてしまうので、1953年(昭和28年){雄い 
ペンキを塗って人3を引きましたこれが赤電話 
の始まりです。 

この時、公衆電話の区域内通話料が初めて101リ 
単位となり、この年から発行された10円硬貨が公 
衆電話に欠かせないものになりました。 

“戦後、出現したものの中で、最大の傑作は赤電 
話だ”とは大宅壮一氏(評論家•故人)の言葉です。 

時代は過ぎて、いまは力ード企盛。公衆電話も 
主役は テレホンカードが 使える緑、 グレーの 公衆 
電話に移り、「赤電話」の歴史は嵇を閉じました 



公衆電話として親しまれてきた赤電話 


^ T ロー T * 
耳01=1目目辂目.倚 
4 耳車 




多彩な新サービスと新商品の提供 


水•陸•空の公衆罨話 


■まず、列車公衆電話からスタート 

この時代"動く電話”の人気の焦点は、携 
帯電話と PHS に集中しています。 

しかし、日本の移動通信サービスで最も 
歴史が古く、長い間主役の座にあり、ます 
ます利用されているのが、列車公衆電話サ 
-ビス。1957年(昭和32年)に近鉄特急で、 
1960年(昭和35年)には、東海道在来線の 
特急で開始しました。新幹線の列車公衆電 
話は、東海道新幹線開通の翌年、1965年 
( B 召和40年)からスタートしました。その後、 
1972年(昭和47年)に山陽新幹線が岡山ま 


線が1991年(平成3年) 6月からです。 



航空機公衆電話機 


一•サービス)として開始しました。1958 
年(昭和33年）には、瀬戸内海などで沿岸 
航行中の船を対象に沿岸電話（コースタ 
ル•サービス）を開始し、その翌年 （1959 
年〈昭和34年〉)に、これらを統合して船舶 
電話としました。一般乗船客のための船舶 
公衆電話もこの時から開始しました。 

■高度約5,000 m の公衆電話 

水•陸 • 空の公衆電話で最も新顔は、航 
空機公衆電話サービスです。1986年(昭 
和61年) 5月から開始しました。 

日本航空、全日本空輸、日本エアシステ 
ムの国内線大型ジェット旅客機に設置 


(177 機、219台、1995年〈平成7年>3月末)している航空機公 
衆電話機は、発信だけのカード専用公衆電話機で、航空機の離陸 
後、シートべルト着用ランプが消えたあと利用できます。 

かけた電話は、航空機の胴体下についたアンテナから地上にあ 
る無線基地局に向けて発信されます。 

航空機公衆電話は発信専用とし、イタズラ電話などにより航空 
機の正常な運航を妨げられることのないよう、着信ができないよ 
うにしてあります。 

また、カード専用機としたのは、重量が約 3.3 kg と、硬貨併用 
機の約 20 kg に比べ軽量なためです。 

なお、船舶公衆電話と航空機公衆電話は 、 NTT DoCoMo がサ 
ービス提供をしています。 


で、1975年(昭和50年)には博多まで開通 

し、列車公衆電話もそれぞれ同時にサービスを開始しています。 

東北 • 上越新幹線で列車公衆電話サービスを開始したのは、 
1982年(昭和57年) 6月の東北新幹線、同年11月の上越新幹線 
の開通と同時です。 

ところで、走行中の新幹線の列車公衆電話が受ける通話の年間 
回数 （1994 年〈平成6年〉度)は、東海道 • 山陽新幹線では約37 
万回に達し、東北•上越新幹線でも約5万回あります。 

新幹線の列車公衆電話機がコイン式からカード式になつたのは、 
東海道 • 山陽新幹線が1989年(平成元年) 3月、東北 • 上越新幹 


次に古いのが船舶公衆電話サービス。1953年(昭和28年）に 
東京湾、駿河湾、伊勢湾などの港湾内の船を対象に港湾電話(八ーバ 


•列車公衆電話の仕組み 
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〔注〕船舶公衆電話については、1996年（平成8年）から通信衛星 「 N - STAR 」 を介した接続に順次切り替わっていきます。 
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telecom 


ncc 3 社そろって市外電話サービスを開始 



すべて力ード式となった fNTTj の公衆電話 





日本高速通信 


日本高速通 fe 日# 


高速道路のサービスエリアなどに設置された 
「日本高速通信」の公衆電話 










































公正競争市場の整備 



公正競争促進施策の推進一 NCC の参入と市場育成一 34 
織烈な価格競争、累計 1 兆 1,000 億円の料金値下げ 38 
料金リバランスの実現 40 



駅構内などに設置された 
「日本テレコム」の公衆電話 

















公正競争促進施策の推進- NCC の参入と市場育成 ■ 

1985年(昭和60年)4月、電気通信事業法が施行され、電気通信事業の分野にも新規参 
入の道が開かれました。 


| 競争の促進と NTT の役割 

民営化に伴う競争時代の幕開け。それは、 NTT 
にとっては、一般的な意味での“競争原理の導入”に 
加え、“競争促進のための土俵づくり=市場育成”を 
も意味していました。以来、今日まで公正競争促進 
のための諸条件の整備は、 NTT に課せられた重要 
な役割となっています。 

『日本電信電話株式会社法第2条』では、民営化後 
の NTT に対し「役務のあまねく日本全国における安 
定的な供給の確保」などを通し、「日本の電気通信の 
創意ある向上発展に寄与し、もって公共の福祉の増 
進に資する」ことを求めています。 

フラッグキャリア（国を代表する電気通信事業者） 
としての公共性を維持しつつ、公正競争市場の育成 
を推進する2つの命題を抱えながら、 NTT の“市場 
開放”は進められました。 

具体的にいえば、『電気通信事業法』に定める第 
1種電気通信事業者(電気通信回線設備を設置して 
電気通信役務を提供する事業者)、および第2種電 
気通信事業者(第1種事業者の設備を利用して電気 


通信役務を提供する事業者)の要望に対し、 NTT は 
保有する通信回線との接続または共用に応じ、高品 
質の接続形態を提供することになったわけです。 

| ncc ® 参人 

新規参入事業者 (NCC : New Common Carrier ) の 
参入は、まず採算性の高い長距離通信分野で始まり 
ました。 

光ファイバケーブル または マイクロウェーブを基 
幹設備とする地上系では、第二電電 ㈱ （ DDI / 京セ 
ラ系)、日本テレコム(株) ( JT / JR 系)、日本高速通信 
㈱ ( TWJ / トヨタ、日本道路公団系)の3社が、ま 
た通信衛星を基幹設備とする衛星系としては、日本 
通信衛星(株)（現(株)日本サテ ライ トシステムズ）、 宇 
宙通信 ㈱ )の2社が名乗りを上げ、いずれも1985年 
(昭和60年）6月に第1種電気通信事業者としての 
事業許可を得ました。 

NCC のうち地上系の3社は、 NTT と相互接続協 
定を結び、1986年(昭和61年）8月から相次いで企 
業向けの専用サービスを、翌1987年（昭和62年）9 
月からは市外電話サービスを開始しました。 


■電話市場競争の進展状況(逋話回数、発着信合計) 

•東京都、大阪府、愛知県相互の都府県間通話 



NTT 

NCC 

1989 

4.2 億回（61%) 

2.7 億回(39%) 

90 

3.9 億回（54%) 

3.2 億回(46%) 

91 

3.5® 回(49%) 

3.7 億回(51%) 

92 

3.3 億回(46%) 

3.9 億回（54%) 

93 

3.4 億回(46%) 

4.1 億回(54%) 

94 

3.7 億回(46%) 

4.4 億回(54%) 


年度 
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各社とも電話がよく使われる東京 • 名古屋 • 大阪 
地域からサービスを始め、順次、ネットワークの全 
国展開を急ぎました。 

NCC 各社は、 NTT の長距離料金に対し、25%以 
上も安い料金を設定し、価格競争という戦略でシェ 
アの拡大を狙いました。競争市場の育成を図りなが 
ら、 NTT もこれに対抗し、厳しい経営環境のなか 
でいくどとなく値下げを実施、シェア防衛に懸命の 
努力を傾けました。 

|公正競争促進に関する NTT の取り組み 

1985年(昭和60年)4月1日の日本電信電話株式会 
社法実施時から、その附則第2条には、「政府は会 
社成立後5年以内に電気通信市場の変化等を勘案し 
て会社の在り方について検討を加え、必要な措置を 
講ずる」という趣旨が定められていました。これに 
基づき郵政省は、1990年(平成2年）3月、「講ずる 
措置」を発表し、 NCC の参入や料金の低下など市場 
競争の成果を評価しつつも、サービスの多様化や デイ 
ジタル化の遅れなどを指摘し、今後、公正競争条件の 
整備、 NTT の経営の向上などを図る必要がある、と 
の認識を示しました。 


特に、 NTT に対し、事業部制の徹底、接続の円 
滑化、ネットワークのオープン性の確保など14項 
目を挙げ、その促進を強く求めました。 

一方、 NTT は民営化以降、公正競争促進に向け 
て鋭意取り組んできました。同年1月には、「公正 
市場対策室」を設置するとともに、副社長を委員長 
とする「公正市場対策委員会」、社外有識者による 
「公正市場懇談会」を設けるなど、公正競争の一層の 
促進のための施策の策定や検討を重ね、翌1991年 
(平成3年）2月に『公正競争に関する NTT の基本的 
考え方および行動指針』を制定しました。 

その中核となる施策は、（ふ)ネットワ^ークの才^ープ 
ン化などによる「公平な接続の確保」②事業部制の徹 
底、収支状況の開示などによる「事業活動の透明性 
の確保」③プライ パシーの 保護など「情報の適正な管 
理」④ネットワーク情報.技術情報など公正競争上 
必要な「情報の開示」⑤諸施策実施の際の適正な対価 
の要求など「上場企業としての責務の履行」、の5点 
に集約されます。 

| 支援•育成から対等競争へ、新たなルール整備 

この間にも、電気通信事業分野における競争市場 


•全県間通話 



NTT 

NCC 

1989 

11 6.9 億回（90%) 

12.4億回 
(10%) 

90 

1 14.6 億回 (84%) 

2 1.6 億回 
(16%) 

91 

109.6億回(78%) 

31.5億回 
(22%) 

92 

105.8億回(73%) 

38.7 億回 
(27%) 

93 

107.3億回（71%) 

44.0 億回 
(29%) 

94 

年度 

112.4億回（69%) 

51.1 億回 
(31%) 



の成熟は確実に進展しました。 

1つは、長距離系 NCC の全国展開の完了です0 
DDL JT の2社は、順次ネットワークを全国に拡 
大し、サービス開始後わずか5年という期間で、全 
国を営業エリアにできる見通しとなりました。 

2つ目は、 NCC のシェア拡大とそれに基づく経 
営の安定です 。 DDL JT の2社は、低料金を武器 
に年々シェアを拡大して収益性を高め、1988年(昭 
和63年)度には早くも単年度黒字化、翌1989年(平 
成元年)度に累積損失を一掃して、早晩配当も可能 
な状況となってきました。 

競争の着実な進展により、長距離系電話市場の分 
野では、1991年(平成3年)〜1992年(平成4年)ごろ 
を境に、 NTT が NCC を支援•育成す るフェーズ I 
の段階から、対等な競争条件で競い合うフェーズ n 
の段階に入ってきたといえます。 

このような競争の質的変化を背景に、1991年(平 
成3年）8月の郵政省方針に基づき、 NTT は長距離 
系 NCC 3 社と協議のうえ、各ネットワーク間の接 
続条件につレ、て競争の枠組みを整现し、競争環境の 
整備に努めました。 

実施した順に列挙すると、次のようになります。 

① NCC を利用する際の ID (加人者識別情報)登録エ 
事料のお客さま負担を無料化する「オール ID 化」 
(1993 年〈平成5年〉7月〜) 

② 料金の低廉化、多様化を促進するとともに、料金 
をユーザに分かりやすくするため、エンド利用者か 
らェンド利用者までの距離により、通話料を電気通 
信事業者が自由に設定できる「エンド•エンド料金 


制度の導入」 （1993 年〈平成5年〉11月〜） 

③ 従来は、 NTT だけが負担してきた地域通信部門 
の赤字分や相互接続にかかわる費用を、 NCC にも 
適正に負担してもらうための「新しい事業者間接続 
料金制度の導入」 (1994 年〈平成6年〉4月〜） 

④ 足回り部分の料金負担を下げるため、 NCC が行 
っていた同一県複数相互接続点 (POI : Point Of 
Interface ) 設置を、 NTT と競争条件を同じくするた 
めの「原則1県1 POIJ (1994 年〈平成6年〉4月〜） 

公正競争を促進するための方策を実施する一方、 
NTT は、競争の新しい枠組みに対応したマーケテ 
イング戦略を実行に移しました。それは、大幅値下 
げによる 「 NTT 料金の NCC へのキャッチアップ」 
(1993 年〈平成5年〉10月）であり、テレワイズ、テレ 
ゴングなどの「新しいサービス.割引料金の提供」 
(1993年〈平成5年〉11月〜）でした。 

これらの施策が、 V 、ずれも1993年(平成5年)10〜 
11月にほぼ連動する形で打ち出されたことは 、 NTT 
が単なる料金値下げ競争から脱却し、事業者間競争 
が、“料金競争”から“本格的なサービス競争”に転換し 
ていこうとする姿勢を内外に示すことになりました。 

_ネットワークのオープン化 

1995年（平成7年）に、児島社長は年頭挨拶で、 
「ネットワークのオープン化」に関し次のように述 
ベています。「我々のネットワークが、やはり全国 
的な新しい意味で基本のサービスだと思います。そ 
のネットワークをみなさんで使ってもらうというこ 
とは、非常に大事だと思います。（中略)相互接続は、 


隱エンド•エンドネ'斗金 


P 0 I 


POI 



〈足し算料金〉 

お客さまの負担 


〈エンド•エンド料金〉 
お客さまの負担 = 


NTT 足回り料金⑴ 


5 "¢ 


NCC 中継料金 




於 


NTT 足回り料金 (2) 


NCC 料金 
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■アクセス系のオープン化 



お互いの理解を含め、ユーザに喜びをもたらし、あ 
るいは利益をもたらしていくために絶対欠くことの 
できないものであり、ネットワークのオープン化は 
不可欠の課題というふうに心得ていただきたいと思 
います。」 

そして、同年2月に、ネットワークのオープン化に 
ついての基本的考え方を明らかにしました。 

ネットワークのオープン化とは、 NCC などの事業者 
が NTT の通信ネットワークと接続、または利用する 
場合の条件を明確化し、同じ条件でどの事業者も利 
用できるようにしていくことをいいます。 

高度なユーザ端末同士、あるいは端末と情報提供 
者を的確に接続できるネットワークを提供すると同 
時に、 ローカル 分野を含めた電気通信事業分野での 
全面競争ができる環境をつくろうとするもので、よ 
り一層公正な相互接続条件の整備が必要となりま 
す。 

ネットワークのオープン化により、 CATV 電話、 
PHS などのようなアクセス系ネットワークとの相 
互接続 、 NCC の VPN(Virtual Private Network : 
仮想専用網)、着信課金サービスなど高度電話サー 
ビスの相互乗り入れのほか、さまざまな事業者か 
ら各種の接続要望が出てくることが予想されます 
が、“原則としてすべての接続要望に応ずる”とい 
うのが NTT の基本的な考えです。 


| マルチメディア時代に向けて 

NTT は、1994年(平成6年)12月に、従来の公正 
市場対策室を相互接続推進室に名称を変更するとと 
もに、1995年(平成7年）3月には『接続協議の手順 
等の明確化に関する具体的措置について』を発表し、 
円滑な相互接続に向け、各事業者との接続協議の手 
順や接続費用設定の基準などのルールを明確にしま 
した。4月には、個別項目 ( CATV 電話との相互接 
続、 PHS との相互接続など13項目）ごとに オープン 
化 プログラム も発表しました。 

また、同年8月には、相互接続に関する期間の短 
縮などを追加するなど、他事業者からの改善要望に 
も十分配慮したルールづくりに努めました。 

さらに、同年9月には、“アクセス系のオープン 
化”として「市内交換機接続」「加入者回線接続」によ 
る接続点の拡人を明らかにしました。これはローカ 
ル分野を含めた、電気通信市場全体における競争を 

促進させることが、 マルチ メディア時代に向けての 
電気通信産業、経済全体、そして何よりもお客さま 
の利益になるとの考えに基づき公表されたものです。 

このように、“ネットワークのオープン化”によつ 
て、電気通信事業の市場はより間かれたものとなり、 
マルチメディア社会の実現に向けてさまざまな事業 
者が、公正な条件のもとで競い合う時代になろうと 
しています。 































熾烈な価格親争、累計1兆1，000億円の料金値下げ 

急成長する NCC との価格競争により、厳しい財務状況のなかで「価格とサービスのさら 
なる改善」を図ってきました。 


| 価格競争の幕開け 

1985年(昭和60年)4月1日の『電気通信事業法』の 
施行により、新規参入事業者 ( NCC : New Common 
Carrier ) が相次いで参入しました。 

1986年(昭和61年）8月から11月にかけて専用サー 
ビス 分野で、 1987年(昭和62年）9月から市外電話サ 
ービス分野で、日本テレコム(株)、第二電電(株)、日 
本高速通信(株)の3社がサービスを開始しました。 

NTT と NCC 3社との専用サービスおよび市外電 
話サービス分野の相互接続の形態は、相互接続点 
(POI : Point Of Interface ) を介して、それぞれの 
専用回線、電話網が接続され、 NCC は、 POI 間の 
中継部分のサービスを提供し、 NTT は POI から端 
末までの足回り部分のサービスを提供することにな 
りました。 

NCC は、まず通話利用の多い東京•名宙屋•大 
阪を結ぶ長距離区間と、高密度の関東エリアで NTT 
より約25%低い料金設定でサービスを開始しました。 

| 連年の値下げ実施 

1986年(昭和61年）7月に、 NTT は、民営化初年 
度の好決算のユーザ還元として、「土曜日割31制度」 
を新設しました。これは土曜日の昼間の 60 km を超 


える通話について、日曜•祝日と同様に平日の約 
40%引きとするものでした。 

遠距離通話料の値下げは、 NCC が市外電話サー 
ビスを開始した1987年(昭和62年）度が最初で、そ 
の後もほぼ每年度実施し、1989年(平成元年）2月に 
は近距離通話料を、1991年(平成3年）3月には近 • 
中距離通話料も値下げを実施しました。 

この間、1990年(平成2年）3月からは「深夜割引 
の拡大」も併せて実施しました。 

相次ぐ通話料の値下げは、 NTT の財務状況を急 
激に逼迫させましたが、 NCC との料金格差を少し 
でも縮めなければ競争にならなかったため、その時 
点における財務状況の許す限りの値下げを実施しま 
した。 

しかし、 NCC 3 社も NTT に合わせて値下げを実 
施し、常に約2割安い料金格差を維持してきたため、 
シェアの低下は避けられませんでした。 

1993年(平成5年)に発表された「通話量による利 
用状況調査」（郵政省）によると、1991年（平成3年） 
度に50%を割った東京都 • 大阪府 • 愛知県相互の都 
府県間通話の NTT シヱアは、1992年（平成4年）度 
には45.6%とさらに低下し、県間通話全体でも 
NTT のシェア低下には歯止めがかからず、73.2% 
と前年度より 4.4 ポイントも低下していました。 


■民営化後の料金値下げ 


1985 86 87 88 89 90 92 

(▲60) ( A 560) ( Al ,530) ( A 2,790) U 4，190) ( A 6,49 0) (17,690) 

c:n_iS’、 500 . 

< A 60> 〇土曜日料金の ▲ 97(> 

値下げ 〈 MOO 〉 


〇遠距離値下げ 〈 woo 〉 
〇離島通話料改善く AlOO 〉 
〇専用線 ai 70> 


〇遠距離値下げ〈灰ら〇〇〉 
〇近距離値下げ 〈woo 
〇離島通話料改善〈▲数億円〉 • 
〇専用線 (1989.5) < A 180> 
〇その他 〈 AlSO 〉 


▲1，400 


▲2,300 


93 95(上半期)年度 

(▲10,480) (A 10,965) 


0 


-5.000 


〇遠距離値下げ ( UK ): 
〇深夜割引拡大 UK )〉 
〇ポケットベル<▲100〉 

▲:年間に直した場合の値下げ額 〇付加機能使用料< A 100) 


▲ 1，200 

〇遠距離値下げ U 1， 200> 

〇中遠距離値下げ ( M , 200〉 


() 内は民営化以降の累計 〇専用線く▲】(>« 

〈〉内は当該年度の値下げ額の内訳 


〇近距離値下げ A 200 a ^790 

〇深夜割引拡大く ▲1«〇> ’ 

l：']iVV A 200) 

〇ポケットベルく A 50 

〇祺用線 U 150 


值円 

- 10.000 

▲485 

0 専_線 〈 A 485 


※1990年（平成2年）度の泡勅屯€話の料金値ドげ額には 
1991年（平成3年)度実施の通;!？;•料侦ドげ分を含む 


〇市外通話料値下げ〈幻フ〇〇 ' 
〇焊用線 〈 MO : 

























公正競争市場の整備 


■ NTT の売上高 • 経常利益の推移 


売上高 経常利益 



| 料金キャッチアップへ 

1993年（平成5年）10月に、 NTT は、 30 km を超 
える市外通話料を、 NCC 3 社とほぼ同じ水準にま 
で値下げを実施しました。 

① 30 km を超える全距離段階 • 全時間帯で値下げ 

② 30 km を超える距離段階を6段階から4段階に統合 

③ 深夜 • 早朝の割引率を拡大 

以上を内容とするもので、年間値下げ額は2,700 
億円、1加入当たりの負担軽減額も4,400円に上る 
という過去最大のものです。 

NTT は市夕 V 電話の競争がスタートしてから7年に 
して、ようやく料金面で先行する NCC への“キヤッ 


■ダイヤル通話料の推移 


NTT JOU 

330 

300 

( A 25%) 280 

(▲17%); (▲觸 


NCC 


300 


240 

(▲14%) 


240 : 

200 



200 

180 

200 

(▲16%); 

180 

: ( A 10%) : 

170 
i ( A 6%) 



100 


1987 

88 

89 

90 

91 

92 92 

9393年 

9 

2 

2 

3 

3 

4 6 

1011月 
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[注い遠距離区分の平 II S 間の3分間料金を適用 

•遠距離(分 NTT 320 km 超、1991年(平成3年）3月から 160 km 超 
NCC 340 km 超、1991年(平成3年）3月から 170 kra « 

* 1993 年（平成5年）11月からの NCC 料金はエンド•エンド料金 
それ以前の NCC 料金には NTT 足 M 0分20円を含む 

* (▲%)の数字は対 NTT 比 


チアップ”を成し遂げました。その後、 NCC は対抗 
値下げを実施しましたが、料金格差は1987年（昭和 
62年）の100円から10円に縮小したことになります。 

厳し V 、価格競争のなかで、 NTT が断行した通話 
料の値下げは通算6回。その値下げ総額は1兆 
1，000億円、1加入当たりの年間負担軽減額は1万 
4,900円となりました。 

ダイヤル通話料収入は、1987年（昭和62年）度の 
2兆9,621億円から、1993年(平成5年)度には2兆 
5,680億円と、約4,000億円も減少、財務状況に深刻 
な影を落としました。 

1993年(平成5年)の大幅値下げを実施するに当た 
り、業務の効率化とスリム化に拍車をかける一方、 
同年秋には「希望退職制度」を導入して、収支のバ 
ランス向上に懸命の努力を払いました。しかし、1987 
年(昭和62年)度の経常利益4,967億円は、1993年(平 
成5年)度には1，094億円へと、約80%も落ち込みま 
した。1994年（平成6年)4月、児島社長は「平成6 
年度社員に望むこと」と題するインタビューで、 
1993年(平成5年)度の経常利益高に触れ、「(この経 
常利益は）当期利益だけでは1割配当ができない水 
準です。これではとても健康体とはいえず、どうし 
ても市内系の料金の見直しをしてもらわなければな 
りません」と述べ、収支改善および公正競争のさら 
なる推進のためにも、民営化当初からの懸案事項で 
ある「料金リバランス（見直し)」に取り組む強い姿勢 
を示しました。 
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料金リバランスの実現 


真の公正競争市場の育成を目指して。構造的問題を内在する料金問題の改善への取り組 
み0 


I 電話料金リバランスの考え方 

コスト構造と乖離した電話料金体系を見直し（リ 
バランス）、 より公正で適正な競争原理を市場に 導 
入することは、 NTT にとって民営化当初からの大き 
な課題であり、宿願でもありました。 

というのも、 NTT は新規参入事業者 (NCC : New 
Common Carrier) に対し価格競争の面で、ある種の 
ハンディ（電電公社時代から引き継いだ構造的問題 
を抱える料金体系）を背負って戦わざるを得ないの 
が実情だったのです。 

しかしながら、 NCC 各社が有利な競争条件のもと 
で十分な体力を蓄え、シェア獲得競争でも、むしろ 
NTT が後塵を拝するまでに市場が熟成するに至り、 
料金体系の見直しは NTT の死活にかかわる重大な 
問題となってきました。 

NTT は 1991 年(平成 3 年) 12 月に、 『NTT の電話料 
金に ついて』 と題し、コスト構造と乖離した電話料 
金体系の現状に ついて、 “NTT の現在の料金は、基 
本的に独占を前提とした電電公社時代の料金体系を 
継承しており、競争になっている市外通話の黒字で、 
基盤的な サービス である ローカルサービス （基本料、 
市内通話料、番号案内料、公衆電話料金など）の赤字 
を補塡するという構造的問題を抱えている”もので 


■収支構造のアンバランス 


多重化技術を中心とする技術革新が主とし て 市外通話の 
コストダウンに寄与したことなどから、次のような収支 
構造上のアンバランスが生じています。 


14,501 


15,075 


売上局 



10,527 


1990年度ベース 
単位：億円 
:利益 
:損失 

:下段の数字は金融費 
!用などの営業外損益 
i を固定資産価額比な 
!どで配賦した経常損 
!益ベース 


市外通話 

(中継） 


利益•損失 _ 


个5，131 
I 3,674 

9,544 

9,436 


コストに合 
わせるため 
の改定率** 



約 60% 
引き下げ 


▲4,413 

A 5 J 62 


市内通話 
(足回り含） 


▲ 32 
▲806 


約20% 
引き上げ 



3,004 

58ホ 

基本料 

公衆電話 

番号案内 

▲1，899 

▲2,383 

▲215 

A 300 

▲2,267 

▲2,273 



料金引き上げのほ 
か、サービスの 在 
り方を含めた抜本 
的な収支改善 

約 30% 
引き上げ 


約 30% 
引き上げ 



[注1 * 1990年(平成2年)度の番け案内料収入は、存料化 (30N 案内)を突施した1990料 f 成2苹） 12)1 以降のもの 

: i：* コストに合わせるための改定率=個別サービスごとに屯純に収支均衡(適 il‘: 報酬を含む)を货现するために必袈な料金改定率 

「NTT の馆話料金につV、て」（1991年12月）より 


あり、“このような構造の下では、市外通話のみを提 
供する NCC との間で公正な競争が確保されないだけ 
でなく、 ローカルサービスを 全国にあまねく安定的 
に提供することも困難になる”との見解を示しました。 

真の公正競争を推進するうえでも、基盤的サービ 
スを安定して提供し続けるうえでも、受益者負担の 
徹底という観点に立った“コスト構造に見合う料金 
体系”への見直しを訴求したものでした。 

具体的な方策として、長距離通話料については今 
後とも一層の低廉化を図る一方、基本料、市内通話、 
公衆電話、番号案内の ローカル 部門については、 コ 
ストを賄える水準への料金引き上げを求めていく意 
向を示し、併せて料金の値上げを段階的に実施せざ 
るを得ない場合には、公正競争の確保の観点から適 
正水準に達するまで、 NCC 側にも事業者間接続料金 
の中で適正な負担を求めていく方針を明らかにしま 
した。 

| 事業部収支の明確化 

事業者問接続料金の導入に当たって、 NCC との公 
正競争を確保•促進するため、 NTT 長距離通信事業 
本部と競争相手である長距離系 NCC とが、 NTT 地 
域通信事業本部との間において、接続条件•取引条 
件などについて同一の関係になるようにすることと 
なりました。 

そこで、「政府の講ずる措置」 （1990 年〈平成2年〉 
3月）を受け、長距離通信 • 地域通信別の事業部制の 
導入.徹底を図り、1992年（平成4年）4月から「長 
距離通信事業本部」（県間通信を行う）、「地域通信事 
業本部 （11 事業部)」（県内通信を行う）などが発足し、 
事業部ごとに収支状況の把握を行うことにしまし 
た。 

一方、1991年(平成3年）8月には、郵政省の方針 
のもと長距離系 NCC 3社との間で接続条件について 
以下の方向で協議を取りまとめ、問題の解決に向け 
て着実に歩を進めていきました。 

① NTT の地域通信事業本部収支などを踏まえ1993 
年（平成5年）9月に事業者間接続料金制度を決定、 
翌1994年（平成6年）4月から実施する 

② エンド•エンド料金を導入可能にする 
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■基本料改定内容(単独電話） （ル加入) 


級局区分 

3級局 
(旧5級局） 

2級局 
(旧4級局) 

1級局（注) 
(旧3級局) 

加入数 

40万以上 

40万〜5万 

5万未満 

改定前料金 

2,350円 

2,050円 

1，750円 

改定後1995年9月まで 

2,600円 

2,350円 

2，100円 

料金 1995 年 10 月以降 

2,600円 

2,450円 

2,300円 

改定前料金 

1，550円 

1，350円 

1，150円 

改定後料金 

1，750円 

1，600円 

1，450円 


|注1旧2級局(事務用:1,450円、住宅用： 950円)および旧1級局(事務用:1,150円、住宅用: 
750円)の基本料は据え既き 

|事業者間接続料金制度の導入 

NTT および長距離系 NCC 3社は、 NTT の事業部 
制収支のコストデータに基づき、 NCC が負担すべき 
適正なロー カル通信網の費用および相互接続コスト 
を「事業者間接続料金」として1994年(平成6年）4月 
から導入しました。 

同時に、 NTT 長距離通信事業本部も NCC が負担 


■番号案内料改定内容 



区 分 


改定後料金 

改定前料金 

I 案内/ 

月の場合 

30円/案内 


昼間•夜問 

(8 時〜 2案内/月 

23時)以上の場合 

1案内分 

1案内を 
超える部分 

30円/案内 

60円案内 

30 PJ 案内 

深夜•争朝 (23 時〜翌朝8時） 

60円案内 



【注I 1. 1995年 (f- 成7牢)9月までは a 間•夜問と深夜•早朝の区分を設けず、1案内月の 
場合は30円案内とし、2案内月以上の垛合は1案内分について30円案内、1案 
内を超える部分について 6om 案内とする 
2. 公衆電話からの香号案内は、利用問数、利用時間帯にかかわらず30円案内とする 

点でした。そこで、事業として収支相償える水準ま 
で料金を W き上げることとし、基本料 • 機器使用料 
相当額を通話料に一律に付加したものとしました。 
この値上げ実施により、公衆電話部門は平年度べ一 
スにおいて約700億円の増収が図られることになり 
ました。 

一方、「基本料」は、1993年(平成5年）度に営業収 


する額と同等の事業者間接続料金を収支計算上、地 
域通信事業本部に支払うという、「イコールフッテイ 
ング方式」が採用されました。 

「事業者間接続料金」制度の導入に先立ち、1993年 
(平成5年）11月から「エンド•エンド料金」制度も導 
入されました。それまで NCC は、ある地域の相互接 
続点 （POI : Point Of Interface ) からほかの地域の 
P 0 I までの料金しか自分では決められない、いわゆ 
る 「ブツ 切り料金」制度で通話料を設定していました 
が、これにより NTT と同様、足回り部分を含めた 
利用者から利用者までの料金を自由に設定できるよ 
うになったわけです。 

このような、事業者間接続料金やエンド•エンド 
料金の導入など、料金に関する一連の競争ルール見 
直しは、料金面での公正競争の土俵づくりの整備を 
目的としたものです。 

| 番号案内料、公衆疆話料金、基本料の改定 

「番号案内料」については、民営化後も引き続き無 
料案内としていましたが、利用偏在化などの実態が 
みられることから、諸外国の状況なども勘菜し、受 
益者負担の考え方に立ち、費用負担の適正化を実現 
するために、1990年（平成2年）12月から、1案内30 
円とする有料化を実施しました。 

また、「公衆電話料金」については、1993年（平成 
5年）5月に、17年ぶりの料金改定を認可申請。同 
年8月に認可されました。公衆電話料金の問題点は、 
通話料が加入電話とほぼ同じ水準で、基本料や機器 
(電話機）使用料などに見合う料金が含まれていない 


支ベースで約1，600億円（経営収支ベースで約2,000 
億円)の赤字となっており、今後、合理化を推進し 
ても、1977年(昭和52年)度以降17年間にわたって据 
え置いている現行料金のままでは、¢1支相償うこと 
が困難な状況にありました。 

また、番号案内は、有料化後も赤字構造は変わら 
ず、1993年(平成5年)度に営業収支ベースで約1,600 
億円(経営収支ベースでも同じ)の赤字となっており、 
抜本的な収支の改善を図ることは困難な状況にあり 
ました。 

そこで、基本料について収支相償うことができる 
水準に見直すとともに、番号案内料については、著 
しい利用の偏在による利用者間の負担の不公平を是 
正するため、割増料金制を導入することとし、1994 
年(平成6年)3月に、料金改定を認可申請しました。 

当初の申請内容は、基本料を18%値上げし、番号 
案内料は、現行の1案内30円を月2回以上利用と深 
夜. 早朝利用の場合は1案内60円に引き上げる、と 
いうものです0 

その後、公共料金引き上げ年内凍結の政府方針 
(5 月）、電気通信審議会の答申 （10 月）を踏まえ、基 
本料の値上げ幅を16%に圧縮し（番号案内料は当初 
内容のまま）、同年12月に再申請し、同月認可され、 
1995年(平成7年) 2月から料金改定を実施しました。 

これにより基本料は、住宅用は平均で240円/月、 
事務用は350円/月の値上げとなり、年間1，900億円 
の増収、また番号案内料は、100億円の増収が見込 
まれています。 




海底ケーブル敷設船「黒潮丸」のケーブル陸揚げ 


電話ケーブル専用地下トンネル「とう道」での点検作業 


リ^ 

膝ブ成-. 7 0 0 ぃ 
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電話局変身物語 


86年間親しまれてきた「電話局」という名称が、1989年(平成元年)に姿を消しました。 
それは、変貌する NTT そのものを象徴する出来事でした。 


| 役割を終えて、変身する「電話局」 

1989年(平成元年）4月。1903年(明治36年）から 
続いた「電話局」の名称を、地域事業本部組織の全面 
的な見直しに合わせて変更し、自らの手でその歴史 
に終止符を打つことにしました。 

昭和の終焉、そして平成時代の幕開けへ。そんな 
時代の流れと軌を一にするかのように、長い歴史を 
もつ電話局はその役割を終え、“支店”あるいは“営 
業所”と名称を変更し、新たなる変身を遂げること 
になりました。 

この名称変更に際しては、「電話局」という名称が 
現役社員はもとより OB にとっても愛着の深いもの 
だけに、「一般に定着している名称を、なぜあえて 
変更する必要があるのか？」「 NTT が使わないとな 
ると、他社で電話局の名称が使われる恐れはない 
か？」など、保存への意見が多数噴出したのも事実 
です。そういった反対意見や変更することへの疑問 
をあえて抑えての、未来へ目を向けた決断でした。 

| 厂官」のイメージを払拭。 NTT らしさを強調 

電話局の名称問題については、1985年(昭和60年） 
4月の新会社発足の際にも種々議論されましたが、 
当時は、電話局という名称の定着度などを勘案し、 
この問題は先送りとされました。 

しかしながら、 NTT となって4年が経過し、 

① 電話局という名称のもつ官庁的なイメー ジを完全 
に払拭したい 

② 今後 、電話局はオール NTT の総合販売拠点とし 
ていく方針〇ともすれば電話のイメージに偏りがち 
な電話局という名称はふさわしくない 

③ 地域事業本部組織の全面的な見直しに伴う電話局 
の権限 • 組織大幅変更のこの時期に名称を変えたい 

④ NTT と電話局の間にイメージのズレが生じてお 
り、その一本化を図りたい 

といった理由から、電話局はイメージー新のために 
大きく変身することになったわけです。 

「電話局」という名称は、1903年（明治36年）に制 
定された「通信官署官制」によって誕生しました。こ 
れにより、通信官署は、「通信管理局」「郵便局」「電信 


局」「電話局」「鉄道郵便局」の5種類に統合されました。 

当時の社会情勢にあっては、郵便局が最も重要な 
ポジションを占めており、京都、横浜、神戸、名古 
屋など16の一等郵便局(東京、大阪は中央郵便局に 
兼掌)では、管内の電話業務に関する管理事務も併 
せて取り扱われていました。いうなれば郵便局に 
“間借り”していた時期もあったわけです。 

その後、1949年 ( I ® 和24年）6月1日に、遞信省か 
ら郵政省と電気通信省の2省分離に伴い「電報電話 
局」「電話局」「電報局」に区分され、以降、「電電公 
社」そして 「 NTT 」 へと経営形態は大きく変わりまし 
たが、電話局の名称はそのまま引き継がれてきたわ 
けです。 

こうした“歴史”ある名称と決別すること、それは、 
電気通信事業の未来に新たなムーブメントを起こそ 
うとする NTT の強い決意の表れでもありました。 

|街の情報拠点へ 

1989年(平成元年）、従来の「本社-総支社-支 
社-電話局」の4段階の組織構造を、「本社-支社- 
電話局（支店•営業所)」の3段階組織に変更しまし 
た。 

こうした組織再編に伴い、電話局を新たに支店、 
営業所と名称を変え、商圈ゃ生活圏などの市場のま 
とまりに合わせて広域ブロックへ統合再編しまし 
た。 

これは、単なる合理化を意味するものではありま 
せん。総支社、支社から権限をシフトされた各局の 
独自の判断によって、より地域に密着したきめの細 
かいサービスを積極的.弾力的に提供することを主 
眼としたサービス改革を意味するものです。 

たとえば、ひと足早く1988年(昭和63年）にオー 
プンした NTT 渋谷電話局 「THE B 」 などが、“変身し 
た電話局”の好例として挙げられます 。 THE B では、 
①お客さまサービスの向上②街の“情報拠点化”、 
をコンセプトにハード•ソフト両面にわたるさまざ 
まな試みを実施し、激変する情報社会に対応できる 
“これからの電話局の在り方”を模索していました。 





ユニバーサルサービスの 提供 



かつての「電話局」は、街の“情報拠点化”を目指し、 
「THE B」 のように変身を試みた 


|地域に密着したサービスの提供拠点に 

1989年(平成元年)の地域事業本部の組織改編によ 
って、電話局を広域ブロックごとに統合再編、営業 
部門の強化に努めてきました。 

厳しい競争時代に打ち勝つために、営業姿勢も従 
来の“待ちの営業”から“攻めの営業”へとより能動的 
な方向へと転換を図ってきました。“地域に密着し 
た営業拠点”という側面から電話局の存在をとらえ 
直してきたわけです。 

こうした転換を可能にしてきた背景としては、才 
ペレーションシステムの充実.強化が挙げられます。 

I 、かに支店、営業所を地域密着型の戦略拠点と位 
置付けようとも、統合再編がお客さまに対するサービ 
ス低下につながるようでは何の意味もありません。 


1988年(昭和63年）までに、 NTT の注文受付番号 
を「116番」に統一しました。サービス面でも従来は 
営業窓 U へお越しいただいていた移転などの手続き 
もすベて116香で対応、“声のお客さま窓口”として 
さまざまなご要望にこたえるように改善しました。 

また、24時間体制で対応する故障受付の「113番」 
には自動応答試験装置 （ATTA : Automatic Testing 
of 1 elephone and Answering equipment ) tzrf 八し、 
サービス向上に努めてい ます。こ れは 全体の 問い 合 
わせの約半数を占める相手が話し中かどうかの調査 



イメージを一新、親しめるマンツーマンのカウンターに 



24時間故障を受け付ける「113番」 


注文受付番号を全国一律「116番」に統一 
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に対し、 ATTA 装置が自動的に対応するというも 
のです。こうした省力化によって、よりきめ細かい対 
応を必要とする問い合わせに対処しています。 

また、1993年(平成5年）には新たに サービスフ 
ロント支援システムを導入0問い合わせに対し、情 
報検索端末のデイスプレイ上に表示される情報をも 
とに、より的確•迅速•丁寧に対応できる体制を整 
えました。 

さらに、1996年(平成8年）2月には、お客さまサ 
ービスの一層の向上を図るため、「113番」を故障問 
い合わせなどの専用番号とし、お話し中調べ専用の 
番号「114番」を新設しました。 

このようなオペレーシヨンシステムの充実.強化 
に加え、電話料金の収納については、1991年(平成 
3年)からは大手コンビニエンスストアに委託しま 


した。 

生活時間帯の多様化や、金融機関などの土曜日休 
業に伴う料金支払時間の延長、支払い窓口の拡大な 
どの ご 要望に 対し、コンビニエンスストアにおける 
休日や夜間の電話料金の支払いが可能になりました0 

明治時代から続いた「電話局」という名称こそ時代 
の変化とともに消え去りましたが、生活に最も密着 
した「通信手段=電話」に関するサービスに対する姿 
勢は、カタチを変えながらいまも脈々と息づいてい 
ます。 

電話のための「局」であった「電話局」は確かにその 
役割を終えました。しかし、マルチメディア時代の到 
来を前に、「旧•電話局」はいま、全国各地で華麗な 
る変身を遂げ、「新しいメディア•ステーション= 
情報発信基地」として生まれ変わりつつあります。 


COLUMN 

超ロングセラー“電話”、増設の歩み 


NTT の一般加入電話の契約回線数が1995年(平成7年) 
5月、6,000万の大台を突破しました。 IU : 界ではァメリ 
力の1億4,866万回線 (1993 年〈平成5年〉末現在）に次い 
で2番目です。 

最初の1，000万突破までは、1890年⑽治23年)の創業 
以来78年を要しましたが、2,000万突破まではわずか4 
年、そして3,000万突破まではさらに加速して、たった 
の3年です。 

しかし、それ以降は“積滞解消”が達成されたことか 
ら市場が安定し、4,000万、5,000万、そして6,000万突 
破にはそれぞれ約7年の歳月を要しています c とはいえ、 
1975年(昭和50年)から1995年(平成7年)までの20年間、 
年平均150万回線を増設し、計3,000万回線を増設する 
という超ロングセラーを記録しています。 

これまでの電気通信の世界は“電話が主役”。したがっ 
て、その増設のテンポは電気通信産業そのものの発展ピ 
ッチであり、電電公社、 NTT の成長の象徴でもありました。 

しかし、この“電話神話”も節目の時を迎えており、 
1994年(平成6年)度の増設数は112万回線にとどまって 
います。ちなみに、民営化以降の最高増設数は、1990 
年(平成2年)の209万。携帯電話や PHS といった移動電 
話の参入などに伴って、電話の増設テンポはますます鈍 
化するであろうと予測されています。 


•加入電話契約数の推移 


| ビル電話 
住宅用 

事務用 ■ 

. ■. . 
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ユニバーサルサービスの提供 


電話100年記念事業を展開 




1890年(明治23年)12月16日、東京と横浜の両市において 
電話事業が開始されてから、199◦年(平成2年)のその日で1〇〇 
年の歳月が経過しました。 

民営化5年目に、文字通り100年に1度の歴史的エポックを経 
験した:わけです。 

これに先立ち、1989年(平成元年）1◦月に、 NTT はこの大き 
な節目を記念して“ベストサービス”の理念に沿った利用者還元的 
事業•施策を多角的に展開するとともに、これをパネとして、次 
の世紀にチャレンジしていくことを宣言、多彩な記念事業を実施 
することを発表しました。 

この電話1◦◦年記念事業構想は、 ①㈣ テレコム高度利用推進 
センターの設立 ② NTT インターコミュニケーションセンター 
( ICC ) の設立③ユーザサービスの改善④ユーザへの感謝イベント 
の開催、を柱としています。 

① ㈣ テレコム高度利用推進センターは、1990年(平成2年)2 
月に設立されました。 

同センターは、 ISDN を始めとした電気通信サービスのユーザ 
と、電気通信事業者(キャリア)および関連メーカとの橋渡し機能 
を担い、ューザ側における情報通信システム導入時のサボート役 
になることを目的としています。また、グローバルな流れにも的 
確に対応し、海外の情報通信関連団体などと連携し、 ISDN など 
の電気通信を、より身近なものにしていくための普及 • 振興に努 
めています。 

② NTT インターコミュニケーションセンター ( ICC ) は、コミュニ 
ケーション文化をテーマにした新しいタイプの文化施設です。科 
学技術と芸術文化の融合を試み、そこから生まれる新しいコミュ 
ニケーションの可能性を追求しています。 

メディアアートなどの展覧会を行う展示室のほかに、ワークシ 



文化発信基地を目指した ICC 


ヨップのためのスペースを設け、来場者が実際に体験できるよう 
にするとともに、ネットワークを通じ館外にも広く情報発信を行 
つていぎます。 

この施設は、「新国立劇場」を擁する「東京オペラシティー」の高 
層タワー内に、1997年(平成9年)度オープンする予定です。 

③ ユーザサービスの改善は、100年の節目を契機に、高品質で 
多彩な新サービスのテンポを速めた開発や提供、また料金の多様 
化の早期実現な どを 目的と しま した。 

具体的には、東京•大阪 • 名古屋だけで限定サービスしていた 
ダイヤル Q 2 (情報料課金回収代行サービス)の全国サービスおよ 
び情報料金の自由な設定、識別番号を使うことによる迷惑電話防 
止サービス、携帯電話、ポケットべルなど移動通信サービスのグ 
レードアップ、さらに大ロユーザへの割弓 I 制度の導入や通話料値 
下げなども実施してきました。 

④ 各種感謝イベントは、199〇年(平成2年)4月から約1年間、学 
術 • 文化活動としては「地球フォーラム’90」（国内外のオビニオ 
ンリーダによる、21世紀における地球調和に向けたコミュニケ 
—シヨンの可能性と役割についてのシンポジウム）や 「 NTT サイ 
エンスフォーラム」（ボイジャープ□ジェクト推進者の講演と、計 
画を成功させたテクノロジの解明）、 「 NTT 薫風ドラマ大賞」（テレ 
ビ界に新風を巻き起こす若いドラマ作家の公募 • 発掘)などがあ 
ります。 

文化.スポーツイベントとしては 、 「NTT スーパー コミュニケ ー 
シヨン • ベルリン国立歌劇場」公演、「チャリティコンサート」（骨 
伝導へッドホンを設置したポップスコンサートの開催)、 「 NTT 卜 
ライアス□ン•サーキット」（日本全国で12戦)、 「 NTT 囲碁卜 
ーク全国大会」（テレビ会議システムを利用した全国 TV 対局)な 
ど、幅広い視点での催しを逐次開催しました。 



人と自然の調和を目指して、「地球フォーラム’90」 
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甦る 「DENPOJ 


「 DENPO 」 を甦らせ、電報事業を再び活性化するきっかけとなったのは、付加価値電 
報第1号の「メ □ディ電報」です。 


■日本 独特の“電報文化，， 

郵便よりも1年、鉄道よりも3年、そして電話より 
21年も早く、日本のほかの公共事業に先駆けて1869 
年（明治2年）12月25日に創業した電報は、まさに 
文明開化の象徴的存在でした。 

そして、同じ世代の“ガス燈”や“陸蒸気”がはる 
か昔に姿を消しているなかで、いまなお現役、公共 
サービスの 一翼を 担っているのが電報です。 

電報は、電話が一般家庭に普及するまで、最も重 
要な緊急通信手段として広く利用されてきました。 
“カタカナ表記による簡潔な文体を用いて、スピー 
デイーに伝える”、こうした電報の特性は、事業を 
スタートした後、少なくとも100年以上にわたって 
変わることはありませんでした。日本独特の電報文 


高の取扱通数を記録した電報は、以後、電話の普及 
と反比例するように通数を減らし、緊急通信手段と 
いう本来の特性を急速に失い、民営化直後の1986 
年(昭和61年)には、実に半数以下の4,005万通にま 
で落ち込みました。 

電電公社時代の電報事業の宿命的な課題は、100 
円の収入を得るために、 400 円以上もの経費がかか 
ってしまうという赤字の解消でした。こうした構造 
的な赤字体質をかかえながらも、公共サービスとい 
う役割を果たし続けてきました。 

電電公社時代から電報中継の機械化、電報専用窓 
口の廃止、115番受付局の統合、配達業務の民間委 
託方式の導入など、赤字幅削減の努力は行われてき 
ましたが、いずれも決定打とはなりませんでした。 

1963年（昭和38年）以降、電報全体の取扱通数が 


化が生まれ育ったゆえんでもあります。 

カタカナのひと文字ひと文字が料金にかかわって 
くることから、文章を簡略化するだけではなく、ゥ 
ナ電(緊急電報)といった電報独特の略語まで生まれ 
ました。 

| ことばのギフト時代 


例年減っていくなかで、逆に増えていったのが r 慶 
弔電報」です。 

慶弔を人生の節目としてたいせつにする生活習慣 
が、電報を蘇生させる大きな牽引力となったわけです。 

さらに、“付加価値電報”の販売開始が拍車をかけ 
ました。その第1弾が1985年（昭和60年）4月にサ 

ー ビスを開始した「メ ロデイ 電報（ハッ ピーバース 


1963年（昭和38年）に、年間約9,461万通と史上最 

■電報通数の推移 

[ビ-ク屻 
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8,000 


7,000 
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デー）」でした。ヒントとなったのは、社員が出張 
先の西ドイツから持ち帰ったメ ロディ カードです。 
このメロディカードという付加価値を従来の電報に 
プラスするというアイデアによって、電報ビジネス 
の再活性化が図られることになりました0 
一般電報が中心だった時代の、電話が普及する以 
前の電報は、緊急通信手段としての有用性がすべて 
であり、そこに日本独自のカタカナ•簡便文体によ 
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ところが、慶弔用が主な用途になるに従って電報 
文化は、その内容面で必然的に変わらざるを得ませ 
んでした。 

電報に対する認識が、緊急性からギフト性へと大 
転換していったのです。それは、“チチキトクスグ 
カエレ” の時代から、心を込めて贈る「ことばのギ 
フト」の時代への一大変革ともいえるものでした。 

メ ロディ電報に始まったいわゆる付加価値電報 
は、たとえば結婚披露宴の場を盛り上げる小道具と 
して使われるなど、いまや演出型商品、あるいはメ 
ッセージ商品として社会に完全に認知されています。 

レパートリーも、おし花、刺しゅう、うるし、フ 
ラワーと30種類ほどにまで拡大しました。 

こうした、広い意味でのギフト商品としてのイメ 
ージを利用者にアピールすることとなった付加価値 
電報は、社員の営業意欲を刺激し、収益を向上させ、 
収支率の改善や赤字幅を着実に減らすというビジネ 
ス効果を最大限に発揮したことも見逃せません。 

| より速く、より多彩に 

電報文化の変容と同時に、電報事業蘇生の大きな 
原動力となったのは、“より速く、より多彩に”を目 
指した新しいシステムの導入と社員の努力でした0 

民営化の翌年に導入した新しい電報そ通システム 
( lXA ^ . Telegram eXchange Automated system ) 
は、東京と大阪に設置されたコンピュータとパケッ 


ェレガントおし花電報 おし花電報 




刺しゅう電報•大輪 おし花電報 • 香華 

卜交換網を利用することにより、入力装置で受け付 
けた電文をそのまま配達先のプリンタで出力するこ 
とを可能にしました。この結果、従来の穴の開いた 
紙テープで伝送する印刷電信機は、1987年（昭和62 
年）に廃止されました。 

TXAS の導入は、また、新たなサービスを可能に 
しました。 
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新しく登場した「漢字電報」。 
コンピュータシステムの導入で 
「カナ*漢字まじり電報」「ひらがな電 
報」「漢字電報」が誕生。電報文化 




の新世紀を開いた 


従来の「カタカナ電報」 


1987年(昭和62年）2月からの電文の「ヨコ書き化」 
と慶弔用電報文例にかぎっての「カナ • 漢字まじり 
電報」、1988年（昭和63年) 9月からの「ひらがな電 
報」の スタート などです。 

特に、カナ•漢字まじり電報とひらがな電報の登 
場は、1994年（平成6年）2月から始まった「漢字電 
報」とともに、100年以上にわたってカタカナが代 
名詞でもあった電報サービス史における文字通りの 
エポックメーキングな出来事でした。 

そして、漢字電報サービスを実現したのが、1993 
年(平成5年）2月に導入した 「TXAS - II 」からです。 

| 企業努力を重ねて業績を好転 

TXAS の導入 • 改良に加えて、配達業務の完全委 
託化 （1987 年〈昭和62年〉完了）、夜間サービスの見 
直し、広域分散受付方式の導入 （1991 年〈平成3年〉 
実施)、受付業務の委託化 （1988 年〈昭和63年〉以降 

COLUMN 

「おし花電報 J がユニセフ活動の一助に 

「おし花電報」は、1986年（昭和61年）に発売、 

1994年（平成6年）に1億通を突破。この電報に 
使用されてIゝる台紙は、ユニセフ（国連児童基金） 

日本委員会を通じて購入しており、その純益は、世 
界の恵まれな t 、子供たちの生命を守るための活勁に 
役立てられてのゝます。 

この1億通突破に際して、ユニセフ本部から児島 
社長に感謝状が送られました（写真右側は㈣日本ユ 
ニセフ協会 • 東郷良尚専務理事)。 



逐次拡大)などの事業運営の効率化を図ってきました0 

たとえば、夜間サービスは、1990年（平成2年） 
の調査では午後10時から翌朝午前8時までの全国 
の受付件数が、全体の2.9%(1日平均約4,000通）に 
すぎません。しかも、93%が慶弔電報で、緊急定 
文電報の配達通数は全体の0.03%(1日平均約44通） 
と少なく、“危篤”などの緊急を要する内容の電報は、 
全国的にみても1通しかありませんでした。 

こうした状況から、1991年（平成3年）から通常 
電報の受付を午前8時から午後10時までとし、それ 
以降は緊急定文電報および無線電報だけの受付にと 
どめることにしました。 

また、配達も、午後10時以降に受け付けた緊急 
定文電報は、翌朝6時以降に配達することに改めて 
います。電報事業は、その公共性がきわめて高いこ 
とから全国律々浦々までサービスを維持しなければ 
なりません。このため、事業としていかにコストを 
下げ、サービスを維持していくかが大きな課題でし 
た。枯死状態にあった電報亊業を黒字直前にまで蘇 
生させたのは、企業努力に加え、何よりも民営化後 
に増収に努めた社員 • 外部委託者の努力があったか 
らです。 

そして、いまやあらゆるジャンルでマルチメデイ 
ア化が行われようとしている時代に、電報もオペレ 
一夕を介さない パソコンからの ダイレクト発信な 
ど、新時代に向けた新たなる“電報文化”の創造を 
模索しています。 

電気通信の発達した国のなかで、日本は年間 
4,500万通もの電報を取り扱っており、まさに電報 
分野における超大国です。 

通過儀礼の習慣をたいせつにする日本人の心情に 
適した「付加価値電報」といった新商品の開発と、 
新しい“電報文化”の創造は、電報ビジネスの未来 
をさらに開けたものにします。民営化後10年で業 
績を好転させた成果が、その何よりの証左といえま 
す。 
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蘧の恩える 企業に，， 


—企業市民 NTT の社会貢献活動— 


企業理念 


•豊かな生活 • 文化の 
創造に貢献します 


経営指針 

•地域社会との一体化 
•個の尊重と活気あふれた 
企業文化の実現 


活動方針 


企業理念の「地域との一 
体化」の精神に基づき、 
「良き企業市民」を目指し 
て社会貢献活動を全社的 
に展開する 


コンセプト 


1. 地域との協奏 

2. 未来との交響 

3. テレコムとの共演 


5つの活動原則 

1. 地域と一体とな 
って活動 

2. 継纖重視 
3 •社員参加 

4. 社員のボランテイ 
ア活動支援 

5. 脱企業宣伝 


7つのジャンル 

1.地域振興 
2 •社会福祉活動 

3. 国際交流活動 

4. 教育 • 文化振興 

5. 自然環境保護 

6. 地域交流 

7. スポーツ振興 


超小型位置送信機と人工衛星を利用して、いくつかの国々を移 
動する鳥の"渡りの軌跡”を宇宙から追う。 

絶滅の危機に瀕した渡り鳥を救うため、 ㈱ 日本野鳥の会などが 
行っているこうした実態調査に、 NTT は、無線通信技術による 
超小型位置送信機の開発と提供という形で協力しています。 

渡り鳥の追跡調査は、199〇年(平成2年)3月、□本で初めて 
の試みとして、北海道の屈斜路湖でコノ V クチヨウにこの送信機を 
装着、越冬地に向かうルートが解明されました。その後、し K つ 
かの調査協力を経て、1991年(平成3年) 8月からアメリカ内務 
省魚類 • 野生動物局の白がん渡り調査に参加。北極圏の□シア- 
ランゲル島からアメリカのカリフオルニアに至る約 3, 200 km の 
飛行ルート解明に成功し、 NT 丁はこの調査への貢献に対して、 
アメリカ政府から「野生動物保護貢献賞」が贈られています。 

この活動は「自然環境保護のための社会貢献活動への参画」であ 
り、その一つである「野鳥保護活動」の実現です。 



超小型位置送信機が刻々ど‘渡りの軌跡”を送信する 



NTT の社会貢献活動の方針はひとことでいえば、「地域と一体 
となって社会貢献活動に積極的に参加し、"良き企業市民"として 
社会と共生していく」に尽きます。 

社会福祉活動の"ライブホン「ときめき」コンサート"にその考 
え方をみることができます。1987年(昭和62年)以来、耳の不 
自由な方々を招待して全国で開いているこのコンサートでは 、 N 
TT の福祉電話「シルバーホン(ひびき)」で使われている骨伝導技 
術をもとに開発された聴覚障害者用ステレオヘッドホンを活用し 
て、音楽との出会いを楽しんでいただいています。 

また、 NTT 社員が労力とチャリティグッズを提供し、会社が 
この活動の環境を整え支援するという、会社 • 社員一体型の社会 
貢献活動の代表例として 「 NTT ヤングエイド」があります。この 
活動は、「アジア • アフリカの恵まれない子供たちを救おう」をス 
口ーガンとして、1986年（日召和61年）からスタートしました。 
9年目を迎えた1994年(平成6年)には参加社員数約 3.0 ◦〇人、 
チャリティグッズ数約16万点、チャリティ収益金も約 3.8 〇◦万 
円という規模に成長し、手づくりの国際交流活動を行っています。 
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1 日 340 万回のふれあい、 N 0.1：! ■ル『104番 J 

利用数年間約9億回の「104香」。お客さまとのたいせつな“接点”だけに、さまざまな形で 
サービス体制を整備してきました。 


I 東京エリアの番号案内簿61冊が 
コンピュータのなかに 

民営化から2年を経過した1987年（昭和62年）の 
番号案内利用数は、年間約12億回、1日平均340万 
回にも上りました。これに対して NTT では、約3 
万人のオペレータ（現在の呼称はコミュニケータ）を 
動員し、24時間体制でのサービスを実施していま 
した。 

当時、電話加入数約600万の東京03地域(東京23 
区および調布 • 泊江.三鹰市の一部）では、1日33 
万回もの利用があり、問い合わせにスムーズに対応 
するには限界がありました。 

これまでにもいろいろな対策がとられてきました。 
その代表例が番号案内の分散です。大都会の膨大な 
量の番号案内を比較的余力のある地方の電話局で代 
行することで、作業量のアンバランスを全国規模で 
解消しようとしたものです。 

1977年(昭和52年）に、神戸市内の番号案内を淡 

COLUMN 

最古の番号案内は「50〇番 J 

電話番号を案内するサービスは、1890年(明治 
23年）の電話創業と同時に始められています。 

1896年(明治29年)に、案内受付用番号として「500 
番」が東京に設立されました。手動交換のころは、 

相手の電話番号を交換台に伝えなければ電話がつ 
ながらない仕組みで、あらかじめ自分で調べるの 
が原則になっていましたから、「500番」は電話交 
換についての苦情や要望、各種の問い合わせが主 
体になっていました。1926年(大正15年)、自動交 
換となり番号案内は局番なしの「100番」に統一。 

1953年(昭和28年)、局番の再編成が東京で行わ 
れた時、「104番」（市内案内）と「105番」(市外案内） 

が登場。その後、1984年(昭和59年)、「市外局番+ 

104番」方式を全国で採用し、「105番」との2本立 
てで市外の電話番号を案内してきました。 

そして、 「 ANGEL 」 の導入により1989年(平成元 
年)に「10 潘」を 廃止、翌年には「市外局番+104 香」 

も廃止し、酿では「104番」をダイヤルするだけで、 

全国どこの電話番号も案内されるようになってい 
ます。 


路島の洲本電報電話局で行ったのが最初でした。 

東京地区では23区外からの「03+104番」の問い合 
わせの場合、たとえば神奈川県の横須賀 • 相模原エ 
リアからであれば、秋田県の大曲局に自動転送した 
ように、東京番号案内局で案内するほかにも、東京 
市外電話局や東北 • 信越地方の16の電話局に分散 
して応答していました。 

しかし、それでも根本的な問題解決とはならず、 
年々増加する加入数は、番号案内簿(電話帳)のボリ 
ュームを増やし続けました0 

1986年(昭和61年)当時、東京エリアの番号案内簿は 
“61冊”、横に並べると “1.2 m ” にもなっていました。 

このままでは、案内簿を限られた スペースに 又容 
できなくなるばかりか、ひいては検索にかける時間 
や加入更新に伴う作業時間の増加、番号案内簿の印 
刷費用の増大、さらには紙資源の大量消費など、さ 
まざまな問題が想定されました。 

こうした問題を一挙に解決したのがコンピュータ 
を利用して電話番号を検索する電子番号案内システ 
ム （ANGEL •• Advanced Number Guide system by 
ELectronic computer ) の導人 （1986 年〈昭和61年〉 
10月）です。 

| 今は昔、番号案内簿を操る職人芸 

ANGEL が導入されたコミュ ニケ ータのデスクに 
は、入力部のキーボード、デイスプレイ、受付表示 
装置があるだけ。それまでのような61冊にも上る 
番号案内簿の番号情報はすべてセンタのコンピュー 
夕のなかに1|又容されています。 

問い合わせが案内台に入る とコミュニケ ータはキ 
ーボードで入力。入力された情報は情報処理センタ 
に送られ、そこで瞵時に電話番号を検索して、デイ 
スプレイに表示され、お客さまに伝えられます。 

分厚い番号案内簿を的確に素早く操るコミュニケ 
一夕の職人芸の技は見られなくなりましたが、その 
ノウハウは、コンピュータのなかに生かされていま 
す。 

名前の漢字が不確かだったり、読み方が複数ある 
姓による問い合わせといったものにも応じられるよ 
うに、 ANGEL にはさまざまな工夫がなされています。 
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「 ANGEL 」 による番号案内 


で負担していたことになります。こうした偏りを是 


正するために受益者負担の原則に基づき、1990年 


番号案内簿(電話帳）による番号案内 

1989年(平成元年)度末までに、全国すベての地域 
への導入を完了した ANGEL の効率は画期的なもの 
でした。 

まず、番号案内業務のスピードアップです。案内 
の混み具合をコンピュータが制御し、1つの案内局 
が混み合ってくれば、ほかの案内局に自動的に流れ 
るといった効率化、また番号案内情報の更新に少な 
くても2週間、場合によっては1力月かかっていた 
のが、1週間以内の更新が可能になりました。 

ANGEL の導入による作業環境の改善で、積極 
的に取り組んだものに視覚表示装置 ( VDT ： Visual 
Display Terminals ) 対策があります 0 


(平成2年）12月から、1番号案内ごとに30円の負 
担をお願いすることとし、番号案内の費用負担の適 
正化を実施しました。 

これに伴い、希望されるお客さまに対して全国の 
ハローページ (50 音別電話帳）を無料で提供（送料は 
お客さま負担)、また、お客さま自身がボタン1つで 
番号情報センタを自動的に呼び出して、全国の電話 
番号を調べることができる電話番号検索専用端末機 
(ANGEL NOTE ) の無料貸し出しを実施しました。 
なお、身体が不自由なために電話帳の利用が困難な 
お客さまには、無料で番号案内を行っています。 

番号案内セクシヨンでは、合理化施策に沿ったコ 
ミュ ニケ ータの女性たちの営業分野への異動による 


ディスプレイを介してコンピュータと会話する、 
ANGEL の中心となるこの新しい装置による作業環 
境については、社内外の労働医学および人間工学専 
門家による委員会を設置し、サービス開始後のコミ 
ュ ニケータの 健康問題にも万全を 期して います。 

| 合理化への道、「104番」の有料化 

民営化後における番号案内業務の最も大きな課題 
は、番号案内の有料化でした。 

1988年（昭和63年）の調査によると、番号案内を 
毎日ないし週2、3回以上利用されるお客さまが、 
全体の約17%を占め、このお客さまによる利用が 
実に全体の78%を占めていました。 

しかし、1番号案内当たりにかかる費用は、約 
200円。有料化前は、この費用を電話の利用者全体 


女性の職域拡大を図り、また、コミュニケータ業務 
のパート化も推進しています。 

さらに、番号案内拠点の統廃合を実施、民営化時 
の約500力所から1994年(平成6年）度末には約180 
力所に縮小。その一方で外部委託によるサテライト 
事業所を拡大し、お客さまに対するサービスの低下 
を来すことなくコストを抑制するなどの企業努力を 
続けています。 



電話番号検索専用端末機 (ANGEL NOTE ) 
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「めくれば発見」、電話帳事業の10年 

年間約1億3,000万部。活字媒体でわが国最大の発行部数を誇る電話帳。「科学的 • 
体系的手法」を採り入れ、大きく変容したのが電話帳事業です。 


| 新「電話帳事業」、新「電話帳文化」の創造 

電話帳事業は民営化した時、“民営化により最も 
おもしろくなる事業”として、社内外からその発展 
に大きな関心が寄せられました。 

電話帳先進国のアメリカでは、日常生活やビジネ 
スにおける必需品として、イェローページ（職業別 
電話帳）は完全に定着しています。ページを開く回 
数が、アメリカの場合は1人当たり年平均100回で 
あるのに対し、民営化当時の日本が10回と格段の 
差があり、また、電話帳への広告掲載率も、アメリ 
力全企業の45%に対してわが国は10%と低く、マ 
ーケット拡大という大きなビジネスチャンスが眠っ 
ていたからです。 

まず、先進国の電話帳づくりのノウハウを吸収す 
ることが、新生 NTT の電話帳事業にとって急務で 
した。 

海外の電話帳会社も、日本の有望な電話帳市場に 
注目し、数社からビジネスパートナーとしての引き 
合いが寄せられました。その中からアメリカの電話 
帳発行会社 ITT — WD 社 ( ITT-World Directories ) 
と提携しました0 ITT - WD 社の ノウハウを吸収し、 
NTT の電話帳事業をコンサルティングする合弁会 
社 ㈱ 日本電話帳開発 （ NDD ) を設立したのが1986年 


(昭和61年）4月です。この時、“単に電話帳をつく 
って配達する”という段階に終わりを告げました。 

データベース管理、出版、印刷、広告、宅配、製紙、 
リサイクルといった多様な事業を包含した総合事業 
体としてとらえ、事業に“科学的•体系的手法”を採 
り入れ、「ビジネスとしての電話帳事業」、新たなる 
「電話帳文化の創造」への第一歩を踏み出したのです。 

| 電話帳情報の鮮度アップと環境に優しい事業 

電話帳改革、その序曲は民営化以前の1983年(昭 
和58年）に着手し、1985年(昭和60年）に完了した電 
話帳の名称変更です。 

ショッピングに役立つ街の情報誌という意味で職 
業別をタウンページへ、また、50音別は人と人との出 
会いをイ メー ジした ハロー ページに変更しました。 
そして、表紙デサインも斬新なものに統一しました。 

しかし、情報の新鮮さ、使いやすさ、見やすさの 
面で、また、作業効率、環境問題の面で事業として 
改革すべき課題は数多くありました。 

これらの課題を解決すべく、まず、取り組んだの 
がタウンページの発行周期の12 力 月 化 （1984 年 〈昭和 
59 年〉）、 手作業主体の電話帳編集のコンピュータイ 匕、 
電話帳編集システム （ DUET : telephone Directory 
Updating and EdiTing system ) の導入 （1986 年 〈昭和 


■電話帳広告収入の推移 


億円 

1，800 



1985 86 87 88 89 90 91 92 93 94年 


1,600 

1,400 
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新しくなった東京23区のタウンページ 


61年〉10月）、さらに大都市におけるトラヒック（通 
信量）や利用者の購買行動をもとにした電話帳収録 
エリアの見直し （1989 年〈平成元年〉3月、広島版) 
でした。 

作業の効率化と発行周期の短縮による情報鮮度の 
向上、大都市のタウンページのスリム化と使いやす 
さ、見やすさを大幅に改善しました。 

特に、スリム化では、上•中.下巻合わせて約 


1986年(昭和61年)、 「 CD タウンぺ 
ージ」の試作品が完成 


名称変更した職業別電話帳タウンページと、 
50音別電話帳ハローぺ-ジ 


5,000ページの分厚くて、使いにくいと不評であっ 
た東京23区のタウンページを1エリア1，600ページ 
相当の新しいタウンページに刷新 （1992 年〈平成4 
年〉3月）しました。また、紙使用量も60%を節減、 
資源の節約ばかりでなく、電話帳事業にとっておろ 
そかにできない課題であった環境保護にも大きく貢 
献するものでした。 

|欧米型販売ノウハウで急成長 

民営化後1，000億円の広告販売を目指してきた電 
話帳事業は、いまや約1，700億円事業 （1995 年〈平成 


7年〉3月末）に急成長を遂げています。 

その要因は、まず、欧米型販売ノウハウであるマ 
ー ケティ ング手法を駆使した各種科学的なセール 
ス•テクニックを次々と導入し、 販売担当者教育に 
生かし、実践してきたことにあります。 

東京と大阪に販売担当者の訓練センターを設置 
し、販売担当者に徹底した提案型販売手法を教育し、 
訪問に よるセールス、 電話に よるセールスに 柔軟に 
対応した販売手法の確立、定着化を図ってきました。 

また、全国で100種類近くあったタウンページの 
広告の規格サイズを21種類に統合、ページレイア 
ウトも、電話番号情報を広告が U 字型に囲む形に規 
格化、制作コストを削減するとともに誌面の洗練化 
を図り、タウンページの媒体価値を高め、事業の発 
展に大きく寄与しました。この広告規格とレイアウ 
卜の統一は、将来のコンピュータによる自動編集、 
自動レイアウトをにらんだものです。 

さらに、1，000万件もの情報が掲載されている夕 
ウンページ情報を活用したいとの要望にこたえ、 
1990年（平成2年）1月からその情報の販売を開始、 
データベース事業へ も進出しました。 



発行部数年間約6,000万部のタウンページ 
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時代を彩るニューページのかずかず 


| 多彩なニューページの発行 

1985年（昭和60年）に地域に特化した生活情報と 
電話番号を掲載した新しいタイプの電話帳、「ミニべ 
ージ笠間」（茨城県笠間市）が発行されました。当時 
は“ バラエティー 電話帳”と呼ばれ、これが ニュー 
ページの 第1号です。 

以後、遊園地や博物館など子供向けの情報を収録 
した「お母さんの情報誌」、妊娠•出産.育児のハ 
ウツーと電話番号情報を掲載した「赤ちゃん電話 
帳」、さらに、日本を訪れる、日本で暮らす外国人 
のための英語電話帳「 CitySourceJ など、新しいタイ 
プの電話帳を次々に発行しました。身近な情報誌と 
して話題を集め、新たな「電話帳文化の創造」と「マ 


ーケット開拓」に大きく貢献しています。 

■ 2,000億円事業への展開 
■ー システムの一元化一 

急成長を遂げた電話帳事業は、いま再び大きく変 
わろうとしています。 

民営化後に導入した D U E T などの各種システム 
を更改、データベース管理から広告販売•版下作 
成 • 編集 • 配達に至る全生産工程にそれぞれ新しい 
システムを導入し、そのシステムを一元的に管理す 
る電話帳統合システムを構築、さらにマルチ メディ 
ア時代に向けて、電話帳情報の CD - ROM 化や才 
ンラインアクセス化を目指した研究 • 開発に取り組 
み、“電話帳2,000億円事業”への道をひた走ってい 
ます。 


COLUMN 

日本全国のタウン誌にエール 


NTT は1985年(昭和60年)から毎年、日本全国で発行 
されて t ゝるタウン誌に呼びかけ、 「 NTT 全国タウン誌フ 
ェステイバル」を開催して t 、ます。 

フェステイバルは、 地域文化•地域 コミュニケ ーシヨ 
ンの振興の一助として、また“全国のタウン誌がんばれ” 
の願 t 、を込めて実施してきました。 



第1回の408誌から1995年(平成7年)の第11回は645 
誌へと、回を重ねるごとに増え続けています。 

年に1回、11月1日から30日までの電話帳月間に開催、 
6人の選考委員の審査によって優秀なタウン誌を選び、 
大賞 • 部門賞-奨励*各誌を表彰して t ゝます。 

応募のあったタウン誌はすべて「全国タウン誌ガイド」 
( NTT ® 話帳事業推進部発行)に掲載。誌名.発行者の所 
在地.電話番号.体裁.発行部数などの基礎データのほ 
か、内容や特色の紹介、編集長の自己 PR まで、多岐にわ 
たってまとめています。 

記念すべき創刊号 （1985 年版）によると、この時既に、 
タウン誌1誌当たりの平均発行部数は約3万4,000部、総 
発行部数は2億部を超えています。まさに、地域社会や 
文化を支える コ ミュ ニケー ション ツールに なって いる こ 
とがうかがえます。 
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東^®号•羊 tf 癸った日一4ケタ化 



■ファクシミリ、パソコン通信が回線増に拍車 

1991年(平成3年.羊年)1月1日午前2時、東京23区など「〇3」 
地域635万回線の電話の市内局番が、頭に「3」の付く 4ケタ番号に 
変わりました。 

東京都内の濯蹯号が2ケタから3ケタに移行したのは、1960 
年(日召和35年)2月。この時は市内局番の末尾に H 」を加える方式を 
採用しています。 

市内局番が2ケタから3ケタになると、理論的に使用できる番号 
が000万になります。 

しかし、頭の数字「0」は市外局番、「1」は救急などに使われてい 
るため、単純計算で使用できる番号は800万になります。また、移 
転に伴う間違い電話対策として、一定期間番号を保留するため、さ 
らに使用できる番号が減ることになります。 

それでも当時の東京都内の電話加入者は、約60万ほどでしたか 
ら、ほとんど無尽蔵にも思えたのですが……。この3ケタの市内局番 
も1981年(昭和56年)ごろから不足し始めています。 

これは、情報化社会驗としてファクシミリの急速な普及や、パソ 
コン通信などの新規需要が伸びたことが大きな要因として挙げられ 
ますが、それ以上に、電話は生活必携アイテムとなり、特に一人暮ら 
しの大学生のほとんどが自分専用電話をもつといったライフスタイ 
ルの変化が挙げられます。電話機の自由化による留守番電話ゃコ_ 


東京支社内に設けられた切替 
実施本部。切替直前の緊張感 
がうかがえる 

ドレス曜舌のヒットが、それに拍車をかけたといえます。 

1987年 (0 召和62年)1月には、ポケットべルの市内局番を4ケタ 
に変更し、ポケットべルで使っていた3ケタの市内局番を電話用に割 
り当てて対応しています。さらに、1988年(昭和63年)2月からは、 
新設の一]役局番にも頭激字「5」の4ケタを採用してきました。 

それでも1989年(平成元年) 3月末で曜舌加入数が622万となり、 
1991年(平成3年) 3月末には回線容量を約3万回線オーノ (一する 
ことが 確実になり、4ケタ化に踏み切る ことになりました。 

■3 ケタ化の時、既に予見されていた4ケタ化 

実は、1960年(昭和35年)の3ケタ化が実施された時、関係者 
の間では、4ケタ化などの対策が早晩必要になるということが予見 
されていました。具体的には、1973年(昭和48年)12月、「局番 
四数字化連絡会」が電電公社東京通信局(当時)に設置されました。局 
番の不足はとうとう深刻な事態を迎えた、と認識されたのです。実 
際に一 斉 4ケタ化が実施され る 1991 年(平成 3 年)までは、ここか 
ら18年もの長し辟月を必要としたのです。 

東京23区の市内局番は、4ケタ化でその容量は一^に6,0◦◦万 
〜 7.◦〇〇万に広がりました。 

初めて3ケタになった196◦年(昭和35年)の時のように"ほとん 
ど無尽蔵’にも思えますが、また不足になる日はし)つのことでしよう 
か 0 


想^®^^^ 

nHT^ ' 乃. 

nra v . 

ip am 

平成 3 年 1 印 日隸畤より、 HTT ® / 

東京の市内局番が、 
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海と陸、情報を運ぶ“通信の7 \イウエー” 

北海道から沖縄まで。光ファイバケーブルは海と陸に張り巡らされ、マルチメディアに 
対応した大容量のディジタル伝送路が完成しています。 


I 日本縦貫、北から南まで 
4,000 km の大動脈伝送路 

1986 年(昭和 61 年) 11 月に、九州•宮崎〜那覇間の 
海底に世界最長 (797 km )、 かつ最大伝送容量 (400 
Mbit / s ) の海底中継光ファイバケーブルを敷設しま 
した。 

このルートと、津軽海峡(佐井〜大森浜間 45 km )、 
噴火湾(森〜室蘭間 33 km ) の海底区間を含む旭川〜 
鹿児島間にわたって日本列島を縦に貫いている高度 
情報社会の大動脈伝送路「日本縦貫光ファイバケー 
ブル伝送路」 （1985 年〈昭和60年〉2月完成、主要34 


も 400 Mbit/s (電話換算で5,760回線)もの大容量伝送 
方式を実用化した、世界初の伝送路でもあります。 

この大動脈伝送路の完成によって、映像伝送サー 
ビスや高速デイジタル伝送などの普及に伴う通信需 
要の増大に即応した通信基盤が整備されました。 

民営化後10年でネツトワークのデイジタル化を急ピ 
ツチで進めました。全国に網の目のように張り巡ら 
されている通信ケーブルは、その大動脈伝送路日本 

■基幹光ファイバ網と 
高速•広帯域バックボーンネットワーク 



東京 


とう道内の光ファイバケーブル 


ATM 伝送 ノード 
伝送 ノード 
超高速光伝送路 
高速光伝送路 


都市を経由する3,400 km ) とを結び、北から南まで約 


4,000 km の“高速通信ハイウエー”が完成しました。 


この海底光ファイバケーブルが当時の世界最長 • 


最大なら、先の日本縦貫光ファイバケーブル伝送路 


J ム島 
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縦貫光 ファ イバ ケーブル 伝送路を始め全国県庁所在 
地などを結んでいる基幹光ファイバケーブル伝送路 
なのです。 

こういった基幹回線での伝送方式の大容量化が進 
み、1987年（昭和62年）12月に 1.6 Gbit / s 、 1991年(平 
成3年）4月には 2.4 Gbit / s を実用化し、さらに次世 
代の 大 容量光伝送方式として、 10 Gbit / s 光伝送方式 
の導入を進めています。 

離島の通信確保から基幹伝送路へ、 
海底ヶーブル 

光ファイバケーブル網によって日本全国に張り巡 
らされた“通信の高速ハイウヱー”の総延長距離は 
約12万 km です。 

海路のハイウヱーを担う海底ケーブルの総延長距 
離は、北は北海道礼文島から南は沖縄県八重山群島 
まで約1万 400 km (1995 年〈平成7年〉3月末）で、こ 
のうち光ファイバケーブルは約4,600 km です0 

約400の島々と本土を結ぶ、貴重なライフライン 
海底ケーブルは、「離島の通信確保」という所期の目 
的から 大きく 発展し、光化によって「国内主要通信 
網の基幹伝送路」の一翼を担うようになっています。 

日本で最初に海底光ファイバケーブルを敷設した 
のは1983年(昭和58年)9月、福岡市の北崎と玄界 
灘に浮かぶ小呂島間(約 29 km ) です。 

海底光ファイバケーブルの歩みのなかで、次にエポ 
ツク メーキン グなのは、1986年(昭和61年)6月の北海 
道苫小牧〜青森県八戸間 (282 km ) の海底中継光ファイ 
バケーブル敷設です。 

これは、海底光中継方式の実用化に伴う海底伝送 
路の大容量化により実現したものです。これにより、 
海底ケーブルが、これまでの離島の通信確保から国 
内主要通信網の基幹伝送路としての役割を担うこと 
も可能となりました。 

さらに1990年（平成2年）6月、世界に例をみない 
大容量(電話換算で約7万2,000回線)で長い中継間隔 
(約 100 km ) の海底中継光ファイバケーブル伝送シ 
ステムを、島根県浜田市〜福岡県粕屋郡間 (256 km ) 
で実用化しています。また、1993年（平成5年）10 
月の和歌山〜徳島間 (19 km ) の最多心（100心）海底 
光ファイバケーブル敷設も技術開発の成果を示すも 


のです。 

最も新しい成果として特記されるのは、1995年 
(平成7年）4月に敷設した鹿児島〜那覇間 (905 km ) 
の海底中継光ファイバケーブルです。これは沖縄で 
の新たな民放テレビ局の開局要望やディジタル需要 
に対応するため敷設したものですが、光ファイバア 
ンブ中継方式を初めて採用することで、将来の通信 
需要増にも十分対応できる設計となっています。現 
在は 2.4 Gbit / s の伝送方式ですが、陸上の設備を取り 
換えるだけで 10 Gbit / s まで対応できます。これは電 
話に換算すると77万回線相当となり、まさにマル 
チメディア時代のスーパーハイウェーといえます。 

最近では、新設海底ケーブルのほとんどが光ファ 
イバケーブルとなっています。 

|世界の最先端をいく敷設技術と装備 

海底ケーブルは、同軸ケーブルから光ファイバケ 
ーブルの時代へと転換、新時代へと突入しています 
が、その作業を行っているのが、 NTT 海底線エン 
ジニアリングセンタ所属の海底ケーブル敷設船、黒 
潮丸、光洋丸、瀬戸内丸です。 

これら敷設船は、ケーブル敷設に適したルートに 
正確にケーブルを敷設するための、高精度の測位装 
置「ディファレンシャル GPSJ (世界中どこでも測位 
誤差土 5 m 以下）や、海洋調査および敷設工事の各 
種データの記録.作成が可能な「調査.工事データ 
収集システム」を搭載しており、位置精度の向上と 
作業の効率化を図っています。 

船首.船尾からケーブルを繰り出すケーブルエン 
ジン、特に黒潮丸には、大きな中継器もスムーズに 
海底に埋設するための装備としてリニア式ケーブル 
エンジンや、適用水深 600 m の鋤式埋設機を搭載し 
ています。また、光洋丸や瀬戸内丸には、高圧の海 
水で海底に溝を掘るタイプのウォータージェット埋 
設機を搭載しています。最近では、これまでの埋設 
機では困難だった硬い地質でも埋設可能な「海底ケ 
ーブル埋設システム」も登場しています。 

海底ケーブル埋設システムには、砂岩程度の硬さ 
の岩でも掘削可能なロックホイールカッタ、比較的 
硬い底質で 2 m まで埋設可能なチヱーンカッタがあ 


59 





:]日本列島をめぐる海底ケーブル 


春海底光ファイバケーブルの最長距離：鹿児島〜那覇間 905 km 
參海底光ファイバケーブルの最短距離：大分県■律久見〜保土島間ン 
參海底光ファイバケーブルの最深距離：新潟〜札幌問 3,700 m 
參海底光ファイバケーブルの最浅距離：宮城県.塩釜〜桂鳥間 2 m 

京都府•宮律〜天橋立間 2 m 

①水底ケープル敷設の湖 

北海道•朱鞠内(しゅまりない)湖 
©水底ケーブル敷設の湖 
津軽半島•相内十三湖 
©水底ケーブル敷設のダム 
静岡県•井川ダム 
©水底ケーブル敷設の湖 
琵琶湖•沖島 

⑤水底ケーブル敷設の川 
兵庫県•円山川 


k 

青森 


仙台 


新潟 







■:東」 


豊橋 


徳爲 


和歌山 


三宅島 


八丈島 



ります。また、 2 m 埋設が可能なウォータージェッ 
卜ゃ埋設機にケーブルを装着する、人間の腕のよう 
なクレーンマニピュレータを装着しています0 
これにより船の錨による故障の可能性が高い水深 
100 m までの 2 m 埋設、および底引きなどの漁労故 
障対策として、水深1,00 0 m までの lm 埋設を行う 
ことができます。 

このほか、水深1,000 m までのケーブルの調査や 


西表島 


修理支援を行う水中ロボット、最適なケーブルルー 
卜を選定するための種々の海洋調査機器などを所有 
しています。1872年（明治5年)、関門海峡(前田〜雨 
窪間 1.1 km ) に初めて海底ケーブルが敷かれてから百 
二十余年。手漕ぎの和船 • 団平船からハイテク装備 
の新鋭船の活躍へ。 NTT の最新技術は、日本近海 
を“通信ハイウェー”に 変えつつ あります。 



黒潮丸による海底ケーブル敷設作業 


海底ケーブルの陸揚げ 



光ファイバケーブル 
同軸ケーブル 



奥尻島 



















ユニバーサルサービスの 提{共 


ナ□グからデ V ジタ) UD ネットワークへ 



籲 SPC 化工程量の推移 册 

800 

说常化以前の 

工程 ■ 

400 

^ '議 

. 〇 

1973-77 87 88 89 90 9192 93 94年度 

平均 

•中継系光ファイバケー km 

ブルエ程量の推移 . 20,000 

1987 88 89 90 9192 93 94年度 

■ 過去最大のプロジェクド53_の S P C 化”の達成 

NTT の電気通信網は、電電公社発足の翌年の1953年（昭和 
28年)以来、“加入電話の積滞解消” “全国自動即時化"を二大目標と 
し、6次にわたる5力年計画により構築してきました。二大目標 
は離島の自動即時化を除き、1979年(昭和54年)に達成、そし 
て民営化当時では4,000万加入を超える電話ネットワークに成 
長を遂げました。 

しかし、情報化社会の進展に伴い、さまざまなサービスの提供 
が要求されるようになると、電電公社時代に築き上げた電話サー 
ビスを主とする八ードウェア中心のアナログネットワークでは限 
界が生じ、サービスにより柔軟に対応するために、ネットワーク 
のソフトウェア化、ディジタル化が強く求められるようになって 
き■ました。 

そこで NTT では、単年度の事業計画以外にも中長期のディジ 
タル化計画を策定し、すべての交換機を SPC(Stored Program 
Control ) 化する大プ□ジェクトに着手しました。8年の歳月と4 
兆円の巨費を投じたこの一大プロジェクトは、当初の計画を大幅 
に前倒し（当初の計画は2000年〈平成12年〉度末予定)して、 
1994年(平成6年)度末をもって完了しました。民営化後の1〇 
年を「通信ネットワークの進化」という視点でみた場合、この10 
年は、まさに u アナログからディジタルへの移行の10年"といえ 
よ4 〇 

電話交換機の制御方式は、大別すると布線理論制御方式と蓄積 
プ□グラム制御方式の2種類に分けられます。 SPC 化とは、従 
来の布線理論制御の交換機（クロスノ（交換機)を蓄積プログラム制 
御の交換機、 SPC 交換機(ディジタル交換機含む）に更改するこ 
とをいいます。また、 SPC 交換機の中でも、アナログ方式の機 
種 ( AXS 、 DEX ) もディジタル交換機に更改されてきており、ア 
ナ□グ交換機すべてが、ディジタル交換機に更改されディジタル 
化が完了するのが1997年(平成9年)度末の予定です。 

民営化当時、 NTT の加入者交換機は、大半がクロ スバ 交換機 
(布線理論制御方式)で構成されており、新たなサービスを提供す 
る場合、人手による制御回路の変更に長い期間と、膨大な稼働を 
余儀なくされていました。それに対し、 SPC 交換機はコンピュ 


—夕でコントロールする方式なので、ソフトウェアの変更だけで 
すみ、より迅速に新サービスの提供が可能になりました。 

_多様なニーズにこたえるためのディジタル化の推進 

この SPC 化が、当初の予定を前倒しして推進されたことには、 
大きく分けて3つの意味があるといえます。 

① お客さまサービスの視点から：日本全国どの地域でも料金明細 
内訳書の送付ができるようになり、また「テレジョーズ」「テレワ 
イズ」「テレワイズ•ワイド」「テレチョイス」など各種通話料の月 
極割弓 I サービスなど多彩なサービスが利用可能になりました。 

② 公正競争市場の整備の視点から：1987年(昭和62年)に DDI 、 
JT 、 TWJ の新規参入事業者3社が電話サービスを開始し 、 NTT 
と NCC の相互接続が開始されましたが、相互接続を実施するに 
当たっては、 NCC 側での料金計算や事業者間の料金精算を行う 
ために、 NTT 側の交換機から ID (加入者識別情報）を送出するこ 
とが必要です。ク□スバ交換機では、 ID を送出するためには、 
特別の付加装置を設置し、お客さまと付加装置を接続する工事が 
必要なため、相互接続をご希望のお客さまに工事費を負担してい 
ただいていました。しかし、 SPC 交換機では特別の付加装置を 
必要としないため、1993年(平成5年) 7月から ID 工事費用の利 
用者負担は無料化され、 ID 工事のための事務処理も不要となり 
ました。このように、 SPC 交換機の増加は、電気通信事業の公 
正競争条件の確立といラ観点からも急務でした。 

③ 経営基盤確立の視点から：交換機の遠隔監視、制御が可能にな 
り、保守拠点などの集約化が進み、 SPC 化の推進は保守効率を 
向上させる一因ともなりました。 

こうした SPC 化の推進事業は、マルチメディア時代の到来を 
念頭において進めています。ディジタル通信サービスが今後劇的 
に増加することを考慮し、単に交換機を SPC 化するだけではな 
くディジタル交換機に更改し、また中継伝送路も光フアイノ（ケー 
ブルを敷設し、ディジタル伝送路に更改する方法で行いました。 
SPC 化完了により、ディジタル通信サービスが主流となるマル 
チメディア時代に向けて、大きくファーストステップを踏み出し 
たといえます。 
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i 高度 3 万6,000 km の情報基地“ 通信衛星，， 

赤道上空約3万6,000 km にある静止衛星による“衛星通信”。 

離島通信 • 災害対策に始まり、地上回線との融合から ISDN 対応、そして、いまマルチメ 

ディアサービスへの適用の時代へ……。 
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I 日本初の実用通信衛星 「CS — 2」 

日本国内での衛星通信サービスの歴史は意外と新 
しく、1983年(昭和58年)に打ち上げられた、わが 
国初の実用通信衛星 「CS — 2」(さくら2号)によるも 
のからです。 

この CS - 2の打ち上げにより、それまで手動接 
続されていた本土〜離島(小笠原諸島、硫黄島など) 
間のダイヤル自動通話が可能となりました。文字通 
り、わが国の電話ネットワークが“いつでも、どこ 
でも”の時代を迎えました0 

また、衛星通信は、災害時の非常通信手段の確保 
という面からも、きわめて大きな社会的意味を有し 
てきました。 

CS - 2を打ち上げた1983年(昭和58年）7月に起 
きた山陰地方の水害や同年10月の三宅島噴火、 
1985年（昭和60年）8月の日航機墜落事故、そして、 
1995年(平成7年）1月の阪神.淡路大震災に至るま 
で、多くの災害時に、通信確保やテレビの臨時中継 
などに使用され、衛星通信は市民生活の安全を確保 
するうえで欠かす ことのできない イ ンフラストラク 
チヤ（社会基盤）となっています。 

CS -2 は、そのほか各種イベント会場からの臨 
時回線設定を可能にするなど、衛星通信の登場は、 
NTT のサービスの領域と可能性を大きく広げるこ 
とにも貢献してきました。 

地上回線による通信が当たり前だった当時として 
は、“人工衛星”を用いた通信手段の登場は、まさに 
通信革命とでもいうべき画期的なものでした。 

「 CS -3」 で衛星通信 サービスに 
さらなる広がり 

最初の通信衛星「 CS -2 J の時代は1988年(昭和63 
年)まで続き、同年、新通信衛星 「 CS - 3」の時代が 
始まりました。この時代になると、 CS —2 時代の 
“衛星通信=離島通信 • 災害対策”的な発想を超え、 
より高度な利用方法が模索されるようになりました。 

広域性や回線設定の柔軟性などの特徴をもつ衛星 
通信は、地上通信網と有機的に組み合わせることに 
より、トラヒック（通信量）変動に強く信頼度の高 
い通信網を実現できます。 


この考えに基づいて開発されたシステムが衛星中 
継網方式 DYANET (DYnamic channel Assigning 
and routing satellite aided digital NETworks； で 1 〇 
このシステムは衛星通信回線を日本全国で共同利用 
し、電話がつながりにくくなった区間に自動的に割 
り当てるシステムです。 

たとえば、1つの回線を、ある時は東京〜北海道 
間に、またある時は大阪〜九州間にというように、 
柔軟に利用し、全国規模で円滑な通信を確保します。 
これにより、衛星通信もネットワーク上の要として 
組み込まれました。 

|他社衛星を利用、専用 • 旧 DN サービスも提供 

NTT の衛星通信サービスは、国が中心となって 
計画した通信衛星 CS - 2および CS - 3を用いて提 



N - STAR の打ち上げおよび打ち上げ成功後の会見模様 


(ギアナ宇宙センターにて、左: NTT 山口会長、右:アリアンスぺース社ビゴー会長) 







ユニバーサルサービスの 提イ共 


N-STAR (静止軌道上想像図) 


供してきました。 

一方、通信の_由化に伴い、衛星系の新規参入事 
業者も登場し、1989年(平成元年)以降、商用通信衛 
星が打ち上げられました。 

これらの衛星には、新たに日本国内で衛星通信に 
利用することが認められた Ku バンド (14/12 GHZ ) の 
中継器（トランスボンダ)が搭載されました。 

NTT では、こうした時代の変化に対応し、1989年 
(平成元年)から日本通信衛星(株)(現(株)日本サテライ 
トシステムズ)の中継器を利用し、衛星ディジタル通 
信や衛星ビデオ通信といった専用サービスも提供し 
ています。 


また、ディジタル通信網が完備されていない地域 
での需要に即応するため、衛星通信を利用して INS 
ネッ ト64と INS ネッ ト1500の ISDN サービスを実現 
し、 ISDN の導入初期における小規模需要への対応 


新宿ネットワークセンタ屋上の衛星地球局 

最大級の大きさを誇り、システム的にも4つの周波 
数帯の中継器、5種類のビームを搭載し、次世代の 
通信需要に対応する多彩なサービス機能を備えてい 


にも大きな役割を果たしています。 


ます。 


|「 N — STAR 」 が開く新しい物語 

CS - 3に替わる NTT の次期通信衛星 「 N - 
STAR 」 の契約が、アメリカのスペース.システム 
ズ/ロラール社と正式に調印された1992年成4 
年）3月31日 、 NTT の衛星通信サービスの歴史に新 
たなる1ページが記されることとなりました。来る 
べきマルチメディア時代に対応する新しい時代の幕 
開けです0これまでの離島通信、災害対策、地上系 
ネットワークの補完といった役割を継承しながら、 
一方で、新たなマルチメディア時代への対応を展望 
した N - STAR は、1995年(平成7年）8月29日、無 
事打ち上げられました。 NTT 初の“自主調達通信衛 
星”です。 

全長 27.3 m 、 重量約2 t と既存の静止衛星では、 


いま、電気通信市場は、ネットワークのボーダレ 
ス化、通信と放送の融合、そしてアクセス系におけ 
る高度化、さらには ユーザニーズのグローバル 化と 
いった大きなうねりのなかにあります0 
広域性、同報性、回線設定の柔軟性といった優れ 
た特性をもつ衛星通信については、今後のマルチメ 
ディア時代のなかで、地上通信網と有機的に連動し 
た広域ネットワークの構築、衛星ビデオ•オン•デマ 
ン ド （ VOD ) といった インタラクテイブ アブリケー シ 
ヨンの 提供、地上基地局で カバーし きれない移動通 
信サービスの提供など多彩な利用が期待されます。 

ユニバーサルサービスの ための インフラス ト ラク 
チヤの役割からマルチメディア時代を支える21世 
紀の情報基地へ、いま3万6,000 km の空のかなたで、 
衛星通信の“新しし、物語”が始まろうとしています。 
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教訓の歴史、「災害対策」 


震度7。通信設備にも甚大な被害をもたらした「阪神•淡路大震災」。グループの総力を 
挙げ、電話の復旧活動を展開しました。そして、また新たな教訓を得ることになりました。 


| 空、 P 室、海から、人、資材のバックアップ 

1995年(平成7年）1月17日午前5時46分。淡路島 
北東部を震源とする巨大地震が発生しました。直下 
型、震度7のそれは観測史上稀有の激震です0 

激しい揺れによって、神戸、淡路島、芦屋、西 
宮、大阪など阪神地方に大きな被害が及びました。 

家屋の全半壊約19万戸、死傷者は4万人を超え、 
戦後最大の大震災となりました0 

JR 東海道線、山陽新幹線など鉄道の高架橋は崩 
れ落ち、阪神高速の高架道路は広範囲にわたり横倒 
しとなり、電気、ガス、水道、そして電話などのラ 
イフラインの被害もまた甚大でした。 

神戸地域では、交換機の電源故障などにより最大 
28万5,000回線が不通。神戸地域の加入回線数は約 
144万回線ですから、その20%近くが不通になった 
ことになります。 

さらに、加入者系通信ケーブルは家屋の倒壊や焼 
失によって約19万3,000回線が被災。 

また、全国からの安否を気遣う電話により、かか 
りにくい状態(輻輳：ふくそう）が5日間にわたり被 
災地だけでなく全国に波及しました。 

特に17日は、通常ピーク時の50倍の電話が被災地 
に向け殺到しています。 


「阪神•淡路大震災」と命名され、未曾有の災害発 
生という悪条件のなかで、 NTT は復旧活動を迅速 
に進めました。応急復旧班による被災状況の把握と 
移動電源車による電源確保や、車載型衛星地球局を 
使っての無料公衆電話の開設など、“非常時こそ通 
信が重要”を念頭に、サービス復旧の完了目標日を 
1月末に設定し、作業を進めました。被災地以外か 
らの応援約4,000人を含む1日7,000人を超える体制 
で、復旧活動が昼夜を徹して進められたのです。 

道路が寸断され、市内各地で渋滞が発生。補修機 
材の搬入に支障を来すと、ヘリコプターで空路を確 
保、さらに海底ケーブル敷設船も出動させ、海路か 
らも搬入しました。空、陸、海とあらゆるところか 
ら、機材や資材、人員を送り込んだ結果、家屋倒壊 
などで電話復旧の見通しのたたないケースを除き、 
回復を希望されたお客さますベて(約10万回線)につ 
いて、1月末までに予定通り復旧を完了させました。 

一方で、 NTT がいわゆる情報化社会になって初 
めて遭遇した大都市激甚災害は、従来の設備面での 
耐震性、信頼性といったことにとどまらず、長期化 
した輻輳問題、公共機関や企業の緊急通信確保など 
今後の災害対策に多くの教訓を残しました。 



NTT 社員による復旧作業 


阪神 • 淡路大震災における高速道路の被害 








ユニバーサルサービスの 提供 


■災害発生状況と対策の歴史 

1968 7172 75 78 


82 83 84 85 


90 93 95¢ 




f 伝送路の2ルート化.多ルート化 . TTS 分散 . MGSW.DSW 


広島豪雨 
(1972,7) 



ロサンゼルス 

地震 

(1971,2) 


世田谷 
とう道火災 
(1984.11) 


日航機 

墜落事故 

(1985.8) 





阪神•淡路 
大震災 
(1995.1) 


f 大規模設備•ソフト故障 • 異常輻輳 


I 


T 


^局分散/2重帰属 f 首都圏網.県内中継網.地域中継網 


( 局舎設備の耐震対策•とう道網の建設 • 耐震対策強化 


asai 


ベ 局舎の水防対策 


/ハロン消火設備の導入 


^局舎の水防対策•バッテリーの増容量 


/ 雛燃ケーブル•機械接続工法•延焼防止対策(防火壁)•とう道内作業管理の強化 


f 機械室の架•フリーアクセス床の補強 • 橋梁添架管路などの局外設備の強化 


丁 Z -60 の増備/ TZ -41 の開発 


f 可搬形自勋車電話基地局の開発 


/ KS —1の開発 
衛星通信の利用拡大 
広域災害用応急 

ケーブルの開発 


广 全国利用型伝言ダイヤルサービスの開発 
被災地ネットワークの支援、構築 
ライフライン公衆電話の無料化 


’ディジタル化に対応した ( 
災害対策 H 1 機器の見直し 


災害対策機器のディジタル化 
レスキュー 隊の編成 


C ~ m ™ 藤職 Uf •赚方式の開発 


ポータブル衛星通信地球局の開発 


127年間の災害から得た教訓 

NTT が総力を挙げて、災害対策に取り組むきっ 
かけとなったのは、1968年(昭和43年)に起きた北海 
道 • 十勝沖地震です。 

それまでにも地震 • 台風災害などで電気通信設備 
に被害を受けましたが、十勝沖地震の時には北海道 
〜本州間の通信が被災後2時間にわたって途絶し、 
被災状況がつかめず、社会問題となりました。 

十勝沖地震を教訓に、交換機の分散や市外回線の 
伝送路の多ルート化、または2ルート化を実施し、 
伝送路の1つが故障しても、自動的にほかのルート 
へ切り替わり、サービスの寸断をなくす措置を全国 
的に講じました。 

1984年(昭和59年)11月の東京*世田谷とう道火災 


では、電話局に引き込むおおもとのケーブルが被災、 
加入者回線の2ルート化の効果が発揮されなかった 
ことから、以後回線を複数の電話局に分散収容する 
異経路の専用サービスを開始しました。 

教訓とする災害は、国内にとどまりません。1971 
年(昭和46年）2月に発生したアメリカ•ロサンゼル 
ス地震では、ビル内の装置類が転倒、倒壊し電話交 
換機の機能がストップ、一部地域の通信が途絶して 
しまい、連絡用に使用した小型無線機器が、復旧 • 
救護活動の面で大いに役立ちました。 

NTT が災害対策として、非常用電話局装置の設 
置やとう道の建設を促進し、災害応急復旧用の無線 
電話機の配備を行ったのは、このロサンゼルス地震 
がきっかけです。 

通信の、①システムとしての信頼性の向上②重要 
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通信の確保③早期復旧、を基本に、研究開発も含め 
各種対策をとってきたことも過去の教訓から得たも 
のです。 

阪神•淡路大震災では、過去の災害ケースのすべ 
てが発生したといっても過言ではありません。 

それにもかかわらず、壊滅的被災に陥らなかった 
のは、これまでの災害対策の成果であり、具体的に 
は、次の部分でその効果が認められました0 

① 光フアイバ網のループ化と伝送路の自動切り替え 
により、長距離系の主要交換設備への地震の被害を 
抑制 

② 通信ケーブルの地中化により、信頼性の高さを実 
証 


ての緊急回線の増設などを実施 
⑧災害対策室の常設により、過去の災害で蓄積した 
ノウハウを生かし、迅速な対応および的確な対策を 
実施 

;; j 「 p 反神•淡路大震災」の教訓のすべて 

阪神 • 淡路大震災後、 NTT は、本社に「大都市激 
甚災害対策委員会」を設置。全般的な災害対策の見 
直しに着手し、1995年（平成7年）7月に、およそ 
750億円を投じる、1998年(平成10年）度を目標とし 
た災害対策の基本方針を決めました。それは、阪神 • 
淡路大震災の教訓をすべて反映し、技術開発やシス 
テム開発を含めた次のような抜本的な対策内容で、 


③加入者線交換機と中継交換機間の伝送路の分散設 新たなサービスや機能の実現に取り組みます0 

定により、通信途絶を防止 〔重点施策〕 


④ 通信衛星の活用により、車載型衛星地球局やポー 
タブル衛星通信地球局などを設営(避難場所約840力 
所に ピーク 時約3,000台の無料公衆電話を設置） 

⑤ 移動電源車の配備により、商用電源の停止と電力 
装置の故障に対応 

⑥ 通信用建物、鉄塔、所内設備の耐震対策により建 
物内に設置している交換設備などへの影響は希少 

⑦ ネットワーク、システムの監視.措置機能により、 
全国レベルでトラヒック状況の把握と輻輳対策とし 


■ライフラインに対する依存度の上昇 



1960 65 70 75 80 85 90 93年 


① 全国から被災者の安否が確認できる新たな全国利 
用型伝言ダイヤル（ボイスメール)の開発 • 提供 

② 通信衛星を活用した重要通信や被災地における情 
報拠点の確保 

③ 通彳 H ケーブルの地中化の一層の推進 

④ 交換機からの遠隔制御による広域災害時における 
停電時の公衆電話の無料化 

⑤ 学校、公民館などの公共施設と、自治体とを結べ 
る電子掲示板などを利用した被災地ネットワークの 
準備と人材 • ノウハウの提供 

〔主要施策〕 

① 予備電源設備の強化、ネットワークの信頼性と柔 
軟性の確保、通信設備の遠隔監視制御機能の強化な 
ど通信サービスの提供に必要な設備、機能、人材の 
確保とコントロールに関する施策 

② 11〇番 • 119番呼び出しの対策と機能の高度化、救 
急機関などの災害時優先電話の見直しによる重要通 
信の確保 

高度情報化社会を迎え、ライフラインのなかでも、 
電気通信への依存度がますます高まっていることを 
実感させられたのが「阪神 • 淡路大震災」でした。 
大震災は、明日への“信頼される電気通信”に多くの 
貴重な教訓を残し、1995年(平成7年)の歴史の1ぺ 
ージになろうとしています。 













ユニバーサルサービスの 提供 


■輻輳の回避と安否確認 


新ポイスメールシステムイメージ 



■通信衛星の多角的利用 


緊急衛星通信システム 



■被災地の情報流通を支援 


被災地ネットワーク 
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ネットワークの集中運用監視で故障発生の際、迅速に対応 
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事業の多角化と領域拡大のためのグループ会社戦略 

民営化10年。グループ企業は約140社、売上高も2兆6,000億円を超える企業群に成 
長しています。 


| チャレンジ精神で新規分野に続々参入 

民営化とそれに伴う競争時代の到来は、新生 
NTT に“チャレンジ精神”という風を送り込みまし 
た。 

民営化によって NTT は、電気通信事業の独占権 
を失いました。しかし、それは『日本電信電話公社 
法』によって束縛されてきた“投資の自由”と“新規 
分野への挑戦権”の獲得を意味しています。電電公 
社時代は、あらゆる面で法的な制約が厳しく、事業 
運営上、必要最小限の範囲で委託会社などへの出資 
が認められていたにすぎず、民営化により事業展開 
の自由度は飛躍的に広がりました。 

NTT は新規参入事業者 (NCC:New Common 
Carrier) との競争に対抗できるよう組織の合理化と 
スリム化を推進する一方、事業の多角化と領域の拡 
大を目指し、新しし、分野への積極的な参入を開始し 
ました。 

NTT のグループ企業戦略は、その設立の性格か 
ら3つの分野に大別できます。 

第1の分野は、事業領域の拡大を目指した新規事 
業会社です。 

その大半は1985年(昭和60年)度から1988年（昭 
和63年）度の4年間、つまり新生 NTT の黎明期に 
設立されています0 NTT のもてる「人」「物」「金」 
「情報」などのリソースを最大限に生かし、さまざ 
まなジャンルに果敢にチャレンジ、“1社体制から 
専門特化した機動的なグループ企業群への業態変 
革”を目指すグループ企業化戦略に緒をつけました。 

第2の分野は、俗に事業部切り出し型と呼ばれる 
事業分離型です。事業部を丸ごと NTT 本体から切 
り離すものでした。 NTT データ通信㈱、全国の各 
NTT 移動通信網(㈱ (NTT DoCoMo) などがこれに当 
たります。 

第3の分野は、 NTT 本体の専門機能を集約•特 
化して分社化する機能分社型です。 NTT 本体とし 
ても展開可能な分野を、あえて分社化することによ 
って専門性を高め、生産性を向上させるという狙い 
が込められています。㈱ NTT ファシリテイーズ、 
(株) NTT テレコムエンジニアリング （NTT — TE)、 



NTT リース ㈱ は総合リース会社へと急成長を果たした 
㈱ NTT テレカなどがこれに当たります。 


| 子会社第1号、 NTTLI — ス ㈱ 発足 

1985年(昭和60年) 4月11日に、 NTT の最初の子 
会社として NTT リース(株)が誕生しました。 

民営化後わずか10日というスピード設立ですが、 
そこには“電話機のお買い上げ制度への速やかな対 
応”という必然的背景がありました。 

民営化とともに電話機の設置なども自由化され、 
NTT も電話機を含む通信端末機器の売り切り販売 
(お買い上げ制度）を開始しました。しかし、リー 
ス契約や割賦による販売を希望するニーズも相当数 
予想され、それらの需要に対する“受け皿”が早急 
に求められたわけです。 

初の子会社設立、それもリース業という通信事業 
に直接関係 のない 新分野への参入ということもあっ 
て、設立前後には同社の存続を危惧する声があった 
のも事実です。しかし、 NTT リース㈱は、そんな 
周囲の心配とは裏腹に積極的に業容を拡大しまし 
た。 NTT のみならず 一般産業界にも進出し、事務 
用機器から建設機械、さらには外国企業へのファイ 
ナンスをも取り扱う「総合リース会社」へと急成長 
を果たしました。1988年(昭和63年）度には、成約 
高2,376億円、当期利益87億円を計上、設立4年目 
にして早くも単年度黒字化を達成しています。 

設立からわずか数年で、業界10位以内に名を連 
ねるまでになった、その目覚ましいまでの急成長ぶ 
りは“リース業界の奇跡”とまで称されています。 

NTT リース㈱の成功を手始めとして、業容拡大 
を目指す新規会社設立は、 テ レマー ケティング 分野、 
情報通信 エンジニアリング 分野、建築•建物 エンジ 
ニアリング 分野、不動産分野、 SI • 情報通信処理 





リエンジニアリング 


金融•カード 


電話帳ビジネス 


■事業系統図 


移動通信 


アメニテイ テレマーケティング 情報通信 

エンジニアリング 


SI •情報通信処理 


物流 


NTT 

グループ 

15の事業領域で 
約140の会社が 
活躍してい 


建築•建物 
F エンジニアリング 


教育ビジネス 


不動産 


広告•出版 


リサーチ•コンサルテ インク；/ 
人材派遣 


先端技術開発 


分野、金融.カード分野、電話帳ビジネス分野、教 
育ビジネス分野、広告.出版分野、リサーチ•コン 
サルティンダ/人材派遣分野、物流分野、アメニテ 
ィ分野、国際分野、先端技術開発分野、移動通信分 
野、と多岐にわたっていきます。この時期の新事業 
開拓にかけた NTT の強い意気込みがうかがわれま 
す。 

11一事業丸ごと分社で競争力を強化 

新しい職域開拓を目的とした関連会社設立ラッシ 
ュが一段落した1988年（昭和63年）5月、“事業分離 


とはないではないか”という意見もありました。し 
かし、①業務の効率化と生産性の向上を図り②『日 
本電信電話株式会社法』に束縛されずにフレキシブ 
ルな事業展開を図るべき、との観点から新会社とし 
て分離することが決定され、約6,800人が転籍しま 
した。 

NTT データ通信㈱の1994年（平成6年）度の売上 
高は約4,705億円（社員数9,700人)。売上面でも規模 
の面でも、情報処理の分野でトツプ企業に成長して 
います。 

事業分離型子会社の第2号が NTT DoCoMo です。 
携帯電話や自動車電話のほか、ポケットベル、船舶 


型”子会社の第1号として、資本金100億円、全額 
NTT 出資の NTT データ通信㈱を設立しました。 

データ通信事業は、 NTT 本体の1事業部として、 
金融システムを始め、公共•産業•社内などユーザ 
別、地域別のデータ通信システムを構築し、提供し 
ていました。 

分社化することについて、社内では、“成長性の 
大きい有望分野である事業を、あえて分社化するこ 


NTT データ通信㈱スタートの除#式 


電話、航空機公衆電話などを専門領域とするこの分 
野は、技術革新が著しく、かつ高い将来性が期待さ 
れる領域だけに、その市場は急速なパイの拡大が予 
想されていました。 

それだけに営業力強化が必要で、従来の委託会社 
の統合 • 再編 （1988 年〈昭和63年〉10月）、営業エリ 
アの統合 （1989 年〈平成元年〉3月）などを実施しま 
した。また『日本電信電話株式会社法』に縛られな 
い別会社による事業運営も検討していたところ、移 
動通信の新規事業者との公正競争の観点から、『日 
本電信電話株式会社法附則第2条に基づき講ずる措 
置』 （1990 年〈平成2年〉3月30日）の中で分離が明記 
されました。1991年（平成3年）8月、 NTT の移動 
体通信事業本部を母体として企画会社を設立し、 
1992年（平成4年）7月に営業譲渡、約1，800人が転 
籍しました。会社発足時の資本金は150億円、 NTT 
が全額出資しました。 

同社はさらに、移動通信商品の販売に不可欠な 
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“ 地域 密着 営業”を推進するた め、 関東甲信越を除 
く北海道.東北.東海.北陸•関西•中国•四国. 
九州の8ブロックに、それぞれ地域子会社を設立。 
1993年(平成5年）7月に営業譲渡しました。1994 
年（平成6年）度における地域子会社を含めた NTT 
DoCoMo グループ9社の売上高合計は約8,294億円、 
社員数は約6,200人に上り、急速に伸びる移動通信 
市場のなかで、今後の飛躍的な成長が期待されてい 
ます。 

加入電話、携帯電話に続く “第三の電話”として 
注目されている簡易型携帯電話 （PHS : Personal 
Handy phone System) についても、 1994 年（平成6 
年）10月に、 NTT と NTT DoCoMo の共同出資によ 
り NTT 中央パーソナル通信網㈱を始めとする9社 
を設立し、同時期に設立された他社グループとの公 
正競争を確保しつつ、新たな成長分野での積極的な 
事業展開により、 NTT グループ全体としての発展 
を目指しています。 

| 機能分社化で生産性が大幅にアップ 

こうした事業分社型に対し、 NTT 本体の専門機 
能を集約 • 特化して分社化する、いわゆる“機能分 
社型”の子会社設立は、1992年（平成4年）ごろから 
大がかりに進められるようになりました。 

その第1号が、電力、建築.ビル管理を一元的に 
担当する㈱ NTT ファ シリ テイーズ (資本金100億円、 
全額 NTT 出資)です。電力、建築ともに、電気通信 
事業の運営には不可分の重要な業務ですが、その技 
術領域が電気通信直系ではないため、1社体制では、 
いわば“縁の下の力持ち”的な役割に終始する宿命 


にありました。 

そうした専門機能を切り出して分社化することに 
より、社員の目的意識を明確にし、競争力を身に着 
け、ゆくゆくは一般市場にも進出を果たしていく、 
それが“機能分社型”の大きな狙いでした。 

(糊 NTT ファシリテイーズは、一級建築士1，354人 
を始め電力 • 建築関係の有資格者が勢ぞろいする専 
門技術者集団。専門技術を利して事業領域を拡大し 
ていくという狙いが的を射て、同社は設立2年目の 
1993年（平成5年）度決算で売上高1，397億円の 
1 1.4 %に当たる約160億円を NTT 以外で稼ぎ出し、 
順調な滑り出しをみせています。 

NTT テ レ コムエンジニアリング 各社も同様の意 
図で設立された子会社です。電柱の敷地管理という 
主業務は、電気通信事業体としての NTT にとって 
は大変重要な業務ですが、地味な業務であることも 
事実でした。しかし、分社化で目的をより明確にす 
ることで社員の意識改革に成功。サービスやお客さ 
ま満足度 （CS) への意識が芽生え、苦情の激減、ひ 
いては20 %余りの生産性向上へと結実しています。 

この“機能分社型”分社のもう一つの特徴は、“民 
族大移動”とまでいわれる大規模な出向を伴ってい 
ることにあります。㈱ NTT ファシリテイーズで約 
6,400人 (1994 年〈平成6年〉度末)、 NTT テレコムエ 
ンジニアリング各社で約1万6,700人 (1994 年〈平成 
6年〉度末)が出向しています。単純に社員数を減ら 
すだけの“単なる合理化”ではなく、人材の適材適 
所への“意義のある転身”を目指した NTT の合理 
化•スリム化政策のなかで、この“機能分社型”分 
社は、大きな意味をもっていました。 



NTT グループ企業社長会を定期的に開催 


| 連結経営による共存共栄とシナジーの追求 

1994年（平成6年）度のグループ企業139社（直接 
出資20%以上の会社および地域 DoCoMo 8社含む） 
の売上高は、前年比23% (4,851億円）増の2兆6，143 
億円と大きく躍進し、 NTT 本体も含めた NTT グル 
ープ総売上高の31%(経常利益で37%)を占めるに 
至りました。また、社員数も5万3,200人 (NTT グル 
ープ全社員比の21%)となり、 NTT グループ社員の 
5人に1人はグループ企業で活躍しています。 














■ グループ企業売上高の推移 
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I 注 I ヒ記数値は、 NTTift: 接川資比率が20 % 以上の会社および地域 DoCoMo を対象 
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■グループ企業経常利益の推移 


経常利益 
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I グループ企業への出向者等数の推移 
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I注11•.記数値は、 NTTifi: 接出資比率が20%以上の会社および地域 DoCoMo を対象 
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94年度 


民営化10年を迎え、グループ企業各社の実質9 
割が黒字会社という経営環境の好転を背景に、 
NTT は1995年（平成7年）10月に、新たに『グルー 
プ経営の基本方針』として、①連結決算ベースでの 
NTT グループトータルの発展を期す②情報•ノウ 
ハウなどの相互補完による共存共栄（ビジネス•パ 
ートナーシップ）とグループシナジー（相乗効果）の 
追求③グループ企業間取引の優先と市価主義、など 


連結経営をより前面に打ち出す姿勢を明らかにしま 
した。 

民営化当初の“産めよ増やせよ”の時代は完全に 
終わり、民営化10年にして NTT のグループ企業陣 
形は量から質への転換をほぼ達成し、“ NTT グルー 
プ”というシナジーを生み出し始めています。 




























組織と人のイノべーシヨン、20万人体制の実現 

電電公社時代のピーク時の33万人から20万人へ。しかも、間断なきイノベーションによる 
世界トツプクラスの生産性の追求と従来以上のサービス体制の確立。 


[ ピラミツド型から有機的機能分散型へ 

民営化以後の NTT の歴史は、極論すれば“組織と 
人のイノベーション（変革)の歴史”といえます。 

“官”から“民”への移行という歴史的な大変革、 
そして、それに伴う本格的競争時代の幕開け……〇 
NTT は、大きく変わりゆく時代の潮流に合わせて、 
時にダイナミックに、時に繊細に、“組織と人”の大 
改革に取り組んできました。 

NTT の「合理化」あるいは「スリム化」を語るに当 
たっては、組織のイノベーションと人のスぺシャラ 
イズ(専門化)を複合的にとらえることが不可欠です。 

一般に合理化という言葉の響きは、縮小•合併 • 
統合といったイメージが強く、どちらかというとネ 
ガティブに聞こえがちですが、 NTT はこの合理化 
問題に対し、抜本的変革の姿勢を打ち出すことで、 
ドラスティックな変身を遂げることに成功しまし 
た。 

かつての電電公社は、あたかも“堅牢にして巨大 
なピラミッド”のように、組織も人も、またその考 
え方も、硬直的で一元的な傾向がありました。 

この組織を単にスリム化するのであれば、そのピ 
ラミッドの規模を縮小すればすむことです。 

■社員数の推移 

329,000 I ▲15,000 
…[ピ:ク時] 314,000 A1 6,000 

298,000 a 21,000 

277,0 ()0 ▲19,000 

258,000 


1979年度 1985年度 86 88 90 

民営化以前 NTT 発足時 


しかし、民営化後の NTT ではこのピラミッド型 
の構造そのものを解体し、より柔軟な“有機的機能 
分散型の組織体”へと180度転換の大変貌を目指すこ 
とによって、10年という短期間で合理化、スリム化 
を成し遂げることができました。 

1994年(平成6年)度末には目標としてきた20万人 
体制を実現。これは当初の計画目標より実に2年も 
前倒しの早期達成でした。 

| 現状見直しと将来展望への布石 

20万人体制の早期実現の背景としては、大きく分 
けて2つの重要な要素が挙げられます。第1が社内 
システムの 効率化、そして第2 が オペレーション シ 
ステムの 構築です。 

社内情報システム効率化の面では、事業部制の導 
入が合理化推進の大きなファクターとして挙げられ 
ます。 

従来の組織体系は、ともすれば中央集権的な色合 
いの濃いものでしたが、それが自主•分権の事業部 
制に大きく転換されたことによって、各セクション 
とも責任 • 権限の所在が明確化し、それぞれの部署 
が活性化されることによって業務の省力化 • 効率化 
が急速に進みました。 
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IJ エンジニアリング 


■生産性の向上 


国際比較 （1994 年度末） 
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BT RHCs NTT 


1953年度 1985年度 1994年度末 

公社発足時 NTT 発足時 

[注]1.闰際比較については、速結決算ベースの従業 M 数で算出している 2. BT はプリティッシュ.テレコム、 RHCs はアメリカの地域持株会社である 


“官”の時代には希薄だったこうした生産性•採 
算性の意識の芽生えは、人員シフトの在り方に大 
きな影響を与えました。将来の事業の発展に向け 
た戦略的部門（ューザ層別販売部門、ソフトウェア 
開発部門など)への人材の要望が高まり、前向きな 
意味での大規模な配置転換が可能になったのです。 

一方、オペレーションシステムの導入の面でい 
えば、業務のコンピュータ化やシステム化を図る 
ことによって、随時、業務の集約や拠点の統合を 
達成してきました。たとえば、①ディジタル化な 
どによる保守拠点の集約 • 夜間集中②営業窓口の 
統廃合③改良システム導入による番号案内の拠点 
集約④電話の新設.移転などの業務のシステム化、 
などによって現状業務の見直しを行うとともに、 
新たな事業領域拡大への積極的な取り組みを行っ 
てきました。 

このように合理化計画は、初めに“組織変革あり 
き”で進めました。やみくもなスリム化は多くの余 
剰人員を生み出しますが、まず組織体系をイノべ 
ーションすることによって事業の方向性を明確化、 
それに基づいた人員配置計画を策定 • 断行するこ 
とで、多くの優秀な人材を“適材適所”に配するこ 
とに成功しました。 


具体的な施策としては、ソフトウヱア部門など今 
後の経営戦略上、最も重要視される部門への重点的 
人員シフト、あるいは中長期経営計画に基づいて行 
われる事業の分離 • 分社化、新規事業会社の設立に 
伴う適任者の出向などです。これらの総合的人員配 
置計画により、1985年(昭和60年)から1994年(平成 
6年）までの10年間で、実に17万人にも上る配置転 
換が実施されました。これは電電公社時代31年間の 
数字 (15 万人)をはるかに凌駕しています。 

また、転進援助制度を設け、新たな人生へチヤレ 
ンジしようとする人材にも積極的なバックアップ体 
制を敷き、1993年(平成5年)度、および1994年(平 
成6年）度において希望退職を実施。合計1万4,000 
人が申し出ました。 

こうした大胆な人員配置の変更のためには、人を 
育てる育成体制の充実も不可欠です。 NTT の育成 
システムは、従米はとかく決められた技能を習得す 
る“訓練”の意味合いの濃いものでした0しかし、本 
格的な競争時代に対応するため、それまでの教育シ 
ステムを一新。柔軟で個性的な発想を有するスペシ 
ヤリストを育成するための“研修”制度へとシステム 
を大幅に変更し、人材のスキルアップを図ってきま 
した。 


社員一人当たり加人数 


005000 
2 11 
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CUSTOM による受付 


| 情報システムの整備がサービスの質を高める 

組織と人のイノベーション。それを側面から支え 
るのが情報システムの整備です。1970年代から間断 
なきイノべーシヨンが繰り返されてきたこの分野で 
も、民営化に伴い大きな変貌を遂げました。 

電電公社時代の単一的な業務支援システムから、 
時代の趨勢を見据えたマーケティング • 経営支援シ 
ステム、あるいはマルチメディアシステムへと、情 
報システムの在り方も大きく変わりました0 

特に、1995年(平成7年)度内に全国支店への導入 
完了を予定している顧客サービス統合システム 
(CUSTOM iCUstomer Service TOtal systeM ) のサー 
ビス開始により、業務の効率化 • 合理化は大幅に向 
上しました。 

この CUSTOM は、顧客データの統合、システム 
間統合、アプリケーションの充実、経営管理データ 


■拠点数の推移 単位：拠点 


区別 

ピーク時 

1985年度末 

1994年度末 

支 店 
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1，600 

160 

機械保守業務 
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番号案内業務 
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500 

180 

電報業務 
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の提供などの核となるシステムとして導入されたも 
のです。 

① スムーズな業務 フローを 実現する フロースルー 化 

② 顧客.料金系データベースの統合化 ( M 営管理へ 
の データ プラット フォーム、 などの特徴に よって、 
お客さま対応のスピードアップや支店業務の大幅効 
率化を可能にしました。また、従来の、①新顧客サ 
ービスシステム②料金業務総合システム③新線路設 
備管理システム④加入者情報フアイルシステム⑤加 
入者収容管理システム、の5つの顧客料金系システ 
ムを統合することにより、経営管理の基盤をもなし 
ています。 

このような技術的 • システム的裏付けをもとに、 
お客さまへのサービスの質を落とすことなく、事業 
拠点の廃止や業務集約などが進められました。 

スリム化•合理化は、お客さまへ不便をもたらす 
ものではなく、むしろ、① ユーザニーズに タイムリ 
一に 対応する柔軟な組織形態②お客さま サービス 向 
上の意識高揚③情報システムの充実による即時対 
応、という形で、 NTT の企業体質を健全な方向へ 
と 導いて います。 

しかし、来るべきマルチメディア時代をその視野 
におさめ、イノベーションあるいはリエンジニアリ 
ングという観点で業態の変容を俯瞰してみれば、民 
営化後10年の歩みは、まだその端緒を開いたにすぎ 
ません。変わりゆく時代の要請に的確に対応できる 
柔軟な組織体を目指し、終わりなき変革はこれから 
も、まさに“間断なく”続けられていきます。 
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1注1 () 内はピーク時の年度 








リエンジニアリング 


法人営業部門の強化と 


■企業情報通信システムをサボートする法人営業部門 


■自ら“モノ”をつくる、企業文化の出発 


企業の多角化.国際化が急速に進む現在、お客さまのニーズも 
高度化 • 多様化しています。 

なかでも、「企業情報通信システム」の重要性に対する認識が、 
近年、大きな高まりをみせています。その背景の一つとしては、 
小型で高性能なコンピュータや通信端末の出現が挙げられます。 
従来は、ネットワークの規格に合った端末を組み合わせるという 
発想が主流でしたが、コンピュータのダウンサイジングや通信端 
末の高度化により、お客さまの側からその企業ニーズに適したシ 
ステムの在り方を発想し、最適なネットワークを構築する SI (シ 
ステム.インテグレーション)の考え方が重要になってきました。 
また、通信の自由化に伴い、高速ディジタル伝送といった専用サ 
•-ビスだけでなく ISDN、 フレームリレーなど企業通信用のサー 
ビスも数多く登場。大手企業だけでなく、中堅企業でも積極的に 
社内 LAN を構築するなど面的にも拡大してきています。 

こうしたお客さまニーズの変化に対応して、法人営業部門も大 
きな変貌を遂げてきました。1983年(昭和58年)に、「企業通信 
システムサービス本部」150名体制からスタートし、1987年 
(昭和62年)には「企業通信システム事業本部」とするとともに、 
個々の大ロユーザに対する営業窓口を特定の個人に一元化する 
AM (アカウント.マネージヤー)を配置し、ワンストップ•ショ 
ッビング体制の基礎を築きました。1991年(平成3年)には「企 
業通信システム本部」となり、1993年(平成5年)には、対象と 
するお客さま(法人ユーザ)を組織名に冠した「法人営業本部」を設 
置するとともに、各支店においては個々のお客さまに密着したコ 
ンサルティングを行っていくマイク□マーケティング活動を開始 
しました。さらに、1994年(平成6年)からは、全社的に「ユー 
ザ単位」の「自己完結的」「サービス横断的」な営業活動を展開でき 


る体制の確立を推進しました。 

現在では、本社および全支社に「法人営業本部」を設置し、全国 
的に事業を展開されている大口のお客さまから、中堅企業のお客 


さままで、約1万5,00◦名体制で対応しています。 
マルチメディアは法人のお客さまから実現されていきます。 
法人のお客さまの経営課題を解決する情報通信システムの構 

NB'.ccopr aiTTOrtCI ： SI21NC imttt r*Ct 姜赛' !> y •づ弄^]コ I し)厶乃、つ/ し•っ^' 

慰辩 a ットワーク全体の構築か 

CUSTOMER SIZING 二 らア h トソ_シングまで、 




グ □— バル • ワンストッ 
プ•ショッピングを通じ 
てマルチメディアを実現 
していく「法人営業本部」 
は、これからの NTT を支 
える大きな柱となること 
が期待される部門です。 


- 法人営業本部提供のホームページ 


通信ソフトウェアの開発をみる時、民営化後の1◦年は、従来の 
外注方式に替わり、自らの手による内製化10年の歴史であつたと 
ちいえます。 

この間、情報処理技術の発展と通信サービスの高度化に対応し、 
電気通信ネットワークのディジタ似匕高速•広帯域化、インテリ 
ジェント化などが推し進められてきました。 

こうした新サービスの主要な部分は、ソフトウェアによつて実 
現されているために、その開発内容は企業戦略そのものであり、 
内製化はきわめて重要なテーマであり続けてきました。 

今後のマルチメディア時代においては、ソフトウェアにより大 
きな付加価値が生み出されるようになり、この付加価値をいかに 
して事業領域に取り込んでいくかが事業経営のポイントになると 
いわれています。 

1985年(昭和60年)、民営化と同時に NTT では核となるソフト 
ウェア開発部門として「中央ソフトウェアセンタ」を設置しました。 

これは、サービス競争時代に、自ら製造するということと、交 
換機が故障しても自ら回復できない、という事実認識から決断さ 
れたものです。これまでのように通信サービスを実現するソフト 
ウェアの開発を社外のメーカに任せていては、できあがつたソフト 
ウェアの仕組みも十分理解できないため、メンテナンスも効率的 
に実施できず、多大なコストが必要になつてくると考えました。 

以来、通信ソフトウェアの内部開発に着手し、その後、業務内 
容の高度化に伴し■織を拡大し、1987年(昭和62年)7月、「ソフ 
トウェア開発センタ」と「オペレーシヨンシステム開発センタ」に拡 
大。さらに1991年(平成3年)4月、「通信ソフトウェア本部」を発 
足させ、通信ソフトウェアの内部開発から、出荷したソフトウェア 
のメンテナンスまで行えるよう体制を確立しました。 

ソフトウェアの内製化は、自ら"モノ"をつくるという文化を定着 
させ、大ぎく発展させてきました。 

♦通信ソフトウェア開発の流れ 

通信ソフトウェア本部 

次期製品へのフィードバック 運転状態把握、迅速な対応 

4 — )( 

運転新サービスの実現 

I ソフトウェア1 十 

開発要求 \j__m_j 製品出荷 


新サービス.機能 , A フィールド\ 
拡充の要求 y サ-ビス J 



通信ソフトウェアをつくる 
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ホンジュラス（中米)で活躍する NTT の青年海夕^協力隊員 


年間50数力国から約200人の外国人研修生を受け入れ 












海外協力と 
国際活動の展開 



40 年の軌跡、国際協力活動 80 

アジアのグロ-バルキャリアを目指して、海外事業活動 82 

競争力のある甌とサ-ビスの觀に m て- NTT の麵涵- …- 85 


ァメリカの移動通信事業者ネクステル社 
への事業参画調印式 





40 年の軌跡、国際協力活動 


1 NTT の国際協力活動の歴史は古く、主に開発途上国を対象とし、1955年(昭和30年) 
■に、 コロンボ計画に基づいた3人の東南アジアの研修生を受け入れたことに始まります。 

■海外協力専門家 • 青年海外協力隊員の派遣状況(1995 年 3 月末） 



ボリビア 


“ パラグァイ 


|協力活動の3分野 

NTT の国際協力活動の分野には、次の3つがあ 
ります。 

① 海外の研修生の受け入れ （1955 年〈昭和30年〉〜） 

② 海外協力専門家の派遣 （1960 年〈昭和35年〉〜） 

③ 青年海外協力隊への参加支援 （1966 年〈昭和41年〉 
〜） 

海外からの研修生は現在、年間約五十数力国から 
約200人前後を受け入れており、1994年（平成6年) 
ま での累積では約 120 力国、約 5,000人に も及んでい 
ます。 

海外協力専門家の派遣は、開発途上国政府—日本 
政府—国際協力事業団 ( JICA ) というルートで寄せ 
られる技術専門家派遣要請にこたえて、 JICA 専門 


•: 海外協力専門家 
▲: 青年海外協力隊員 
■: 海外事務所および現地法人 

家として NTT 社員を海外に派遣するもので、1960 
年（昭和35年）のカンボジア郵電省への派遺に始ま 
ります。以来40年間にわたり、派遣期間が1年以上 
という長期のものだけでも延べ49力国、549人に及 
び、開発途上国で最新技術の移転や通信網計画づく 
り、あるいは研修センタでの訓練指導などに当たっ 
ています。 

一方、青年海外協力隊は個人の自発的な意思によ 
る参加ですが、 NTT では特別休暇適用による現職 
参加を認め、積極的に支援しています。2年の任期 
で、最近では毎年20〜30人程度が開発途上国に派 
遣されています。参加開始から延べ35力国、412人 
にもなっており、国によっては“隊員なしには設備 
を保守できない”といわれるほど活躍しています。 



















海外協力と国際活動の展開 


■海外協力専門家の派遣 



■青年海外協力隊への参加 

J 年度末派遣中ベース） 



(1995 年3月現在) 


■研修生の受け入れ 


/その他 
14力国 
63人/ 


アジア • 
大洋州 

、12力国\ 281人 
、46人 


/中滔 

アフリカ 
\19力国44人\ 


(1994 年度実績） 



タンザニア郵電公社ダルエスサラームで電話線の技術指導を行う青年海外協力隊員 



海外からの研修生たち 


■第1回国際協力特別賞に輝く 2つのプロジェクト 



モンクット王工科大学 シンガポール国ソフトウェア技術センタ 


JICA から「国際協力特別賞」を受賞 

1994年（平成6年）7月、 JICA が設立20周年を記 
念して創設した「国際協力特別賞」に、 NTT が中 
心的役割を果たしたタイ国モンクット王工科大学協 
力事業、シンガポール国ソフトウヱア技術センタプ 
ロジヱクトの2つが選ばれ、表彰されました。 
前者は1960年（昭和35年）から1993年（平成5年） 


にかけて実施した事業で、当初は電気通信訓練セン 
夕だった同校を工科大学まで発展させた一翼を 
NTT 派遣社員が担いました。また、後者は、1980年 
(昭和55年）から1991年(平成3年)にかけて2回に 
わたり実施したもので、同国のソフトウェア技術者 
育成に大きな貢献を果たしたプロジェクトです。 

NTT の海外ビジネスは、こうした40年に及ぶ国 
際協力活動がその一助となっています。 
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アジアのグロ-バルキャリアを目指して、海外事業活動 

1992年(平成4年)11月の「タイ国地方100万回線増設プロジ I クト」参画の契約締 
結が、海外事業活動のスタートです。 


| 海外事業への進出 

1980年代後半から、各国は、電気通信 サービスの 
効率的実現に向けた規制緩和や民営化、外国資本の 
導入を推進しています。特に、中進国や開発途上国 
において、技術的にも、資金的にも優位にある先進 
国キャリアに参入の機会を提供し始めました。この 
機会をとらえ、世界の主要キャリアは、しのぎを削 
つて参入していました。 

NTT は、民営化以降、子会社 （ NTT インターナ 
シヨナル ㈱ )）の設立や欧米にある海外事務所の現地 
法人化などにより、海外における電気通信ビジネス 
を展開してきましたが、世界の主要キャリアに対 J/C 
していくためには、その活動状況は必ずしも十分と 
はいえませんでした。 

そこで、 NTT としては、先進国キャリアが参入 
の機会をうかがうアジアを中心とする各国の通信イ 
ンフラ整備事業の競争に積極的に参加して、ビジネ 
ス拠点を確保することとしました。 



| アジアへの第一歩は、タイ国プ□ジエクトから 

1992年(平成4年)11月に、 NTT は、タイ電話公社 
(TOT : Telephone Organization of Thailand ) 力、ら 
タイ国地方100万回線電話増設事業のライセンスを 
得た TT&T (Thai Telephone ^Telecommunication) 
社と、同プロジヱクトに参画する契約を結びました。 

これにより、 NTT は“アジアのグローバルキヤ 
リア”として、大きな第一歩を踏み出しました。 

この事業は、バンコク首都圏を除いたタイ国全 
域に、1998年(平成10年)10月25日までに100万回線 
の電話網を増設しようというものです0 

TT & T 社に出資し、役員および技術者を出向さ 
せ、設計 • 建設 • 運営にわたる全般的な技術指導を 
行っています。その後、1995年（平成7年）9月に、 
50万回線増設計画について、 TOT との修正契約を 
締結し、合計150万回線を1996年(平成8年）9月30 
日までに建設することに変更となりました。 

タイ国でのプロジェクト参画以降、フイリピン 
で電話網70万回線敷設プロジヱクトの現地事業者ス 
マート社へ出資 （1995 年〈平成7年〉3月）、インドネ 
シアでの国内電話網増設事業に参画（1995年〈平成7 
年〉10月）しました0また、子会社の NTT インター 
ナショナル ㈱ )を通じ、ベトナムのハノイ市や中国 
での電話網整備にかかわるエンジニアリング事業な 
ど、今後の有望市場であるアジアを、最重点地域と 
して、「ビジネスを通じた開発途上国の自立への貢 
献」を基本に、いままさに“アジアのグローバルキ 
ヤリア”を目指し、着実に歩み始めています。 

なお、これら海外で 
の事業活動への参画に 
は、電電公社時代から 
の、長年にわたる地道 
な国際協力活動の実績 
が大きな背景となって 
います。 



タイ電話工事風景（交換機） タイ電話工事風景（架空ケーブル接続) 






















海外協力と国際活動の 展開 



ラモス大統領（フイリピン）との会見（マラカニアン宮殿） インドネシアプロジェクトの活躍 


■海外キャリア事業への参画実績 


タイプロジェ外(タイ国地方100万回線電話増設事業）_ 


TT & T 社の戦略的パ-トナ-として、技術面•運用面でのフルサボ 


TOT (タイ電話公社）] 


-卜を行うとともに、出資、役員派遣による経営参画を行う。 


•契約年月日 ：1992年11月1213 

•出資額 ： 35.1 億パーツ 


•出资比率 :約20% 

mirnn : 2名 

射支術•菜務支援：社以派逍約50名(現在約30名） 

•参幽後の経緯:1993.10サービス開始 

1994. 5タイ証券巿場にて上場 
1995.11(設備)交換機谷 M •は約78万、 

回線開通は約41万と順調に推移 



フル サポート 


フイリピン新電電スマート社への参画 








フィリピン国スマー hti の戦略的パートナーとして、電話サービス 
事業に関する技術面•運用面のフルサポートを行うとともに、出資、 
役員派遣を通じて経営参画を行う。 


フィリピン政府 


ルソン岛北部•中部、マニラ首都圈南部の 
m •網地域割 a 


•契約年月 L 1 :1995年3月27日 
•出資額 ：123百万米ドル 

•出資比率 ：約15% 

•役貝派逍 : 2名(電話サービス本部長を含む） 

秦技術•運用支援：社 M 派遗 II 名 

•参画後の経緯:1996.2一般道話サービス取茱開始予定 



イツク社 


インドネシアプロジェクト(中部ジャワ地域40万回線増設) 


インドネシア 国中部ジャワ地域の40万回線の建設、運営を行 
う合弁会社へ参画し、技術面•運用面でフルサポートするとと 
もに、出資、役員派遣による経営参画を行う。 


•契約年月 R :1995守-10月2011 


鲁出資額 
•出资比率 
•役員醜 
修^術•運用支援 
•参幽後の経緯 


:約57百万米ドル 
:約15% 

:2名 

:社 M 派造31名 
: 1995. 7鉢合总 
1995.10最終契約 


PT ■テレコム 


建設期問：1999年3月31 U まで（合弁会社） 
免許期問：15年問(注） 

資庵移転：免許期問後、 pr . テレコムに資産移転 
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_ 世界の主要キャリアとの提携 

一方、 ユーザニーズのグローバル 化、 ネットワー 
クのボーダレス化、シームレス化の流れのなかで、 
世界的規模で、ユーザニーズにこたえられる技術力 
やアプリケーション開発力、グローバルなシステム 
インテグレーション能力、あるいは国際ビジネス能 
力などがますます求められてきています。 

また、ネットワークのシームレス化のなかで、 

各種サービスやアプリケーションが、その相互接続 
されたネットワーク間で支障なく機能するための国 
際標準化も大きな課題となっています。 

このような、地球規模での情報社会の進展を視野 
に入れ、 NTT は、サービス品質と技術力の高さ、 
あるいは世界トップ水準の研究開発力を武器にし 
て、欧米の主要キャリアに伍していくべく、戦略的 
な事業展開を開始しました。具体的には、アメリカ 
の移動無線通信事業会社ネクステル社への事業参画 
(1994 年〈平成6年〉1月）、多国籍企業向けの国際間 

■海外キャリアの進出状況 

•欧州地域 



ネクステル社との契約調印式 


高度プライべートネットワークの販売.サービス会 
社であるワールドパートナーズ社との、同社の仮想内 
線サービス「ワールドソース VNS(Virtual Network 
Service )」 の試行的実施の合意 （1995 年〈平成7年〉 
3月）、簡易型携帯電話 ( PHS : Personal Handy phone 
System ) 技術のアジア地域を中心とした海外普及 • 
事業展開の推進、業界標準化を指向し、イギリスの 
C & W 社などとの合弁会社を香港に設立するなど、 
戦略的な事業展開を行ってきています。 


US - WEST (アメリカ） . イギリス、チェコ、スロバキア、ハンガリー等 

(移動体） 

ベルサウス（アメリカ) . フランス、イギリス、ドイツ、デンマーク 

(移動体） 

アメリテック（アメリカ） . ノルウェー、ポーランド、ハンガリー等 

(移動体、基本通信） 


NTT 

ネクステル社（アメリカ）に参画 


テ レフォニカ （スペイン） . ルーマニア、 ポルトガル（移動体） 

ドイッチェ.テレコム（ドイツ） . ハンガリー、ロシア（移動体） 

フランス.テレコム（フランス） . ギリシャ、ポーランド（移動体） 

AT & T (アメリカ）、 BT (イギリス）、 C & W (イギリス）、パシフィックテレシス（アメリカ）、 
ナイネック ス(ア メリカ) 等も参加 NT -p 


フィリピン新電電 
スマー ト社に参画 


•南米地域 

テレフォニカ（スペイン）••••コロンビア、ペルー、チリ、アルゼンチン等 
(移動体、基本通信） 

ベルサウス（アメリカ） . メキシコ、チリ、アルゼンチン、ベネズエラ等 

(移動体） 

フランス.テレコム（フランス） . アルゼンチン、メキシコ（基本通信） 

AT & T (アメリカ） . ベネズエラ、アルゼンチン 

(移動体、基本通信） 

C & W (イギリス）、ベルアトランテイック（アメリカ)等も参加 


NTT 
タイ地方 
100万回線 
電話増設事業^ 
に参画 


NTT ^ 

インドネシア中部ジャワ地域 
電話増設事業に参画 

•アジア地域 

ナイネックス(アメリカ） . タイ、フィリピン（基本通信） 

ベルサウス（アメリカ） ••••• オーストラリア、ニュージーランド（基本通信） 

US - WEST (アメリカ） . インドネシア、マレーシア(移動体、基本通信） 

C & W (イギリス） . 香港、フィリピン(移動体、基本通信） 


フランス • テレコム（フランス） . インドネシア、ベトナム（基本通信） 

ベルアトランティック（アメリカ）、アメリテック（アメリカ）等も参加 
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海外協力と国際活動の展開 


競争力のある製品とサービスの調達に向けて 


— NTT の調達活動一 


NTT の調達手続きは、電電公社時代に「ガットの政府調達協定」 
や、「資材調達問題に関する日米協議」などを受けて、 1981 年 
(昭和 56 年） 1 月 1 日に 3 段階方式に基づく「トラック制度」を導 
入したことに始まります。 

民営化後も、企業としての競争力を強化し、お客さまに良質の 
サービスを安価に提供することを目的に、国内外を問わないオー 
プンで透明性の高い競争的な調達方法により、広く世界市場に目 
を向けて優れた製品を経済的に調達するため、「トラック制度」を 
継続しています。現行の調達手続きは、多くの企業からの率直な 
改善要望や、日米政府間協議の経緯などを踏まえて、 NTT とサ 
プライヤの双方の利益を考慮して改善されてきたものです。また、 

1993年(平成5年）12月のガットウルグアイラウンドの合意事 
項の一つである新しい「政府調達に関する協定」の趣旨にも整合し 
ており、国際的にもきわめて透明性の高い公正な調達手続きとな 
っています。 

手続きは、調達する物品の性質によって、トラック1(電気通 
信関連設備以外の物品を調達する場合の手続き)、トラック n / 
トラック冚，トラック n _a/ トラック in —a (電気通信関連 
設備を調達する場合の手続き)、およびスーパーコンピュータの 
調達手続き、衛星の調達手続きからなり、契約金額が基準額 
(1 995年〈平成7年〉度は1.700万円)以上のすべての物品(一部 
のサービスを含む)は、原則として調達手続きのいずれかに基づ 
いて調達されます。 

■企業からの調達を促進するための取り組み 

NTT は、競争力のある製品を広く世界に求める観点から、調 
達に関連する情報の提供や、申請受付などの際の英語の利用、 
NTT の海外現地法人などにおける現地のサプライヤからのご相 
談やお問い合わせへの対応を始めとして、さまざまな取り組みを 
実施してきています。 

調達を行う場合、官報に公告を掲載すると同時に、アメリカ商 
務省が発行する “ Commerce Business Daily "、 EC 委員会が発 
行する “ Official Journal of the European Communities " にも 
併せて掲載しています。さらに、海外現地法人などが発行する月 
刊英文ニュースレター “ On Track " においても、最新の調達関連 


情報や公告中の調達案件を紹介しているほか、調達に関連する 
R&D 情報を NTT Review などの技術雑誌へ掲載しています。 

1994年(平成6年）11月にはインターネットを利用した調達 
情報の提供 (ON TIME ) を開始しました。これは、従来の印刷メ 
ディアに加え、世界的なコンピュータネットワークであるインタ 
—ネットを通じて電子的に調達関連情報を提供するものです。こ 
れにより、世界中の一層多くの人々が、物理的な距離や時間を乗 
り越えて、 NTT の調達情報にアクセスできるようになりました。 
rON TIME 」 では、公告中の調達案件や海外現地法人などの連絡 
先に加え、調達手続きやセミナー、展示会の案内など、さまざま 
な情報を提供しています。 

1982年(昭和57年)からは、毎年海外の電気通信関連の主要 
な展示会にブースを出展し、調達活動に関する情報提供を行うと 
ともに、外国企業からの売り込みや調達相談に対応しているほか、 
このような海外での展示会の時期に合わせて調達に関連しそうな 
NTT の事業活動や、研究開発の動向などに関するセミナーを実 
施しています。さらに、調達に関してサプライヤと率直な意見交 
換を行うための会合も適宜開催しています。 

また、1986年(昭和61年)以来、社員が世界の優れた製品を 
直接見て、実際に触れることのできる場を提供することで、最先 
端の製品や技術、市場の動向や NTT の調達に関する理解を深め 
ることができるよう「グローバルテクノロジーフェア（旧、国際調 
達フェア)」の総称で展示会やセミナーを毎年各地で開催していま 
す。1994年(平成6年)度にはこうしたイベントを全国8力所で 
開催し、約1万人の社員が参加しました。 

こうした努力 t ) あって、1994年(平成6年)度に取引のあった 
外国企業の数が 1.000 社を超えるとともに、年間の調達額は 
1,350億円となりました。 

NTT が調達している主な外国製品は、ディジタル交換機やデ 
ィジタル伝送装置、光ファイバケーブル、衛星通信装置、 LAN 、 
オペレーションシステム、情報処理システム、電話帳用紙、医療 
機器などさまざまな分野に及び、 NTT の事業の中枢部分を担っ 
ています。最近、新たに外国企業から調達したものとしては、新 


通話明細システムや高度電話サービス運用支援システムなどが挙 
げられます。 


►外国企業から調達した主な製品の例 （ 1985年く昭和60年〉以降) 


♦局用ディジタル交換機 

• ATM V ンクシステム 

籲 情報処理システム 

♦コミユニケ ータ サービス用 

•LAN 関連装置類 

*大画面表示装置 

ディジタル交換機 

籲 ケープル心線切替接続装置 

癱データ通信情報表示装置 

籲 高度電話 サービス運用支援 

馨ネツトワークマネジメントシ 

♦研究調査川機器 

システム 

ステム 

■医療用機器 

♦ISDN 用音声蓄積装置 

馨新 顧客 サービス 統合 システム 

■付加機能付電話 

癱ディジタル伝送装置 

籲 電話番号情報管理システム 

♦ポケットベル 

♦回線多重化装置 

參通話 明細 システム 

♦自動琪茁話用移動局装蹬 

*N — STAR 通信衛星 

♦電報用受付装置 

籲中容量シール蓄電池 

• N - STAR 管制用衛星地上 

籲フ オールト.トレラント. 

♦大容量ガスタービン発電装置 

設備 

ゲートウェイ装置 

參磁気 テープ 

♦光ファイバケーブル 

_スーパー コン ピュー タ 

搴電話帳用紙 



^COm/NICATlONS 

卜 ^ Pi 

ASSOCIATION 


TIA (米国電気通信工業会）の表彰式(挨拶する NTT 山口会長と表 
彰状、1991年〈平成3年〉11月ワシントン D . C . にて） 
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メディアの新時代を見据えた、黎明期のアプローチ 

“マルチメディア”。この言葉が広く世の中で使われる以前から、新しい情報通信の実現に 
向けて技術開発やネットワークの整備 • 高度化を着々と進めてきました。 


I さまざまな基礎技術の研究•開発 

21世紀のマルチメディア時代の本格的到来に向 
け、 NT 丁が取り組んできたのは、ディジタル交換 
技術、ディジタル伝送技術、光ファイバケーブル技 
術、移動体通信技術、衛星通信技術、コンピュータ 
技術、知能処理技術、ソフトウェア技術などの研究 
開発です。 

これらの研究開発と並行して本格的 なフィールドワ 
ーク として行われたのが、 サービス 総合 ディジタル 
網 （ISDN •• Integrated Services Digital Network) 
実用化のための実験 『INS モデルシステム 実験』でした。 

1984年(昭和59年) 9月から1987年(昭和62年) 3月 
までの約2年半、東京の三應地区を中心に展開され 
たこの実験は、高度情報社会の多様なニーズに対応 
できる ISDN の構築に向けた、世界にも例をみない 
先駆的なものでした。 

パィロットプラントとして技術的な検証や利用法 
の開拓を目的に行った IN S モデルシステム実験で 
は、総延長150 km の光ファイバ網を含むディジタル 
ネットワークを構築し、情報提供者として約320社 
の企業、および利用者として約2,000人の個人や自 
治体が参加しました。 

その結果、ディジタル交換技術や光ファイバ伝送 

% 

100 

80 

60 

40 

20 

0 

[注]各国のディジタル化率は 、 Northern Business Information 社の調资による (1993 年版） 

※サービス面でのディジタル化は、1994华(平成6年)度で完了(お客さまの要部こより、 

いつでもディジタルサービスを提供可能） 


INS モデルシステム実験 

技術などを用いたシステムが安定して確実に動作す 
ることが確認され、電話を中心としたアナログのネ 
ットワークに替わる新しいディジタルネットワーク 
を全国に導入する見通しを得ることができました。 

1988年(昭和63年）4月には、世界に先駆けて国際 
標準に準拠した INS ネットサービスを開始しまし 
た。 

I 世界のトップ水準にある 
ディジタルネットワーク 

こうしたさまざまな開発 • 実験結果と競争市場の 
進展を踏まえ、従来のディジタル化計画を大幅に繰 
り上げた『中長期ディジタル化計画』 （1989 年〈平成元 
年〉9月）を策定しました。計画は、各種電話系新サ 
ービスの提供を可能とするアナログ交換機のディジ 
タル化や市外回線のディジタル化、 INS ネットの全 
国的普及を図るための基盤整備を骨子とするもの 
で、この計画に基づいてネットワークのディジタル 
化を強力に推し進めてきました。 

その結果、1995年（平成7年）3月には、全国でデ 
ィジ タルサービスの 提供ができるようになり、 サー 
ビス 面でのディジタル化が終了しました。1997年 
(平成9年）度までにはすべての交換機をディジタル 
化し、設備面でのディジタル化も完了させる予定で 
あり、このことにより、国際的にもトップの水準と 
なります。 

| 『VI&P 構想』の発表と 『VI&P 総合実験』 

1990年（平成2年）3月には、ディジタル化を始め 
としたネットワークの高度化による新しいサービス 
の方向性を『21世紀のサービスビジョン. VI&P (新 
高度情報通信サービス）構想』として取りまとめまし 




■各国のディジタル化率（推定) 


日本 （ NTT ) 


日本 ( NTT ) 
サービス面 


フランス 


アメリカ 


ド，イツ 


1988 89 90 91 92 93 94 95 96 97年度 



























マルチメディア時代への胎動 


■VI&P 総合実験の進展 


1990 年度 91 92 


第 I フェーズ^ 


メタルアクセス 


狭帯域 ISDN を用いた 
マルチメディアサービス 


N-ISDN サービス 

•オフイス(パソコン在席会餓ほか) 

•街角（公衆利用型多機能ターミナルほか) 
• 家庭向け(静止画プレゼンテーションほか) 




93 


94 


95 


96 


第 n フェーズ 


第 m フェーズ 


光アクセス 


光通信による新しいサービス m 実と 
アプリケーションの創造 

•高度 マルチメディアサービス 
(SHD による遠隔医療ほか) 
•高速コンピュータ通信 
• ビデオ.オン.デマンド 



SHD 遠隔医療 


無線アクセス 


パーソナル マルチメディア通信 
(PMC) サービス 

端末形 PMC 

► モデム形非馄話 ( FAX •、メール） 

»高速デイジタル通信(動画、スチル写真ほか） 
ネットワーク形 PMC 
• 1 C カードによる)]!跡馄話サービス(仮称） 
* IC 力ード付 PHS ほか 



衛 MPMC サービス 


N11 

計画 


マルチメディア通信の 
共同利用実験 


PHS 新会社 
設立 


た。 

これはディジタルのネットワークを通じて、①多 
彩で質の高い映像 「 Visual 」 を伝送する②ネットワー 
クに高度 「 Intelligent 」 な情報処理機能をもたせる③ 
多様化した個人 「 Personal 」 の要望を満たす、ことを 
基本として、21世紀の通信サービスを展望したもの 
です。 

21世紀の情報通信のサービスイメージは、「ビジユ 
アル化」であり「パーソナル化」です0伝送手段とし 
て、「インテリジェント」で信頼性の高い、大容量の 
情報が瞬時に送れる高度なネットワークです。通信 
ノードとしては、高速通信ができるだけでなく、通 
信速度が異なる情報も同時に扱える ATM 技術の活 
用も必要となります。 

VI&P 構想の発表に続く 1991 年(平成 3 年） 4 月か 
らは、 NTT の研究所において 『 VI&P 総合実験』を開 
始しました。この実験は、既存の INS ネット （ N - 
ISDN) の効率的利用を目的とした第 I フェーズから始 
まり、第 n フヱーズ(光アクセスと ATM 交換技術を 
用いた広帯域サービス実験、 1993 年〈平成 5 年〉〜)、 
第 ID フェーズ（簡易型携帯電話 〈PHS : Personal 
Handy phone System 〉 など無線アクセス技術を用い 
た実験、 1995 年〈平成 7 年〉〜)と続きました。この実験 
を通じ、 NTT の技術蓄積は急速な勢いで高まります。 

| ® された技術 • ノウ八ウと新たな挑戦 

『 INS モデルシステム実験』から 『 VI & P 構想』まで 



の技術開発の流れは、ネットワークのディジタル化 
を実現するための膨大なノウハウと先進技術の蓄積 
をもたらしました。 

この期間は、マルチメディア時代の本格的到来に 
向けて技術基盤の充実を進めた“準備期”と位置付け 
ることができます。 

NTT が推進してきたネットワークのディジタル 
化により、 INS ネットサービスを始め各種サービス 
メニューの充実強化を果たしてきました。一方、コ 
ンピュータのダウンサイジングを始めとする技術革 
新の発展は、コンピュータ通信分野を中心に、情報 
表現も文字情報を主体とするものから、図形•映像 
など分かりやすく、豊かな形式を採り入れた新しい 
サービスに対するニーズを顕在化させてきました。 

NTT は、これらのニーズにこたえるため、 マル 
チメディアの具体化に向け積極的に取り組んでいます0 

次は、マルチメディアの“実現期”の到来です。 
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CATV 



P H S 光アクセス網 


I 


コンピュータ技術やディジタル技術の革新、情報通信サービスの高度化•多様化への要求 
は、マルチメディアの具現化を加速させています。 


| マルチメディア時代に向けての基本構想 

1994年(平成6年）1月に、『マルチメディア時代に 
向けての NTT の基本構想及び当面の具体的取り組 
みについて』を発表0来るべきマルチメディア社会 
における情報通信産業の在り方を展望しました。 

この基本構想の なかで、“ 技術革新や新たな情報 
化ニーズ、サービスの高度化•多様化により情報通 
信は大きく変貌し、情報通信をめぐる産業構造は、 
自由競争を基軸に新たな事業分野の創出や、ソフト 
ウェア産業の発展を促進するなど、ダイナミックに 
変革していく”と提起しました。 

基本構想で発表された事業経営のおおよそのポ 
イントは、次の8つに集約されます0 

① ユニバーサルサービスとしての電話サービスの確 
保に努めるとともに、さらに高度化を目指す 

② IP (情報提供者)、メーカ、利用者と協力しながら、 
高速コンピュータ通信、簡易型携帯電話 （PHS: 
Personal Handy phone System) 、映像通信、マルチ 
メディア通信などのサービス開発を進める 

③ ネットワークサービスをラインアップし、個々の 
ニーズに対応してカスタマイズ化に取り組む 

④ 高度サービスを利用しやすい料金の体系化を目指 
すとともに、お客さまの選択可能範囲の拡大にも努 
める 

⑤ ディジタル化、光化などネットワークの高度化を 
行うとともに、他事業者のネットワークとの相互接 
続を可能にするネットワークのオープン化を推進す 


る 

⑥ 経済のボーダレス化や企業活動のグローバル化に 
対応して、国際活動を強化する 

⑦ 情報通信産業発展の源泉である技術開発力を保 
持 • 強化する 

⑧ サービス開発力、技術開発力などの強化を図るた 
め国内外企業との提携を積極的に進める 

マルチメディア 時代に向け、より グローバルに 
業際的にカスタマイズ化された方向性を示しまし 
た。 

| 見え始めてきたマルチメディアの近未来像 

NTT が『基本構想』のなかで展望したように、本格 
的なマルチメディア時代に向け、従来の業種や枠組 
み、さらには国境を超えたダイナミックな動きが活 
発化し、既存の産業の枠組みを超えた新たな業際サ 
ービスや、新事業分野が出現しようとしていました。 

たとえば、インターネットの普及や、1995年（平 
成7年）2月の「情報社会に関する G 7閣僚会議」（ブ 
リユツセル）における世界的な情報インフラストラ 
クチャ整備のための基本合意などにみられるよう 
に、 マルチメディ ア時代の実現に向けた グローバル 
な動きが、ドラスティックに進展しています。 

国内においては、電気通信審議会の『答申』や、 
政府の高度情報通信社会推進本部の『基本方針』発 
表など、今後のマルチ メディ ア時代に向けての指針 
が明らかにされてきました。また、民間企業の手に 
よる異業種間でのマルチ メディ ア実験（業際サービ 


画今後の産業構造の俯瞰図 


新しい領域(マルチメディア • 業際サービス） 
(提携 • 相互進出） 


電気通信事業 


以以丄丄 


マルチメディア事業への転身 


電気通信分野の 
シ—ムレス化 


衛星通信 
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ソフトウヱァ産業 











































マルチメディア時代への胎動 


□アクセス網の構築ステップ 


全国カバー率 
20 % 


都市郊外など住宅エリア 


都市部ビジネスエリア 

火顧ビジネスエリ了小顧ビジネスエリア 

1994 1997 2000 2010年 

にも大きな変化をもたらしました。それは、 

① 多彩なグレードサービス：従来のような高信頼性 
のサービスのほかに、信頼^!に優先してより廉価な 
サービスも利用したい 

② 多様な通信方式：電話を基本としたコネクション 
通信だけではなく、コンピュータ通信において効率 
的なコネクシヨンレス通信も利用したい 
といった、いわばケース.バイ • ケースでネットワ 
ークを使い分けたいという要望です。 

品質、信頼性、料金の面で、これまでの“ギャラ 
ンティー型（高信頼型)”とは異なる“ベストエフオー 
卜型(廉価型)”のサービスの要求と言い換えること 
もできます。 

こうした時代の要請を受け、 NTT では従来の電 
話ネットワークとは根本的に異なる、新しい概念の 
コネクシヨンレス型かつ水平分散型のネットワーク 
(OCN : Open Computer Network ) の構築に向けて 
本格的な取り組みを進めています。 

|:;|マルチメディア推進の原動力 

マルチメディアを推進するためには、アプリケ 
ーシヨン、コンテンツ、ネットワーク、および 
LAN •端末の調和ある発展が不可欠です。アプリ 
ケー シヨン、コンテンツの 充実で需要が喚起される 
ことによりネットワークの整備が進み、このネット 
ワークの整備が促進されることにより、アプリケー 


スや新事業分野の模索)の推進 や、 国や地方自治体に 
よる先導的•公的アプリケーションの開発など、具 
体的な取り組みも本格化の兆しをみせてきています。 

£マルチメディアへの取り組み 

NTT は、『基本構想』に基づき、マルチメディア通 
信の共同利用実験の推進や海外企業との提携による 
新 サービスの 開発、『アクセス網の光化の整備目標 
の設定』 （1994 年く平成6年;)12月）、『ネットワークの 
オープン化に関する基本方針の策定』など、具体的 
な施策を展開してきました。さらに取り組みを具体 
化すべく1995年（平成7年）6月に、『マルチメディア 
への取り組み』を発表しました。 

ディジタル技術の飛躍的進歩によって、通信* 
コンピュータ*放送の世界は急速に複合的融合を進 
めつつあります。特に注目に値するのが、コンピュ 
一夕端末（パソコン）の発展に端を発した“コンピュ 
一夕と通信の融合”です。 

一方、コンピュータ通信の分野では、既に LAN 
が急速に拡大•発展しています。その LAN と LAN 
が相互に接続され、従来の電話サービスとはまった 
く別の概念のネットワークへの要望が高まってきて 
います。この LAN ベースのコンピュータ通信の代 
表例として、またたく間に全世界でューザ数約 
7,000万 （1995 年〈平成7年〉7月末推定）の巨大ネッ 
トワークに成長したインターネットを挙げることが 
できます。 

このように、端末革命とでもいうべきコンピュ 
ータ端末の発展と LAN の急成長を背景に、今後の 
本格的なマルチメディア時代の幕開けは、インター 
ネットに代表されるようなコンピュータ通信からの 
発展形が主流になるものと考えられています。 

|〇 CN (オープン.コンピュータ•ネツトワーク） 

急速な伸びを示しているコンピュータ通信の発 
展は、 ユーザのネットワーク に対する期待と ニーズ 


安いこと、 

インターネット}妾続 
などが容易である 
ことなど 


k 電子メール L 

. テ-夕べ-7 , 

アクセスなど 


コネクションレス型 


ベストエフオート型 
(廉価型） 


確実に届くこと、 
安定していることなど 


オンライン 

システム間通信など 


コネクション型 


ギャランテイー型 
(高信頼型） 


f 電話 *ISDN 




■ 新しいネットワーク ( オープン . コンピュータ • ネットワーク)の位置付け 


ユーザ的の要望等1 

適用分野 

1 通信の夕 a 

グレード別個別網 

1サービスのタイプ 


従来型 データ ネット フー ク 
パケット交換 サービス 


フレームリレー 

セルリレー 

サービス 

サービス 


オープン.コンピュータ•ネットワーク 


コネクションレス 型 
マルチメディア 
通信 サービス 


棘 



し大⑽合 
エ拡高に 
宅の' e > 改 
住スヵ更 
どビろの 

Mm 

郊度00存 
市高20既 

都 • • 



カバー率 
一一 


電話ネットワ—ク 
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シヨン、コンテンツが誘発されるという相乗効果が 
マルチメディア推進の原動力です。 

マルチメディアの 実現には、技術の融合化.多 
様化が不可欠です。 NTT は、国内外の幅広い分野 
の企業などとの提携を行い、技術開発力の強化と産 
業の活性化に積極的に貢献していきます。 

アプリケーシヨン開発の取り組みとして、 「マル 
チメディア通信の共同利用実験」や「国内外企業と 
の提携によるサービスの開発」を積極的に進めて い 
ます。 

『基本構想』策定直後の1994年(平成6年）1月に、 
アメリカの ジェネラルマジック 社と、3月には マイ 
クロソフト 社と、6月に シリコングラフィックス 社 
との提携を相次いで発表しました。さらに翌1995年 
(平成7年）5月にはピクチャーテル社とも技術提 
携を行い、ほかにアップルコンピュータ社などとの 
提携も進めています。これらの動きは、今後 ネット 
ワークのオープン化、グローバル化が 一層 進み、 よ 
り開かれた競争市場のなかで、国際提携などによっ 
て 本格的 マルチメディア 時代に向け ノウハウを 蓄積 
し、 フラッグ キャリアとしての国際市場での競争力 
を高めて いこうと する狙いでもあります。 

| マルチメディアの実現に向けて 

1994年（平成6年）秋にスタートした『マルチメデ 
イア通信の共同利用実験』は、将来のマルチメディ 


ア時代に不可欠な要素である、ネットワーク、ュー 
ザ設備、ソフトウヱアの足並みのそろった発展と、 
相互の連携による新しい利用方法 • 利用技術（アブ 
リケーション）の創造•開発、および今後のネット 
ワーク構築技術•管理技術の確立を目的に、情報提 
供事業者、メーカ、利用者の方々と共同で行ってい 
る全国規模の広域利用実験です。 大学 .公的研究機 
関、企業など127グループが参加し、産業、生活、 
消費、教育、福祉、娯楽など幅広い分野でのアプリ 
ケーション開発に向けた取り組みを推進していま 
す。 

INS モデルシステム実験は、 NTT 主導による要素 
技術の開発に主眼がおかれた実験でしたが、マルチ 
メディア通信の共同利用実験は、幅広い分野の方々 
に参加していただき、また、アプリケーションの開 
発に当たっては参加者の方々の主導で進めるなど利 
用者の側面を重視した実用的なものとなっていま 
す0 

いよいよ間近に迫った マルチメディア 時代。 
NTT は、アクセス 網の光化を始めとした通信イン 
フラストラクチヤの 整備、 ベストエフオート 型の 才 
ーブン•コンピュータ.ネットワークの 構築、さら 
には国内外のソフトウヱア会社などとの提携による 
先進的 アプリケーション 開発などと、 マルチメディ 
ア時代に向けた足固めを着々と進めています。 


■マルチメテ V ア分野におけるダイナミックな提携 


通信事業者 


CATV •放送 
事業者 


通信機器•家電メーカ 


コンビュータメーカ 


ソフトウ X ア開発会社: 


情報提供 
事業者 


その他 


ネットワーク 

サービス 


情報機器 



(研究実験参加) 


(オンライン情報流通他) 





松下 I 富士通 I 東芝 I フィリップス モト ローラ 


(デスクト：/プ会議システム） 


ピクチャーテル 

m 

m 

，ッブル 


(ジェネラルマジック連合) 




CATV ゲーム t 
エンタ-テイメント 


( VOD システム共同開発） 
: VOD システム共同開発〉 
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マルチメディア時代への胎動 


NTT の研究開発体制 


春研究開発の役割の変遷 


> NTT の研究開発組織 


第1111•代 第2 lit 代 

(1945-1965 1966-1980' 


第3 lit 代 

(1981-1990) 


第 3.5 世代 

(199 卜） 


時代 



1985 1987 1994 

W 常化 研究即発外編3総合研究所体制 


研究開発 
の役割 


通信技術の 
国産化 

>自主技術脊成 


欧米諸国技術の 
キャッチアップ 

•国産メーカとの共同 
開発による大型ブロ 
ジ x 外での実用化 


世界レベルの 
研究開発 

癱ポスト電話に向けた 
ネットワーク変革の 
牽引 

•内製力強化 
(ソフトウェア、 LSI ) 


世界をリードする 
研究開発 

參キャリアとしての技 
術開発 

•21 此紀の悄報通信 
産菜祕盤の梆築 
秦マルチメディア社会 
の削? k 


基礎研究 


新しい科学技術分野の創出 


社長 


各本部の 
開発部門 


各事業本部の 
開発部門 


技術企画部 


研究開発推進部 


ネットワーク開発部 


通信網総合研究所 


通信網研究所 

アクセス網研究所 

ネットワークサービスシステム研究所 

光ネットワークシステム研究所 

ワイヤレスシステム研究所 

+ルチメテVアシステム総合研究所I 

情報通信研究所 
ヒューマンインタフェース研究所 
ソフトウェア研究所 


■基礎から応用まで、電気通信の発展を支える 
研究開発体制 

わが国を代表する電気通信事業者として、電気通信の発展に寄 
与し、かつ事業経営の基盤をより一層強化し、世の中のニーズに 
迅速にこたえるために、 NTT では、電電公社時代から R & D (研究 
開発)活動に大きな力を注いできました。 R & D 活動を担う電気通 
信研究所は、まもなく発足50周年を迎えようとしています。 

この研究所のルーツは、1891年(明治24年)に設立された遅 
信省電気試験所にまでさかのぼります。1948年(昭和23年)に 
は電気通信研究所として独立し、現在の R & D 体制の基盤を確立 
しました。その後、事業の発展に伴う研究対象の多様化に対応し、 
武蔵野に続き、茨城、横須賀、厚木へと R & D 拠点を拡張。また 
民営化に伴い、1987年(昭和62年）に R & D 再編を行い、人技 
一体の研究開発体制としました。 

さらに1994年(平成6年)7月には、今後の本格的マルチメデ 
ィア時代に対応し、よりダイナミックな研究開発を行うため、研 
究所群を3グループに統合。①通信網総合研究所(ネットワーク 
系 • アクセス系の研究実用化）②マルチメディアシステム総合研 
究所（ソフトウェアやヒューマンインタフェースなどユーザ系の 
研究実用化)③基礎技術総合研究所 （ LS I や光エレクト□ニクスな 
ど基礎的研究 • 部品材料の研究実用化)、の3総合研究所 • 13研 
究所に統合。サービスに直結する各事業本部と連携して、次世代の 
情報通信を実現するための幅広い研究開発を進めています。 

■ 研究開発の流れと現在の取り組み 

NTT では、電気通信のよりよい在り方を見つめた研究開発を 
一貫して推進し、それぞれの時代環境の下で事業の発展を通じて 
社会に貢献してきました。研究開発の進展は、その役割により大 
きく 4 つの フェーズに分けることができます。 

すなわち、戦後の復興のなかで通 fflS ® の国産化を目指した第1世 


L-| _基礎技術総合研究所_ 

LSI 研究所 

光エレクトロニクス研究所 
境界領域研究所 
コミュニケーション科学研究所 
基礎研究所 

代=1945年(昭和20年)〜1965年(昭和40年)。次に高度経済成 
長を背景に世界の技術水準に追いつくことを目指した第2世代= 
1966年(昭和41年)〜198〇年(昭和55年)。さらに自由化，国際 
化の波のなかで、世界レベルの研究開発を進めていった第3世代= 
1981年(昭和56年)〜1990年(平成2年)。そして1991年(平成 
3年)からが第 3.5 世代に当たりますが、このフェーズではボーダレ 
ス化の進展や競争の激化といった社会環境のなかで、世界をリー 
ドする最先端の研究開発に取り組んでいます。21世紀の情報通信 
産業を見据えたインフラストラクチャの整備や、本格的なマルチ 
メディア時代の到来に対応する新しい科学技術分野の創出など積 
極的な活動が展開されています。 

■研究開発テーマとその成果 

電電公社時代は、電話網の拡大 （ 「加入電話の積滞解消」と「全国 
自動即時化」の二大目標)に全力で取り組み、1979年(昭和54年) 
までに達成。次いで、サービスの多様化のニーズに対応し、 ファ 
クシミリ通信やデータ通信などの新サービスを次々に開発してき 
ました。そして、これらの多彩なサービスを効率的•経済的に実 
現するためサービス総合テ V ジタル網の研究開発に着手、ディジタ 
ルネットワークの構築に取り組んできました。 

そうした一連の R & D 活動のなかで、ディジタル処理を可能とす 
るディジタル交換技術、伝送能力を高めるディジタル伝送技術、 
光ファイバをより経済的に導入する技術、これらの基礎となる LS I 
技術などの研究開発などに大きな成果を上げてきました。 

これらの研究開発成果の蓄積を踏まえ、本格的マルチメディア時 
代の到来に向けて、 R & D 活動はさらに充実 • 強化されています。 
ネットワーク高度化の技術、アプリケーション基盤技術の開発など 
を積極的に推進 。 ATM (非同期転送モード)交換技術や新サービス 
を実現するソフトウェア開発技術、伝送能力の高速 • 大容量化を図 
る光ソ U トン伝送方式などにおいて、着実な成果を上げています。 
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東京支社 


関東支社 
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四国支社 110 
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北海道支社 





















■支社エリア 


上野支店 



S 

0 





〇 

\ 東京南支店— 


■東京支社の歩み 


1985年4月 

NTT スタート 

12 月 

㈱ル•パルク設立 

(支社設立グループ企業第1号） 

1986 年 2 月 

(株)ダイナミック•アドメディア設立 

10月 

ANGEL 導入(東京電話番号案内局） 

11 月 

総支社を品川へ移転 
伊豆大島三原山噴火 

1987 年 2 月 

TXAS 導入（東京中央電報局） 

4 月 

(株) ハロー • スポーツ プラザ設立 

9 月 

DDI、JT、TWJ が市外電話に参入 

1988 年 2 月 

(株) NTT テレコムエンジニアリング東京 

誕 

NTT アセット • プランニング(株)設立 

4 月 

INS ネットサービス開始(東京23区ほか) 

5月 

TTNet が市内電話に参入 

7 月 

㈱ NTT フローラ 設立 

12月 

ID 〇が移動通信に参入 

1989 年 4 月 

電話局の名称を支店 • 営業所に変更 

7 月 

1 支社 28 ブロック体制 

1991 年 1 月 

東京 03 地域の市内局番を 4 ケタに変更 

1994 年 4 月 

PHS 実用化実験開始 

8月 

CUSTOM 導入(渋谷支店） 

12 月 

1 支社 11 ブロック体制 

1995年2月 

SPC 化完了(多摩中央支店の利島、新島、 
式根島交換機が最後） 


八チ公物 lg TELEPHONE 50» 

「東京テレホンカードグランプリ」開催’ 

(1987 年 12 月) 

テレホンカード発売5周年の記念イベント「東京テレホンカード 
グランプリ」で、東京総支社発行のテレホンカードのなかから人 
気投票を行った。「ハチ公物語」が最も人気を集めた。 


■加入電話契約数の推移 

(ビル電話を含む） 


815.6 


827.9 835 - 4 



800万加入 


1985 86 87 88 89 90 91 92 93 94年度末 










































エリア発この 10 年 
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お届けします“声の新聞” （1 985年1月〜） 

目の不自由な方のために爾話を通して新聞を読み上げる 
"声の新聞”を提供。退職した女性によるボランティア団 
体 「NTT ゆいの会」が、全国の先駆けとなってサービス 
を開始。さらに、点字による電話料金案内書の発行も行 
っている。 



バルセロナ五輪に漕艇部•バドミントン部から10人が参加 (1992 年7月) 

バルセロナ五輪へ、全日本実業団10連覇のバドミントン部と全日本選手権 
エイトで優勝した漕艇部から10人が参加。壮行会では児島社長から激励が 
あった。 




皇太子ご成婚記念“ゴールド”公衆電話機を設置 (1 993年6月） 

皇太子殿下 • 雅子さまのご成婚記念パレードが行われる千代田区の新宿 
通りに面した25台の公衆電話機をゴールドに装飾。東京千代田支店が 
地元商店街などとのタイアップで実現した。 

「東京新番号羊が笑った日」を発行(1991年〈羊年〉6月） 

1月1日午前2時、東京03地域の市内局番を4ケタに変更。4ケタ化構想 
の検討から一斉切り替えに至るまでの経過をドキユメンタリータッチで 
記録した本「東京新番号羊が笑った日」を発行。関係機関や都内の図書 
館へ寄贈した。 



北京市電信管理局との相互交流に調印 （1 994年12月） 

中国_北京市電信管理局と電気通信事業にかかわる交流のた 
めの調印式を行った。 「NTT と中国郵電部との間の電気通信 
技術協力に関する覚書」 （1985 年10月）に基づき実施。グロー 
バル化に対応した企業文化の醸成と国際化に対応した人材の 
育成を図る。 



ネットワークマネジメントセンタ （NMC) を開設 
(1993 年11月） 

眠らない都市“東京”で、どのような条件のもとでも安定し 
たサービスを お届けす るため、「ネットワークマネジメント 
センタ （NMC)」 を オープン。 先進の監視 システムを 用いて、 
通信設備ゃネットワークの状態を監視し、品質を維持するた 
め、さまざまな活動を昼夜を問わず行っている。 


1 

STARTING 


i ， mm .： 



ァメリカから大容畺中継交換機を導入（1990年4月） 

ノーザンテレコム社製スーパー市内中継交換機 （ スーパー MS) 「 DMS-250J 
を導入し、東京23区の通話ラッシュの緩和を図った。サービス開始の式 
典には、山口社長やノーザンテレコム社フイッツジヱラルド会長など関 
係者が出席した。 
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蒙 支社エリア 


■加入電話契約数の推移 

(ビル電話を含む） 


,, 220, 1 § 4 

. U 视3..: . 1,200 万加入 


1,152.3 | 


1，055 .7 


1,004.3 \ 


1，107 .7 : 


955.0 




1，000 


895.5 


911.9 


200 


■関東支社の歩み 


(注)1996年(平成8年)1月に1支社7支店体制に改編 


レトロ調ピンク電話「鹿鳴館」発売 （1988 年11月） 


山梨支社でオリジナル電話機のアイデアを社員か 
ら募集し、誕生したのが、レトロ調ピンク電話「鹿 
_館」 : 明治中期から昭和40年ごろまで使われた 
「デルビル磁石式壁掛け電話機」をイメージしたもの： 


10月 


1987年9月 


12月 


1988年2月 
3月 


12月 
1989年4月 
11月 
12月 


1990年7月 
1992年1月 


4月 

1994年12月 
1995年3月 


NTT スタート 


日航ジャンボ機墜落事故 
TX AS 導人(関東全域） 

(株) NTT タウンネットサービス設立 
(支社設立グループ企業第1号） 

(株)インフォメーションスペースサービ 
ス設立 

DDI、JT、TWJ が市外電話に参入 
(関東全域） 


㈱ NTT テレマート山梨設立 


㈱ NTT 群馬ビジネスサボート設立 
NTT 中央テレコンネット(株)設立 
(株) NTT テレコムエンジニアリング関東 
設立 

INS ネットサービス開始(横浜、川崎） 
TTNet が市内電話に参入(関東全域） 
ANGEL 導入(土浦電報電話局） 

電話局の名称を支店 • 営業所に変更 
33支店体制、タスク制導入 
ID 〇が移動通信に参入 
(神奈川、千葉、埼玉、 茨城） 

神奈川•横浜支社の統廃合 

(株) NTT タウン ネッ トサービスが NTT 

テレマーケティ ング(株)へ合併 

県域支社廃止 （ 1支社39支店体制） 
CUSTOM 導人(柏支店） 

SPC 化完了 （2 日、宇都宮支店の東那須 
野交換機が最後） 


1985年4月 


1986年3月 
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日航ジャンボ機墜落、通信設備のない山間部に緊急回線を確保 （1985 年8月） 


12日夕方、群馬県御巣膦山の南斜面に日航機が墜落。 NTT では、緊急通話の確保のため、他 
の支社から車載型衛星地球局を派逍、臨時電話など約700回線を設置。延べ3,000人の社員が 
夏休み返上で作業に当たり、遺族待機所では、電話の取り次ぎなどきめ細かなサービスも行った。 


台風10号で茂木局が冠水、約5,400回 
線が不通 (1986 年8月） 

5日未明、台風10号の豪雨により栃木 
県茂木町を流れる逆川が氾濫し、 5,000 
世帯が冠水、茂木局の交換機能もスト 
ップ完全復旧までの8日間は、復旧 
作業や電話取り次ぎサービスなどで社 
員が活躍した。 




夏休み恒例 「 NTT わくわく卜ーク劇場」を開催 （1995 年7月） 

••親と子の コミュ ニケー ションづく りのお手伝い”を目的に、1984 
年から毎年開他： 1995 年のマスクプレイミュージカル「ロビンフ 
ッドの冒険」には34力所で約8万4,700人の入場があり、地域と 一 
休となった社会貢献活動として定着した。 



「電信電話ことはじめヨコハマ館」オープン （1994 年10月） 


T1I 信電話発祥の地 • 横浜に饱信诹話の歴史館「電信電話ことはじめヨ 
コハマ館」が オープン, 人口には明治末期の“自働電話”ボックスを設 
置、館内には「電信爾話のあゆみ一世界と日本」「電信電話ことはじ 
め パノラマ 座」「かながわの電信電話の 歴史」 の3 つのテーマゾーンで 
社会と電信電話のかかわりを紹介している 



_辽11电嘗理辟日本 MTT 
关李支社柑5交流备 g 录 I 宇仪式 


中国遼寧省郵電管理局と交流を開始 （1 993年8月） 


国際社会への貢献、 グローバル 化に対応した企業文化の酿成などを目的として地域 レベルの 
国際交流を開始。社員を相互に派遣し、経営管理、電気通信技術、営業、広報など幅広い分 
野で意見交換を行った。今後は研修生の受け入れ、討論会•セミナーの開他も計画している。 



「でんでん INS 館」に434万人、「科学 
万博一つくば’85」が閉幕 （1985 年9 
月） 


184日間にわたって開催された「科学万 
博一つくば，85」が閉幕。 NTT のパピリ 
オン「でんでん INS 館」には434万人の入 
埸があり、 INS について理解を深めて 
いただいた C 


“耳の不自由な方にも音楽を”培玉でスタート 
(1987 年8月） 

埼玉支社エリァの電話加入数200万突破の記念行事 
として、全国で初めて、耳の不自由な方にも音楽を 
楽しんでいただこうと骨伝導方式の ステレオ ヘッド 
ホンを利用したコンサートを開 f 捲。その後も、改良 
型ライブホン「ときめき」を利用し、社員がボランテ 
イアで手話通訳の方とフィッティング作業を行う。 
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■支社エリア 



■信越支社の歩み 


テレホンカード 「SAVE THE BIRDS」（1986 年〜） 

新潟の県鳥トキをモデルにしたテレホンカードが発売された。こ 
れは、（財)日本野鳥の会の野鳥保護基金キャンペーンとして、絶滅 
の危機に溯したトキを救おうとして始まったもの。これを機に 
「SAVE THE BIRDS 」としてシリーズ化されている。 


1985年4月 NTT スタート 
M 月事業部制導入 
1987年2月 TXAS 導入(信越全域） 

4月 NTT 新潟コミュニケーション(株)設立 
(支社設立グループ企業第1号） 

9月 JT が市外電話に参入(伊那） 

10月 NTT テレコール信州(株)設立 
1989年3月（株) NTT テレコムエンジニアリング信越 
駐 

4月電話局の名称を支店 • 営業所に変更 
ANGEL 導入(長野県内） 

6月 INS ネットサービス開始（長野、松本） 
1990年4月東北セルラーが移動通信に参入 
(新潟) 

1991年4月 2支社10ブロック体制 

6月長野オリンピック開催決定 
1992年4月県域支社廃止 （1 支社10ブロック体制） 

1994年12月 CUSTOM 導入(長岡•上越 • 六日町支店） 
1995年3月 SPC 化完了 (9 日、新潟支店〈佐和田支 
店〉の7交換機が最後） 


■加入電話契約数の推移 

(ビル電話を含む） 


199.7 


206.3 


194.8 


200万加入 


189.4 


177.5 


183.7 


157.5 


161.8 


165.9 


171.5 
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エリア発この10年 



新潟の魅力満載、「新潟発」を発行 (1986 年9月) 


“ V 、つも情報の受け側であった新潟からの情報発信”を目的に、地域 
貢献活動の一環として創刊した情報誌。県内はもちろん、全国にも 
旅の情報誌としてファンを有する。1995年には ホームページを 開設 
し、 マルチメディアへ も展開して いる。 


第18回オリンピック冬季競技大会長野〗998 

_ルドスポンサー決定認者雜 i 

u : 催/財団法人日本オリンビック委員会晒法人顯オリンピック冬季競技大会組織 
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長野冬季オリンピックの「ゴールドスポンサー」に 
(1995 年5月) 

1998年に開催される長野冬季オリンピックにおいて、 NTT が グルー 
プ企業4社とともに「ゴールドスポンサー」として協賛。マルチメデ 
ィアを始めとする通信の最先端技術を駆使して、オリンピックに寄 
与する。 


電話 100 年記念「 NTT カップドッジボール大会」「 NTT 
カップママさんバレーボール大会」を開催 （1990 年10月） 
電話事業100年目の年から 「 NTT カップドッジボール大会」 
「 NTT カップママさんバレーボール大会」を毎年開催。この 
ほかにも「各支店長杯争奪少年野球大会」など、地域のスポ 
ーツ振興に貢献している。 



「マルチメディア•パーク NAGANO 」 リニューアルオープン (1995 年4月） 

「テレコム.パーク NAGAN 0 J (1992 年10月オープン）をリニューアルし、 
マルチメディア閨連機器を展示した「マルチメディア•パーク NAGANO 」 が 
オープン。信越のマルチメディアを先導する。 

新潟から始まった「環境クリーン作戦」 （ 1988年9月） 

“海岸の美を守ろう”と1988年から 「 NTT クリーン.ザ，日本海」を毎年開 
催。いまや全国数百力所で開催されている「環境クリーン作戦」は、新潟 
のヤングモニター（若手社員）による企画が始まり。全国海岸協会より「全 
国海岸功労者」として表彰された。 
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岐阜支店 


名古屋支店. 


■支社エリア 


「メットホン D」 を発売 
(1988 年) 

中日ドラゴンズのヘルメットをか 

たどった電話機「メットホン DJ を 
発売。このほかにも、「ドラゴンズ 
テレホンカード」の発売、「ドラゴ 
ズ応援 FAX 」 などで地元球団を 
支援している。 


■東海支社の歩み 
1985 年 4 月 NTT スタート 


10月 

11月 
1986年11月 
12月 
1987年1月 
9月 

12月 
1988年4月 


5月 

1989年3月 
4月 
7月 
12月 
1991年12月 
1994年3月 
4月 
8月 

1995年3月 


NTT シスコム(株)設立 
(支社設立グループ企業第1号） 

事業部制導入 
TXAS 導人(東海全域） 

㈱名古屋情報センター （NAMOS) 設立 
(株) NTT テレメイト設立 
DDI、JT、TWJ が市外電話に参入 
(東海4県） 

ANGEL 導入(沼津電報電話局） 

INS ネットサービス開始(名古屋） 

(株) NTT テレコムエンジニアリング東海 
設立 

TTNet が市内電話に参入 
(静岡県富士川以東） 

NTT 東海不動産(株)設立 
電話局の名称を支店 • 営業所に変更 
世界デザイン博覧会 
ID 〇が移動通信に参入（東海4県） 

県域支社廃止 （ 1支社34ブロック体制） 

1支社5ブロック体制 
中華航空機墜落事故 
CUSTOM 導入(三河支店） 

SPC 化完了 (10 日、静岡支店〈伊東営業 
支店〉 の4交換機が最後） 


NTT レーシングチーム、鈴鹿サーキットで疾走 （1989 年7月） 

電話100年記念事業に 「 NTT モリワキレーシングチーム」を結成： 
「鈴鹿8時間耐久オートバイレース」など鈴鹿サーキットで開催 
されるオートバイレースに出走。上位入賞を目指して、年々レ 
ベルアップしている。 


■加入電話契約数の推移 

(ビル電話を除く） 

580.3 ⑻ .(> 


617.1 
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650.0 
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480.9 496.5 


514.5 
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世界デザイン博 「 NTT チャレンジ館」に110万人 
(1989年7月) 

“ひと.夢.デザインー都市が奏でるシンフォニー” 
をテーマに「世界デザイン博覧会」が開催 (135 日間）。 
••海へのチャレンジ”をテーマに 「 NTT チヤレンジ館」 
を出展。アメリカズカップのレース模様などを紹介。 
11月には、常陸宮妃殿下が来館されるなど、約110万 
人の入場者に楽しんでいただいた。 





ぶ#_ : 


_ T 情報館「> 


プロボ名古屋」オープン 


(1991 年8月） 

NHK 名古屋放送センタービル地下1階に 
"未来への情報発信”をテーマに最新の 
商品を一堂に集めた NTT 情報館 
rPROPOS NAGOYA 」 が誕生。“ PR0P0S” 
はフランス語で“話題”という意味。 


環境にやさしい電気自動車を導入（1991年10月） 

自然環境保護の一環として“環境にやさしい電気自動 
車”を笹島支店と栄支店に各1台配備。1回8時間の充 
電で約 100 km 走行でき、最高時速 75 km という性能。 

世界まつり博 • 三重’94「 NTT グループ館」にも27万 
人 (1994 年7月) 

「新たな“であい”を求めて」をテーマに「世界祝祭博覧 
会」が開催 （108 日間）。 「 NTT グループ館」は「コミユニ 
ケーシヨンがもたらす“であい” “ふれあ t ぐ’〜 フユー 
チャーコミユニケーシヨン〜」をテーマに約27万人の 
入場者をお迎えし、コミュニケーションのたいせつさ 
を伝えた。 


NTT グループ•ホテル第1号「プラセオ」オープン 
(1992 年10月) 


東海支社ビル南隣に「ホテルプラセオ名古屋」がオーブ 
ン。 “ PLACEO ” はラテン語で“気に入る”“楽しむ”“喝 
采される”という意味。 NTT グループでのホテル第1 
号。 































1 七尾支店 


小松支店 


I 支社エリア 


美術工芸品になった「漆アートホン」 

(1987 年） 

伝統工芸輪島塗りの「漆アートホン」を発売。6 
種類の電話機に、4つの彩ヴつの模様を好み 
に合わせ、職人がひと筆ひと筆丹念に描いた 
商品。また、純金箔アートホンやテレホンカ 
ードなど、文化の香りが漂う商品も発売した。 


■北陸支社の歩み 


1985年4月 

NTT スタート 

11月 

事業部制導入 

12月 

北陸キャプテンサービス(株)設立 
(支社設立グループ企業第1号） 

1986年3月 

TXAS 導入(北陸全域） 

11月 

(株) NTT 北陸テルマック設立 

1988年7月 

北陸自動車道全線開通 

9月 

NTT フロリカ(株)設立 

12月 

ANGEL 導入(高岡電報電話局） 

1989年3月 

INS ネットサービス開始(金沢） 

4月 

電話局の名称を支店 • 営業所に変更 
県域支社廃止 （ 1支社7ブロック体制） 

11月 

(株) NTT テレコムエンジニアリング北陸 
設立 

1990年9月 

北陸セルラーが移動通信に参入 
(北陸3県） 

1991年2月 

JT が市外電話に参入(北陸3県） 

1994年12月 

CUSTOM 導入(小松支店） 

1995年3月 

SPC 化完了 （17 日、福井支店の足羽 • 
一乗谷交換機が最後） 


■加入電話契約数の推移 

(ビル電話を含む） 


128.0 , 
124.9 , m : 
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「JAPAN TENT 」 で外国人留学生と交流 （1988 年7月） 

外国人留学生との交流を深めようと1988年から参加。 「 NTT トーク& 

トライ in 夢半島」では、ウォークラリー形式で輪島市内を探索、輪島 
塗りの体験コーナーなどを用意。毎年300~400人が參加している。 




「 NTT コミュニケーションプラザ」オープン(1986年9月） 


金沢市に 「 NTT コミュニケーシヨンプラザ」がオーブン。 


地域 INS の推進に重点をおいたシヨールーム0 


「 FM 観光ガイドシステム」を開発 （1989 年6月） 

観光客用に携带用受信機から案内放送が聞こえる「 FM 観光 
ガイドシステム」を北陸支社で開発した。 


「法人サービスセンタ.西日本」「ダイヤル 
Q 2 サービスセンタ」を発足 （1994 年12月、 
1995年2月) 

テレワイズ•ワイドに関する業務を行う 
「法人サービスセンタ•西日本」、ダイヤル 
Q 2 に関する業務を行う「ダイヤル Q 2 サービ 
ス センタ」 を発足。全国を一元的に、総合 
的に支援する目的で設置した。 




全日本実業団軟式庭球選手権で全国制覇(1991年8月） 

「平成3年度全日本実業団軟式庭球選手権」が山形市で行 
われ、135チームが参加したなかで、軟式庭球部が見事 
に初優勝。並みいる強豪を抑え、全国制覇を果たした。 
都市対抗野球で準優勝 (1 986年8月） 

「第57回都市対抗野球大会」で野球部が準優勝。北陸に初の 
白獅子旗をもたらした。驚異の“8点打線”で秋田市、浜松 
市、東京都、広島市と次々に強豪を連破。横浜市には一歩 
及ばなかったが、雪国のハンディを克服した。 






















































大阪府拡大図 



■関西支社の歩み 

1985年4月 NTT スタート 



1986年8月 NTT テレホンアシスト(株)設立（支社設 
立グループ企業第1号、以降15社設立） 
1987年3月 ANGEL 導入(大阪番号案内局など） 
TXAS 導人(奈良、滋賀、和歌山） 

9月 DDK JT 、 TWJ が市外電話に参入 
(関西全域） 


関西国際空港が開港 
(1994 年 9 月） 

4日、アジアのハブ（拠点）空港 
を目指す24時間空港「関西国際空 
港」が開港。これを記念したテレ 
ホンカードを発行した。 



1988年4月 INS ネツトサービス開始(大阪） 

1989年4月電話局の名称を支店 • 営業所に変更 
事業部制の見直し 
(1 支社、5県域支社、38支店体制） 

7月関西セルラーが移動通信に参入 
(大阪など） 

1990年4月国際花と緑の博覧会(大阪） 

1991年4月県域支社廃止 （ 1支社33支店体制） 

1992年12月 B - ISDN 利用 • 研究実験 （ BBCC 実験) 
および新世代通信網パイロツトモデル 
事業(パイロット実験)へ参画 

1993年3月関西の電話事業100年 

11月関西の加入電話契約数が1,000万を突破 
1994年3月広域集約保守センタ発足 
8月 CUST 〇 M 導入(明石支店） 

9月関西国際空港開港 
1995年1月阪神•淡路大震災 
3月 SPC 化完了 

(16 日、奈良支店の3交換機が最後） 


■加入電話契約数の推移 


(ビル電話を除く） 

985 61.004.1し 011 - 6 



1985 86 87 88 89 90 9192 93 94年度末 


1.000万加ス 


800 


600 


400 


200 


106 









































エリア発この 10 年 


■トピックス 



戦後最大の震災「阪神.淡路大震災」 （1995 年1月） .. 

17日午前5時46分、淡路島北部を震源とするマグニチュード 7 . 2 の直下型地震が兵庫県南部を直撃。震 ||； a |||| | ^ 
度7の激震に死者6,308人、約28万5,000回線の電話が不通。この災害に、全国から支援を受け、1月末ゝ1 % 
までに サービスを回 愎。また、無料の臨時電話を設置、基本料を無料にするなど、さまざまな面から .； ^ ' T " sll I 
支援対策を展開。同年9月にはこの活動に対し、内閣総理大臣赏を受賞した。 


通信證爾災害復陆 





「花の万博」「世界リゾート博」にパビリオン出展 
(1990年4月、1994年7月) 


「国際花と緑の博覧会」に、緑の地球をイメージした 
「フローラドーム」を郵政省. KDD との共同で出展。 
また、「世界リゾート博」では浮遊感覚が体験できる 
「 NTT マジカルキューブ幻想館」を。そのほか、「シル 
クロー ド博」「シロ ト ピア」などにも出展した。 



新船場パイロットプラントを構築 （1991 年2月） 


21世紀を担う情報発信基地として将来に向けた最先 
端の通信網を構築し、光化による交換ポイントの統合 
をプロジェクトした「新船場パイロットプラント」がスタート 
(1995 年12月完成)。 



ちびっこ甲子園野球大会を開催 （1 991年11月） 

社会貢献活動の一環として 「 NTT 杯争奪ちびっこ甲子園野球大会」を開 _ c あこ 
がれの甲子園で試合や入場行進をする“夢”を毎年球児に与えている。 



ユニークな 「公衆電話ボックス」 
登場 （1993 年3月、8月） 

レトロ調の公衆電話ボックスを“関 
西の電話事業100年”を記念して設 
置。また、8月には全国に先駆け、 
電動式車椅子が出入りできる「福祉 
用公衆電話ボックス」を設置した。 



「六甲天文通信館」オープン 
(1990 年7月) 

電話100年記念事業として“宇宙と 
通信” をテーマに 「六甲天文通信館」 
を開館。反射望遠鏡の映像を INS ネ 
ット64により伝送するなど天体観 
測と通信とを結び付けた ユニーク 
な施設。1994年7月には1，000万年 
に1度の大宇宙 ショー 「木星のネッ 
クレス」（木星への彗星衝突シーン） 
を全国へ配信した。 
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■支社エリア 


米子支店 





鳥取支店 


浜田支店 


徳山支店 


西日本一の複合商業施設「基町クレド」オープン (1994 年4月) 


■中国支社の歩み 


1985年4月 

NTT スタート 

10月 

NTT 中国メディアサプライ設立 
(支社設立グループ企業第1号） 

11月 

事業部制導入 

1986年4月 

NTT 中国テレコムサービス(株)設立 

1987年10月 

TXAS 導入(広島中央電報局） 

1988年4月 

瀬戸大橋開通 

7月 

INS ネツ トサービス開始 

(広島 • 岡山の一部） 

10月 

DDK JT が市外電話に参入（山陽） 

12月 

ANGEL 導入(下関電報電話局） 

1989年4月 

電話局の名称を支店 • 営業所に変更 
(採) NTT テレコムエンジニアリング中国 
設立 

7月 

(株) NTT クレド設立 

12月 

中国セルラーが移動通信に参入 
(山陽） 

1990年1月 

県域支社廃止 （1 支社14ブロック体制) 

1994年10月 

第12回アジア競技大会(広島） 

1995年1月 

CUSTOM 導人(津山支店） 

3月 

SPC 化完了 (12 日、倉敷支店〈新見支店〉 
の5交換機が最後） 


“国際文化都市広島の発展に寄与”を目的に、西日本一の複合商業施 
設「基町クレド」がオープン。ふれあい広場を始め、百貨店、専門 
店街、 レストラン街、ホテル、ホール、公開ラジオスタジオ、カル 
チヤースクール などさまざまな機能が結集。 「NTT マルチメディア 
館」も參加している。 


■加入電話契約数の推移 

(ビル電話を含む） 


295.9 


305.1 


315.3 


325.8 


334.6 


342.6 349 - 5 


356.6 


280.9 


288.1 




300万加入 


200 


100 
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■ I トピックス 


エリア発この10年 




_濯! 


台風19号、中国地方全域に被害 (1991 年9月）I 

最大瞬間風速 50m/ 秒を超す大型台 


風の襲来で電話約6万8,000回線、電 
柱約3,400件などが被害。支店•営業所 
に加え、関西支社や NTT グループか 
ら延べ約2万9,000人が復旧作業に当 
たった。 

「瀬戸大橋博’88/岡山」に「宇宙 
帆船 NTT 号」を出展 
(1988 年3月） 

瀬戸大橋開通 (4 月10日）を記念し、20 
日に「瀬戸大橋博’88/岡山」が開幕 (8 月 
31日まで)。 NTT から出展した「宇宙帆 
船 NTT 号 J には183万人の来場があった。 


.編® ^ 

®NTT 




「中国地方でんぽう • でんわ児童 
画コンクール」を開催 (1975 年〜） 
小学生に コンクールを 通じて、 NTT 
の事業内容や電気通信につIゝて理解 
と関心を深めてもらうとともに、そ 
の 社会的役割 を 理解してもらうこと 
を目的に毎年開催。年々盛んになり、 
1993年には約18万点の応募があった。 
1986年からは最優秀作品に「文部大臣 
奨励賞」を授与している。 



30年に1度の大渴水で連日の断水 
(1994年8月） 


全国的な猛暑と水不足に、瀬戸内海沿岸でも30 
年に1度の大渴水といわれ、連日の給水制限。 
安定したサービスを提供するため、機械室で 
は水冷式空調に代わって扇風機が登場した。 



電話100年記念事業 「NTT もとまち博覧 
会」を開催 (1989 年12月） 


電話事業100周年、広島市政100周年、広島 
城築城400周年を記念し、“サンクス基町、夢 • 
未来 モトマチ”をテーマに “過去 一 現在一未来” 
をプリッジさせる祭典を開催。「レトロタウン」 

「フューチヤータウン」「ハーテイタウン jr イベン 
トタウン」などふれあ t ゝの埸を樹共した。 
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四国支社 



■支社エリア 


q. 〇 < n 



1985年4月 

NTT スタート 

12月 

事業部制導入 

1986年7月 

㈱ NTT パステル設立 
(支社設立グループ企業第1号） 

1987年3月 

TXAS 導人（四国全域） 

11月 

NTT 四国テレコンサービス雕)設立 

1988年4月 

瀬戸大橋開通 

6月 

(株) NTT テレコムエンジニアリング四国 
設立 

10 月 

DDL JT が市外電話に参入(香川） 

12月 

ANGEL 導入(宇和島電報電話局） 

NTT アセットプランニング四国(株)設立 

1989年4月 

電話局の名称を支店 • 営業所に変更 

4支社13ブロック体制 

9月 

INS ネッ ト サービス 開始 

(松山、高松、徳島、高知） 

1990年2月 

県域支社廃止 （ 1支社13ブロック体制） 

12月 

四国セルラ ー が移動通信に参入 

(四国4県） 

1994年12月 

CUSTOM 導入(丸亀支店） 

1995年3月 

SPC 化完了 （9 日、愛媛支店〈伯方営業 
所〉の交換機が最後） 

7月 

1支社4ブロック体制 


(1989年12月） 

松山支店で全国に先駆けて電柱に内蔵した公衆電話 
「テレポール」を道後公園に設置。高さ 8m、 重さ 
400kg の銅筏柱に公衆爾話機を収納している 


■加入電話契約数の推移 

(ビル電話を含む） 


156.3 


161.1 


166.0 


171.1 


176.3 


180.9 


185.1 


188.9 


192.8 


150万加入 


100 


50 
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■トピックス 



「瀬戸大橋」 が 開通 （1 988 年 4 月） 
10日、10年の歳月と1兆1,000億円 
を投じた世界一長 I ゝ道路 • 鉄道併用 
橋「瀬戸大橋」が開通1988年度の 
名所.旧跡テレホンカードでは「瀬 
戸大橋」テレホンカードが最も人気 
を集めた。 




60心海底光ファイバケーブル運用開始 （ 1994年1月） 


四国ネツトワークセンタが大容量伝送に対応した無中継 
多心海底光ファイバケーブルを開発。「松山〜大分間」「徳 
島〜和歌山間」で運用を開始。ケーブルの敷設には NTT 
最大級の敷設船「黒潮丸」 （4,776 トン）が活躍した 



電話100年記念事業 「NTT 四国ファミリーシアター」 
実施 （1990 年7月） 


電話100年記念事業として「 NTT 四国ファミリーシアター」 
を実施_ 56力所の支店•営業所などを巡回し、「となりの 



「瀬戸大橋博’88/四国」に 「 NTT ファンタジーシアター」出展 （1988 年3月) 


トトロ」を上映した 



「マルチメディアプラザ」オープン （1994 年5月） 


「四国 INS プラザ」をリニューアルし、「マルチメディアプ 
ラザ」がオープン。ディジタル通信機器に加え、マルチメ 
ディア関連機器の展示•実演や公開セミナーなども開催 
している c 


瀬戸大橋開通を記念し、四国でも20日から「瀬戸大橋鸱’88/四国」が坂出 
市で開催 （8 月31日まで）:カード式公衆電話機をあしらった 「 NTT ファン 
タジーシアター」を出展し、シアターゾーンと展示ゾーンを設置した。 

野球部西山選手がバルセロナ五輪 
で銅メダルに貢献 （1992 年7月） 

卿球邰西山迸手がバルセロナ五輪で 
日本 チーム 入り_ドミニカ戦に登板 
し、銅メダルに貢献 = また、ソウル 
五輪 （1988 年9月）でも、渡辺選手が 
銀メダルに貢献した 




















■九州支社の歩み 


1985年4月 
1986年2月 
5月 

11月 

1987年2月 

1988年6月 


10月 

12月 
1989年4月 
6月 
12月 

1990年4月 
7月 

1991年6月 
1993年7月 
1994年12月 
1995年3月 


NTT スタート 
事業部制導入 
㈱ NTT テレサポート設立 
(支社設立グループ企業第1号） 

TXAS 導入 

(福岡、長崎、熊本、大分、沖縄） 

福岡県内支社を統廃合 

(福岡 • 北九州支社の2支社体制に） 

NTT 九州トラコム㈱設立 

INS ネットサービス開始 

(福岡、北九州、熊本、鹿児島） 

(株) NTT テレコムエンジニアリング九州 
設立 

DDI、JT が市外電話に参入 
(福岡、北九州、佐賀） 

ANGEL 導入(熊本電報電話局） 

電話局の名称を支店 • 営業所に変更 
NTT 九州不動産(株)設立 
九州 セルラ ーが移動通信に参入 
(福岡、北九州） 

㈱ NTT ドゥ設立 

県域支社廃止 （ 1支社23支店体制） 

雲仙 • 普賢岳で大火砕流発生 
1県1支店体制 
CUSTOM 導人(佐賀支店） 

SPC 化完了 (24 日、宮崎支店の木城交 
換機を最後に、全国の SPC 化が完了） 


雲仙 • 普賢岳噴火災害へ社員の善意を贈る 
(1991 年8月） 

雲仙 • 普賢岳の噴火に伴って被災された方々に 
見舞金を贈ろうと、九州支社のヤングモニター 
(若手社員）の呼びかけが全社的に広がり、集ま 
った義援金を長崎県へ寄贈。このほか、激励コ 
ンサート （1995 年8月）などを開催した。 


■加入電話契約数の推移 

(ビル電話を含む） 


512.0 


525.3 

赫 .. 


539.6 


557.2 J 


'576.4'" 


596.2 


613.0 


628.0 


641,3 


600万加入 


500 


400 


300 


200 




100 
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■トピックス 


エリア発この10年 



雲仙 • 普賢岳で大火碎流発生 (1 991年6月） 

3日、200年ぶりに喷火した雲仙-普賢岳で大 
火砕流が発生。諌早支店では、雲仙 • 普賢岳 
に不穏な動きがみられた1990年11月に「情報連 
絡室」を事前に設置。復旧対策への準備がいち 
早く整った。 



台風や集中豪雨など相次ぐ自然災害 （1990 年7月など） 


九州中北部の集中豪雨で通信設備に被害。さらに1991年9月の台風17号 • 19号、1993年8月 
の豪雨と台風など相次ぐ災害。1994年には九州独自の施策「災害復旧支援要員の事前配置」 
* レIを行った。 



宮崎•木城を最後に全国の交換機が SPC 化 
(1995 年3月) 


宮崎支店木城交換所の C460 形クロスバ交換機を 
D70 形ディジタル交換機に更改し、全国の SPC 化 
が完了。敷地内には飫肥杉（オビスギ）を使用した 
記念モニュメントを設置した。 

北九州支店、海外技術研修員を受け入れ 
(1987 年 6 月） 

1987年から海外技術研修員を受け入れ、7年間 
で25力国107人に及んだ。所外設備の建設•保守 
技術を中心に、 ASK なども採り入れた幅広い内 
容で研修を行っている。 



中国 • 天津市郵電管理局と備忘録に調印 
(1994年11月) 

中国 • 天津市郵爾管理局と澉気通信にかかわる相 
互交流の備忘録に調印。交流は、毎回 テーマを 
絞り、施設見学や意見交換などを行っている。 




テレホンカード専門店「と〜く 
&と〜く」開店 (1985 年12月) 

全国初のテレホンカード専門店 
「と〜く &と〜く」を熊本市に才 
ー プン。店長以下、店員全員が 
女性で、全国各地で発行されて 
いるテレホンカードの展示やデ 
ザインカードの注文を受けた。 
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1985 年 4 月 NTT スタート 
1986年2月事業部制導入 

10月 NTT グリーンメディア(株)設立(現(株) 
NTT テレコムエンジニアリング東北、 
支社設立グループ企業第1号） 

1987年2月 TXAS 導入(東北全域） 

5月 NTT 東北テレマ ㈱ 設立 
7月 NTT エステックス(株)設立 
11月 NTT 東北テレコントロール ㈱ 設立 
1988年3月津軽海峡線(青函トンネル)開業 
7月 INS ネットサービス開始(仙台） 

12月 ANGEL 導入(石卷電報電話局） 

1989年4月電話局の名称を支店 • 営業所に変更 
5月 DDI が市外電話に参入(仙台） 


1990年4月県域支社廃止 （ 1支社22ブロック体制） 
東北セルラーが移動通信に参入 
(宮城、福島、山形） 

1991年4月（株) ハロー スポーツプラザ東北設立 
1992年7月山形新幹線開業 
1994年4月1支社6ブロック体制 
12月三陸はるか沖地震 

1995年3月 SPC 化完了 （2 日、青森支店〈弘前支店〉、 
秋田支店〈横手支店〉の5交換機が最後） 
7月 CUSTOM 導入(山形支店） 


各博覧会へノヽ。ビリオンを出展 (1 987年7月など） 

「未来の東北博覧会」 （1987 年7月）には 「 NTT スペースシアター」、 
「青函トンネル開通記念博覧会」 （1988 年7月）には 「 NTT チヤレン 
ジアリーナ」、「三陸-海の博覧会」 （1992 年7月）には 「 NTT コミ 
ュニケーションドリーム館」など、さまざまなパビリオンを出 
展した。 


■加入電話契約数の推移 

(ビル電話を含む） 


377 


m 


405 

•+ …395 . 400万加入 


315 


322 


331 


342 


353 


365 g 




300 




200 


100 


1985 86 87 88 89 90 91 92 93 94年度末 


















「NTT タウンページハウス」オープン （1994 年 10 月） 

タウンページを“身近な情報誌”としてより一層利用していた 
だくとともに、タウンページの特性や利用方法を理解していた 
だくため 「NTT タウンページハウス」をオープン。全国の電話帳 
展示のほか各種イベントの開催、最新ヒットチャートの紹介な 
ど、街の“情報発信基地”としてのスペースを樹共している。 



チェアキャブ車を福祉施設に寄贈 （1 991年10月） 


電信電話記念日に社員に配布してきた記念品代を、“地域社会の一員とし 
て、地域のために役立てたい”との社員の声で、1990年度から社会福祉活 
動などに役立てることとした。1991年には、東北6県6施設にチヱアキ 
ャブ車を寄贈した。 





: 


冷害被災農家へ支援 • 協力 (1 993年12月） 

冷害のため、戦後最悪の凶作となった1993年。宮城県 .JA 宮城経済連な 
どの協力を得て、地域特産物や農産物などの販売をする「冷害かっとば 
せ市」を開催。また、電気通信建設工事や電話帳配達などへの就労の機 
会を提供するなど、被災農家を支援した。 





おかげさまで400万東北の電話キヤンぺーンを実施 （1 994年6月） 

1900年、仙台で170件の利用からスタートした東北の電話が、6月に400万 
に到達。お客さまへの感謝の気持ちを込めて、「伊奈かっぺい講演会」な 
ど記念イベントを開催した。 





















































「さっぽろ雪まつり」テレホンカードを発売 （1987 年） 

冬の恒例行事「さっぽろ雪まつり」に出展された大雪像をデザイン 
したテレホンカードを1987年から発売。1995年までに34種類を 
販売した。 


■加入電話契約数の推移 

(ビル電話を含む） 


228.3 


235.8 


244.5 


253.0 


260.5 


267 . 1 2714 


278.1 


217.1 


222.1 




200万加入 


園北海道支社の歩み 

1985年4月 NTT スタート 
月事業部制導入 

1986年3月 TXAS 導入(北海道全域） 

11月 NTT 北海道 テレマー ト(株)設立 
(支社設立グループ企業第1号） 

1987年8月 NTT 北海道エスパス(株)設立 
1988年3月津軽海峡線(青函トンネル)開業 
7月 INS ネットサービス開始(札幌） 

12 月（株) NTT テレコムエンジニアリング北海 
道設立 

ANGEL 導入(札幌市外局） 

1989年4月電話局の名称を支店 • 営業所に変更 
1支社10ブロック体制 
1990年7月 DDL JT が市外電話に参入 
(札幌、函館、苫小牧） 

8月北海道セルラーが移動通信に参入 
(札幌、苫小牧、旭川、小樽） 

1993年7月北海道南西沖地震 

10月 PHS 実用化実験開始(札幌） 

1994年12月 CUSTOM 導入(旭川•函館 • 岩見沢支店) 
1995年3月 SPC 化完了 

(20 日、北見支店内の交換機が最後） 
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■トピックス 


エリア発この10年 


電話100年記念 テレコムフォーラ 
ムを開催 （1990 年10月） 

「90年代北海道の進路」と題した北海道 I 
知事の講演や、今後の情報通信の果た 
す役割についての活発なデイスカッシ| 
ョンがあった。 


「法人 サービスセンタ. 東日本」 
スタート （1994年8月） 

NTT では サービスの 高度化により ユーザ 
対応の一元化を実施。北海道に「113支援セ 
ンタ」 「フリーダイヤルサービス センタ」「法 
人 サービス センタ.東日本（テ レ ワイズ. 
ワイドに関する業務を行う)」を設置した。 


•r*». 



縛: 






ノ 


12日午後10時17分ごろ、マグニチュード 7.8 の地震が発生。奥尻島を中心に死者•行方不明者は200 
人を超え、津波や火災による電柱の流失、市内ケーブルの焼失などで約860回線が被災。 NTT グルー 
プを含め懸命の応急措置•復旧活動に当たった。また、全国の NTT、NTT グループから約1億1，000 
万円の義援金を北海道に寄贈 c 翌年6月には、復旧活動の功績に対し、郵政大臣表彰を受賞した。 



|釧路支店が移動公衆電話を開発 
| (1993 年6月） 

I 「ラムサール条約締約国会議」で通信設備 
'§ ； g のない釧路湿原での各種イベント用に開 

'発。無線式で、ソーラーパネルからクリ 
ーンな 太陽 エネルギーを 取り 人れ、 国際 
通信も利用できる。 



日本一低い公衆電話機「龍宮テレホン」を設置 
(1988 年3月） 

海面下149.5 m、 日本一低い所にある青函トンネル「吉岡 
海底駅」の公衆電話機。愛称を全国から募集 （469 通）し、 
「龍宫テレホン」と名付けられた。 


S ， 




ジャンプの安崎選手がバッケン 
レコードで連勝（1990年1月） 

「雪印杯全日本ジャンプ大会」で安 
崎選手が優勝。スキー部創部3年目 
で全日本クラスの大会での初勝利。 
翌週の「 HTB 杯国際ジャンプ大会」 
でも2本目に121.5 m のバッケンレ 
コードで優勝した。 
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あとがき 


1995年（平成7年）4月、 NTT は創立10周年という一つの節目を迎えるととも 
に、同年9月には、本社が新宿に移転することから、この機会を捉え、10年の 
NTT の歩みを体系的に整理し、次代への参考（資料）とするため、 『 NTT 10 年史』 
の発行を企画しました。 

編集にあたっては、事業の動きを単に時系列にそって並べるのではなく、通 
信事業の自由化と競争の進展、ネットワーク技術やコンピュータ技術の革新、 
情報通信分野におけるグローバル化やマルチメディア化の進展といった、大き 
な時代の流れを捉えながら、主要なテーマごとに整理するとともに、平易な文 
章で、ビジュアル面でも工夫をこらし、できる限り読みやすい社史とするよう 
努めました。 

約1年間という短期間の編集作業ではありましたが、取材、資料収集における 
社内外の方々のご協力により、ここに予定どおり上梓の運びとなりました。 

ご協力いただいた社内外の方々のご厚意とご尽力に対し、心からお礼を申し 
上げます。 

最後に、本書刊行にご協力いただいた NTT ラーニング システムズ株式会社に 
謝意を表し、あとがきとさせていただきます。 
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